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序章 

研究の背景と目的 

 

1. 研究の背景と目的 

 

1.1. 背景となる問題意識 

 本論文は、日本の破綻企業の事例分析を通じて、組織の衰退メカニズムを業種横断

的な観点から明らかにするとともに、当該メカニズムにおける文化の影響を解明する

ことを主題とするものである。 

2000 年代以降、我が国の経営実務において「企業再生」への取組みが拡大してきて

いる。特に、2003 年に政府主導により株式会社産業再生機構が設立されたことを一つ

の契機として官民双方の活動が活発化し、多くの再生事例が蓄積されてきた。企業再

生の対象となるのは、潜在的な事業収益力を有しながらも、その企業固有の理由で実

質的な債務超過（破綻）状態に陥った企業である。 

収益力を有する事業を有しながら、なぜ破綻に至ってしまったのか。企業再生事例

の拡大に伴い、再生実務の専門家から、破綻企業には業種横断的な共通点が存在する

との声が上がり始めた。「組織内に危機感が無い」、「社内では顧客の視点や競合の話が

なく、内向きの話ばかり」、「激しい議論が大人げないと思われている」、「組織に政治

性がはびこっている」、「トップが自らハンズオンの経営スタイルをとっていない」1（三

枝, 2001）、「ゆでガエル症候群：外部環境が変わり、自社のビジネスモデルが通用し

なくなったのに、それに気づかない、それを認めようとしない」、「青い鳥症候群：自

分の置かれた現状よりも、より魅力的な世界、もっと簡単に儲かるビジネスがあると

信じ、それを追い求めて投資をする」2（西浦, 2007)、「どう考えても採算の見込みの

ない事業や取引関係に手をつけずにズルズル引っ張る」、「問題の先送りを繰り返し、

                                                 
1 三枝(2001), p378-381 
2 冨山(2004), p110 
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最後には粉飾決算という隠蔽工作まで行う。」3（冨山, 2004）などの指摘である。企業

再生実務の専門家は、異なる業種に属する多数の企業再生にかかわってきており、上

記の指摘は、破綻する日本企業には業種の枠を超えて類似した現象が生じていること

を示唆するものである。 

また、再生実務の専門家ではないものの、企業経営の専門家であり外国人トップと

して日本企業（日産自動車株式会社）の再建を担ったカルロス・ゴーン氏の自著にも

類似したコメントが並んでいる。当時の日産自動車は破綻に至ったわけではないが、

業績不振に陥った日本企業が外国人の目にどのように映ったかを示す意味で貴重な資

料である。「議論になりそうな問題はオープンに話し合うことは敬遠され、解決の努力

は舞台裏で進められた。問題が経営委員会にかけられることがあっても、そこで明確

な決断が下されたり話し合われることはなく、結局はその問題を持ち出した部門に差

し戻され、決着がつかないまま放置された。」4、「誰が責任者か、誰が何を担当してい

るのかが明確になっていなかった。」5（ゴーン, 2001）、「日産の業績が傾いたのは日本

の景気後退のせいでも、競争相手が強すぎたからでもありません。その原因は社内に

あったのです」6（Ghosn & Ries, 2003）。再生実務の専門家の指摘と極めて良く似た

現象が観察されている。 

一方、学術界からも、類似する指摘がなされている。2000 年代に入り、従来日本企

業の強みとされてきたミドルの相互作用による戦略の創発プロセ  ス（加護野・野

中・榊原・奥村, 1983;  Nonaka, 1988）がマイナスに機能するケースが業種横断的な

観点から指摘され始めた（三品, 2002; 延岡, 2002; 沼上・軽部・加藤・田中・島本 , 

2007; 高橋, 2010a, 2010b）。延岡(2002)は、日本の主要な産業において戦略的意思決

定能力が業績の決定要因になっているにもかかわらず、日本企業の戦略的意思決定能

力が低下していると指摘し、その主な原因として会議が事前調整の整ったものしか議

論しない形式的な場になってしまっており、実質的な議論が行われていないことを挙

げている。沼上ほか(2007)は、ミドルの相互作用による戦略の創出が阻害されている

ことに着目し、その傾向を「組織の＜重さ＞」という概念で捉え、業種横断的な実証

研究を基に日本企業の問題点を指摘している。組織の＜重さ＞とは、過剰な「和」志

                                                 
3 西浦(2007), p80 
4 ゴーン(2001), p229 
5 ゴーン(2001), p167 
6 Ghosn & Ries (2003), p389, 翻訳 p359 
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向や経営リテラシーの不足など、企業が内向きになりその組織が弛緩する現象を指し

ており7、既述の企業再生実務の専門家の指摘と類似した内容の構成概念となっている

8。 

 このように、2000 年代に入って以降、実務・学術の双方から、日本企業に関する類

似した組織的な問題点が業種横断的な観点から指摘されている。これらは、破綻若し

くは業績不振に陥る日本企業には類似した組織内メカニズムが存在することを強く示

唆するものである。 

 

1.2. 研究課題の設定 

上記を踏まえて、本論文は次の 2 つの研究課題を設定することとした。なお、企業

の破綻や業績不振については、経営学の「組織の衰退」領域に豊富な研究蓄積がある。

これを踏まえ、以下本論文では「組織の衰退」の概念を援用して研究を進めていくこ

ととする9。 

 

＜研究課題＞ 

① 組織が衰退する日本企業には、業種横断的に類似する組織内メカニズム（以下 

衰退メカニズム）が存在するのではないか。 

② 上記衰退メカニズムには、日本の文化的な要因が影響を及ぼしているのではな

いか。すなわち、日本企業には上記衰退メカニズムが駆動しやすい傾向や「癖」

があるのではないか。 

 

本論文の目的は、上記研究課題に対する一つの回答を提示することにある。上記を

明らかにすることができれば、事業収益力を有しながらも潜在的な衰退リスクを抱え

る日本企業に対して警鐘を鳴らすことが可能になるはずであり、無用の破綻を防止す

ることに貢献できると考えられる。 

また、上記研究課題②を明らかにするために、本論文は長らく経営学の領域では研

究対象とされてこなかった日本の文化的な要因についても研究の焦点を当てることと

                                                 
7 詳細は第 1 章を参照のこと。 
8 沼上ほか(2007)では、組織の＜重さ＞の定義に際して三枝(2001)が参照されてい

る。 
9 組織の衰退に関する先行研究については、第 1 章を参照のこと。定義については次

項で取り扱う。 
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する。日本の文化的要因に関する研究には、ステレオタイプ的な議論に陥るとともに、

経営実務に対するインプリケーションを抽出しにくいといった課題が内在しているこ

とを考慮し10、本論文では社会心理学の一分野として発展を続ける文化心理学の知見

を援用した新たな視点に基づく実証研究を行うこととし、これらの課題を克服する工

夫を行う11。 

 

1.3. 組織の衰退の定義 

ここで組織の衰退の定義を行っておきたい。組織の衰退については、これまで多様

な定義が行われてきた（Cameron, Sutton, and  Whetten, 1988; Weitzel and 

Jonson, 1989）が、Cameron et al.(1988)の「組織のマイクロニッチへの適応不全

(deterioration of adaptation)及びそれに伴う(associated)組織内資源の減少」との定

義が、総じて多くの研究者のコンセンサスを得ているとされる（Mellahi and 

Wilkinson, 2004）。 

 本稿では、これを参考にしつつ、企業再生の事例の多くが次項で述べるとおり一定

の期間を経て破綻にいたることを考慮し、組織の衰退を「売上及び利益の減少が一定

期間継続すること」と定義することとしたい。 

 

1.4. 対象とする企業像 

 本論文が対象とする企業像についても併せて明確にしておきたい。企業の組織が衰

退する要因や態様は多様であり、その全てを本論文の対象とするのは現実的ではない

ためである。 

 本論文は、企業再生実務において対象とされる破綻企業を念頭に置いている。具体

的には、下記の条件を満たす企業である。 

① 衰退の原因が個別企業特有の要因に帰属できること。 

衰退の原因が当該企業が営む事業の特性に帰属する場合、すなわち事業自体に

収益性を期待できない場合には、衰退からの脱却は困難である。企業再生実務が対

                                                 
10 経営学における文化的要因を採り上げた領域の代表例としては、日本企業の制度

やその運用の特徴を研究したいわゆる日本的経営論を上げることができる。日本的経

営論に対しては、実証データが欠如しておりステレオタイプ的な色彩が強い、経営施

策の変数が伴わず経営学の議論に馴染まないなどの批判が展開されたことを念頭にお

いている。詳細は、第２章を参照のこと。 
11 詳細は、第２章及び第５章を参照のこと。 
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象とする企業は、事業特性から見れば十分に存続できる潜在的な収益力を有しな

がら、当該個別企業特有の要因によって衰退してしまった企業である。本論文は、

こういった企業を対象とし、「同業を営む他の企業と異なり、なぜこの企業だけ衰

退するのか」を明らかにすることを試みるものである。 

② 衰退の原因が、大事故や不祥事など通常の事業活動以外の特殊な要因によるもの

ではないこと。 

 企業再生実務においては、大事故や不祥事などの突発的な事由によって衰退し

てしまった企業も対象からは排除されないが、対象企業の大半はそのような特殊

要因ではなく通常の事業活動を行いながら衰退してしまった企業である。本論文

は、こうした通常の事業活動を行いながら衰退する企業を対象とする。  

③ 衰退が一定期間継続していること。 

企業再生実務が対象とする企業は、一定の衰退期間を経た後に公的機関や再生

ファンドなどに支援要請を行うことが一般的である。こうした企業は、決して衰退

を看過しているわけではなく、自ら衰退を認識していながらも、そのプロセスから

脱却することができず企業体力を消耗し、最終的に第三者に支援を求めざるを得

ない状況に追い込まれる。 

本論文が対象とするのは、こういった衰退を認識しながらもそこから脱却でき

ず破綻にいたる企業であり、「なぜ、衰退を認識しながら、そのプロセスから脱却

できないのか」を明らかにすることを試みるものである。 

 

1.5. 研究課題 再設定 

 本論文が対象とする上記企業像を反映して、既述した研究課題を一部修正し、再度

提示しておきたい。 

＜研究課題（修正）＞ 

① 組織の衰退を認識しながらそこから脱却できない日本企業には、業種横断的に

類似する組織内メカニズム（以下 衰退メカニズム）が存在するのではないか

（下線部が修正部分）。 

② 上記衰退メカニズムには、日本の文化的な要因が影響を及ぼしているのではな

いか。すなわち、日本企業には上記衰退メカニズムが駆動しやすい傾向や「癖」

があるのではないか。 
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2. 論文の構成と概略 

 

 本論文は、8 章構成となっており、論文の流れを図 序-1 に示す。 

本序章に続く第 1 章においては、研究課題①に関連する先行研究のレビューを行い、

その課題を踏まえた上で、本論文の分析のフレームワークを提示する。このフレーム

ワークは、組織の衰退に関する先行研究が組織の経営幹部に分析の焦点を置いている

ことを踏まえつつ、そこに日本企業の特徴であるミドルの機能・役割を付加した上で、

ダイナミックな視点で再構成したものとなる。 

第 2 章においては、研究課題②に関連する先行研究のレビューが行われ、本論文が

援用するアプローチが明らかにされる。まず、社会･文化的な観点から組織の同質化を

論じる新制度派組織論がレビューされ、研究課題②に同理論を援用することが困難で

あることが示される。続いて、日本の文化的要因に焦点をあてた先行研究領域である

日本的経営論とそれへの批判がレビューされ、経営学において日本の文化的要因を分

析するに当って留意すべき点が確認される。その上で、社会心理学の一分野として

1990 年代以降発展を続ける文化心理学の知見がレビューされ、本論文において援用

するアプローチが明確にされる。 

第 3 章では、第 1 章で定めた分析のフレームワークに基づいた比較事例研究が行わ

れる。産業再生機構等の公的再生支援機関が実際に支援を行った企業 7 社及びその対

照事例としての好業績企業 4 社を対象とした探索的な事例研究を通じて、日本企業の

衰退メカニズムの概念モデルが導出される。なお、事例研究においてオーナー系企業

12と非オーナー系企業には顕著な差異が存在することが明らかになったため、本章以

下の議論はその対象を非オーナー系企業に限定した形で展開される。オーナー系企業

に関しては補章にて扱われる。 

続く第 4 章では、当該概念モデルの検証が行われる。組織の衰退の観点から対照的

な X 社及び Y 社が事例として取り上げられる。両社とも同一の上場企業グループに属

する事業会社であるが、X 社は長年の組織衰退プロセスから脱却できずにいる一方で、

Y 社は 2012 年に着任した現社長の強いリーダーシップの下で事業構造改革を実施し

長年の組織衰退からの脱却に成功しつつある企業である。この両社の本社役社員を対

                                                 
12創業オーナー又はその一族が破綻時又はその近年まで実質的な経営を担っていた企

業を指す。株式の持分比率が過半を超えていることを必ずしも意味しない。 



7 

 

象とした質問紙調査に基づく計量的実証研究によって、第 3 章の概念モデルが検証さ

れる。 

第 5 章では、第 4 章までで明らかとなった衰退メカニズムにおける日本の文化的要

因の影響が、文化心理学の知見を援用して明らかにされる。組織が衰退している企業

の組織成員の代表的な行動として、①自らの意見表明の自粛、②他部署への意見具申

の自粛、③摩擦・異論回避の重視、④社内への関心の偏重といった行動が「内向き行

動」と定義され、文化心理学において東アジア地域の特性とされている項目との関係

が分析される。これによって、東アジア地域の日本企業には北米地域の企業と比較し

て、組織成員の「内向き行動」が発生しやすい傾向があることが示される。これによ

り、日本企業には、衰退メカニズムが駆動しやすい傾向が文化的に内在していること

が示される。 

結章では、本論文の要約が行われた上で、理論及び実践両面での本論文の意義並び

に本論文の限界と今後の課題が論じられる。 

補章では、第 3 章を補完する形でオーナー系企業に関する事例研究が行われ、オー

ナー系企業の衰退メカニズム及び非オーナー系企業との差異が明らかにされる。また、

組織が衰退する中で金融機関の関与の拡大によってオーナー企業にもたらされる影響

が分析される。 
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図 序-1 論文の流れ

第１章

組織の衰退に関する
先行研究レビュー及び
本論文の分析フレーム

ワーク

第２章
文化的要因に関する

先行研究レビュー

第３章
事例研究：

衰退メカニズムの
概念モデルの導出

第４章
計量的実証研究：
概念モデルの検証

第５章
計量的実証研究：

文化的要因の影響の
検証

研究課題① 衰退メカニズムに関する研究

研究課題② 文化的要因の影響に関する研究

序章

研究の
背景と
目的

結章

要約と
考察

補章

オーナー系
企業の
衰退

メカニズム
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第 1 章 

組織の衰退に関する先行研究のレビュー 

及び本論文の分析フレームワーク 

 

1. はじめに 

 

経営学においては、「組織の衰退（organizational decline）」領域が企業の破綻や失

敗などを取り扱ってきた。本学術領域は、1980 年に Whetten（1980）がその必要性

を訴えたことを嚆矢とし、以来豊富な研究が蓄積されており、本論文は、この組織の

衰退に関する知見を援用して分析を進めていくこととする。本章では、それに先立ち、

組織の衰退に関する先行研究のレビューを行い、その課題を明らかにする。また、関

連する先行研究として、日本企業の組織課題を扱った組織の＜重さ＞研究についても

併せてレビューを行う。 

そして、上記を踏まえて本論文の分析のフレームワークを提示する。この分析のフ

レームワークは、後述するように組織の衰退に関する既存研究の分析の焦点に、日本

企業の特徴であるミドルの機能・役割を付加したうえで、それらをダイナミックな観

点から再構成したものとなる。本フレームワークは、第 3 章の事例研究によって日本

企業の衰退メカニズムの概念モデルとして精緻化される。 

 

2. 組織の衰退に関する先行研究 

 

2.1. 組織内メカニズム以外の要因に焦点を置く研究群 

組織の衰退については、多様な観点から分析が行われてきたが、衰退が生じるメカ

ニズムをいかにとらえるかという観点から先行研究を分類すると、１）その主たる原

因として組織内メカニズムに焦点を置く研究群と、２）それ以外の要因に焦点を置く

研究群に大別することができる。 

本論文においては、後述のとおり前者の研究群の知見を援用するが、先に後者の研
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究群をレビューしておきたい。後者の代表的なアプローチである、①組織のライフサ

イクルモデルアプローチ、②個体群生態学アプローチ、③産業組織論アプローチを順

に見ていくこととする。 

 

2.1.1. 組織のライフサイクルモデルアプローチ 

組織がいくつかの段階を経ながら発展していくことをモデル化したのが組織のラ

イフサイクルモデルアプローチである。Quinn and Cameron （1983）は、それまで

の 9 つの先行研究をまとめ、組織の発展段階を、①起業家段階（entrepreneurial 

stage）、②共同段階（collectivity stage）、③公式化･統制段階（formalization and 

control stage）、④構造精緻化・適応段階（structure elaboration and adaptation stage）

の 4 つの段階に分類している。 

このアプローチの特徴は、上記それぞれの段階で具備すべき組織の特徴を明らかに

し、次の段階に移行するための条件を示すところにある。例えば、組織が共同段階か

ら公式化･統制段階に至るには、ルールを公式化し、安定的な組織構造を持ち、組織

の効率性と維持を旨とするマネジメントを確立することなどが必要とされている。組

織が次の段階に上がれないことは、すなわち、その組織が成長の軌道から外れること

を意味し、衰退に向かうことが示唆される。 

しかしながら、このアプローチが述べる各段階は極めてラフな組織の発展過程の記

述に過ぎず、現実の個々の企業組織にはこのアプローチが想定する各段階の特徴とは

必ずしも一致しない事象が数多く存在する。また、各段階を移行する際に、如何なる

組織内メカニズムが生じるかに関心は払われていない。 

 

2.1.2. 個体群生態学アプローチ 

Hannan and Freeman（1977, 1984）を中心に展開されてきた個体群生態学アプロ

ーチは、構造的慣性（structural inertia）の概念から組織の衰退を説明する。構造的

慣性を「組織が環境における脅威や機会の出現に対して比較的ゆっくりとしか反応し

ないこと」13と定義し、次のような理由から組織には一般的に構造的慣性が強く作用

すると主張する。 

近代社会における組織は、信頼性（credibility）と説明責任遂行力（accountability）

                                                 
13 Hannan & Freeman(1984), pp151 
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を有する点において、市場やアドホックな集団行動に対して優位性を有する。信頼性

とは同じ品質の財やサービスを繰り返し提供できる能力を指し、説明責任遂行力とは

ステークホルダーに対して経営資源の使途を説明することに加えて、特定の成果を生

み出すための社内手続きを構築する能力を意味する。この信頼性と説明責任遂行力は

組織に再現能力（reproducibility）を付与し、再現能力が低い組織は淘汰され、再現

能力が高い組織だけが生き残る 。組織は淘汰を勝ち抜くために、制度化

（institutionalization）と高度に標準化されたルーティンを開発することを通じて、

再現能力を向上させることを志向するが、この努力は同時に、ひとたび環境の変化が

生じた場合に組織の対応に遅れを生じさせる構造的慣性を生み出す結果をもたらし、

せっかく淘汰を勝ち抜いたにもかかわらず、組織はこの構造的慣性ゆえに環境変化に

対応できず衰退する、というのである。 

このため、組織は構造的慣性を本来的に具備しており、個体群の生存環境としての

ニッチの縮小（入手可能な資源の減少）やその変型（需要の質的変化）が生じた際に

（Cameron and Zammuto, 1984）、この構造的慣性が適応の阻害要因となると主張す

る。 

構造的慣性の概念は、本論文が分析対象とする「組織の衰退を認識しながらそこか

ら脱却できない」状態と類似する内容を有している。個体群生態学アプローチは、構

造的慣性が生じる組織内メカニズムを主たる分析の対象とはしていないが、Hannan 

& Freeman(1984)は、構造的慣性を生じさせる組織内の要因として、①埋没コスト、

②意思決定者が入手しうる情報の制約、③組織内の政治的制約、④歴史的経緯から生

じる規範的制約の 4 点を挙げており、本論文の分析に示唆を提供するものである。 

 

2.1.3. 産業組織論アプローチ 

このアプローチは、個別企業の業績は主として属する業種を取り巻く事業環境によ

って決定されるとの立場をとる（Schmalensee(1985), Rumelt (1991)、McGahan & 

Porter(1997)など）。企業の経営者は合理的に行動するとの前提が置かれ、合理的に

行動しても組織の衰退が生じざるを得ない事業環境を特定することに研究の主眼が

置かれてきた。このため、分析の焦点は外的な事業環境におかれ、主たる分析対象は

同一の外的な事業環境に直面する企業群であり、個別企業特有の要因には関心が払わ

れていない（Mellahi & Wilknson, 2004）。 

外的な事業環境としては、需要の低迷や競争条件の変化が主な要因として採り上げ
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られる(Witteloostuijn,1998)。その中でも、技術変化やイノベーションは、既存企業

に大きな影響を与えることが多く、業界を牽引してきたリーダー企業ですら変化に適

応できず衰退してしまうことも珍しくない。このため、多くの研究者の関心を集め豊

富な研究が蓄積されてきた。以下、このアプローチの代表例として、技術変化・イノ

ベーションに関する研究群を概観する。 

Abernathy and Utterback(1978)及び Abernathy(1978)は、産業の成熟化のプロセ

スとイノベーションの関係を分析し、産業が初期の流動段階（fluid stage）から成熟

した特化段階（specific stage）に移行するに伴い、イノベーションの性格が製品に関

するイノベーションからドミナントデザインの決定を経てプロセスに関するイノベ

ーションにシフトすると主張する。この時点では組織の衰退との関係は明示的に議論

されていなかったが、Abernathy, Clark, & Kantrow (1983)においては、一度成熟し

た産業においても、技術や消費者嗜好の変化が既存製品のデザインや生産システムに

変革を迫り、特化段階から流動段階に戻ることがありうるとし、この現象を「脱成熟」

と呼んだ。そして、脱成熟は競争条件に大きな変化を生み出すとし、特化段階にうま

く適応した企業ほど脱成熟に伴う技術変化に適応することが困難となり衰退する可

能性が高いと指摘している。 

Tushman & Anderson (1986)は、技術変化の性質に着目し、大きな技術変化であ

っても既存企業の能力を活かせる(competence-enhancing)ものと全く新しい能力が

必要で既存のノウハウなどが陳腐化してしまう（competence-destroying）ものの 2

種類が存在するとし、その区別の重要性を主張する。前者であればたとえ大きな技術

変化であっても既存企業は十分に適応できる反面、後者のような技術変化の場合には、

業界内の力関係が大きく変化し既存企業の衰退を招くことになると指摘している。 

Henderson & Clark (1990)は、逆に大きな技術的変化が生じているわけではない

にもかかわらず、なぜか既存企業に適応不全が生じることに着目し、技術変化を捉え

る新たな視点を提示している。それが、彼らが「アーキテクチュアル・イノベーショ

ン（architectural innovation）」と呼ぶ技術変化であり、製品を構成する部品には大

きな技術的変化がないものの部品の統合のされ方に変化が生じること指す。既存企業

の組織運営の様々な側面（コミュニケーションチャネル、情報収集法、問題解決戦略）

には、暗黙的に従前のアーキテクチャが色濃く反映してしまっているため、既存企業

は新たに登場したアーキテクチャへの適応が困難になると指摘している。 

また、Christensen(1997)は、イノベーションをその技術的な内容だけから分類し
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企業の適応可能性を判断することに異論を唱え、新たに主要顧客が望むかどうかとい

った市場の視点からイノベーションを捉えることの必要性を主張する。既存企業は、

主要顧客が望む限りそれがいかに困難な技術課題であっても対応を図る一方で、主要

顧客が望まない技術変化にはその声に縛られ対応に遅れが生じ、新規参入した競合に

対して比較優位を喪失するとする。前者の技術変化を持続的イノベーション

（sustaining innovation）、後者を破断的イノベーション（disruptive innovation）

と命名している。 

技術変化・イノベーションを扱うこれらの研究群は、いずれも既存企業が合理的に

対応してもなお適応が困難となる外的環境の変化を特定することを志向している。分

析対象は、当該技術変化に直面する企業群であり、個別企業特有の要因には関心が置

かれていない。また、組織内メカニズムはその主たる分析対象とされていない。 

 

以上、概観した 3 つのアプローチは、いずれも組織の衰退を取り扱っているもの

の、衰退が生じる組織内メカニズムを主たる分析の対象としていないことから、本論

文の研究課題を解明することは困難であると考えられる。 

次に、組織内メカニズムに焦点を置いた先行研究群のレビューに移ることとしたい。 

 

2.2. 組織内メカニズムに焦点を置く研究群 

組織内メカニズムに焦点を置く研究群は、企業の経営幹部に注目する点で共通して

おり、経営幹部の意思決定プロセスに分析の焦点を置くアプローチ（以下 意思決定

プロセスアプローチ）と、経営幹部の資質に分析の焦点を置くアプローチ（以下 資

質アプローチ）が存在する。 

 

2.2.1. 意思決定プロセスアプローチ 

意思決定プロセスアプローチの代表例が、Staw, Sandelands, & Dutton(1981) の

脅威－硬直理論（Threat-rigidity Thesis）であり、組織は環境変化などの脅威に直面

すると対応が硬直的になり適応不全が生じると主張する。脅威に直面した組織におい

ては、意思伝達経路に多大な負荷がかかり情報処理能力が低下せざるを得ない。なぜ

なら、脅威に関する情報収集と指示命令のための情報発信が大量に同時発生するため

である。そのため、経営陣が必要とする情報が不足し、既存の知識に依存した意思決

定が行われやすくなる。同時に、脅威に直面した状況下では意思決定の重要性が増大
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するため、経営陣への権限の集中が発生する。加えて、手続きの公式化と標準化を通

じて、意思決定内容の正確な履行を確保しようとする。これらにより、脅威に直面し

た組織の対応は、それまで慣れ親しんできた対応の域を出ることができず、環境変化

への適応不全が生じてしまうとする。 

経営幹部の意思決定プロセスに着目する研究には、この脅威－硬直理論を援用する

ものが多い。いくつか具体例を挙げてみたい。Cameron(1983)は、組織衰退に陥って

いる高等教育機関は成長している機関に比べて幹部陣が従来の取組みに固執し新たな

取組みを忌避する傾向にあること示し、Cameron, Whetten, & Kim(1987)も同じく高

等教育機関を対象とした実証研究で収入が減少傾向にある機関ほど変化への抵抗が大

きいことを見出している。Daily & Dalton(1994)は、倒産企業には通常の企業と比較

し CEO と取締役会議長の兼務や独立性の高い取締役が少ないなど、CEO に権限が集

中する傾向にあることを示しており、D’Aveni and MacMillan(1990)は、倒産企業と

対照企業のそれぞれのアニュアルレポートに掲載されている経営幹部の株主に向けた

メッセージの内容分析を行い、倒産企業の経営幹部には対照企業の経営幹部と比較し

て社内の事象に関心が偏重する傾向を見出し、脅威－硬直理論が主張する情報処理能

力の低下と経営幹部の情報不足が生じていることを裏付けている。D’Aveni(1989)は、

衰退してから倒産までにしばらく時間があった企業(postdecline lingeres)と対照企業

を比較し、権限の集中や戦略の麻痺など脅威－硬直理論を裏付ける現象を確認してい

る。 

このように意思決定プロセスアプローチは、よりミクロな観点から組織の衰退の説

明を試みるものであり、前項の研究群と比較して個別企業の衰退に関して高い説明力

を有している。しかしながら、本アプローチには、大きな弱点が存在する。それは、

組織幹部が合理的・反省的であると想定した場合に、説明力が大きく低下する点であ

る（犬飼, 2005）。仮に一度は硬直的な対応をしたとしても、経営幹部が合理的・反省

的であれば同様の過ちを繰り返すとは考えにくい。本論文が対象とするのは、組織の

衰退を認識しながらそこから脱却できない企業であり、そうした企業においては衰退

から脱出するための意思決定の機会が一回限りということはない。経営幹部が合理的・

反省的であるとの前提をおくと、このアプローチではそのメカニズムを解明すること

は困難となる。 
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2.2.2. 資質アプローチ 

経営幹部の資質の分析の代表例は、Hambrick & Mason(1984)の上位階層理論

（Upper Echelons Theory）である。この理論は、限定された合理性（Cyert & March, 

1963; March & Simon, 1958）を前提とし、組織的な結果（organizational outcomes）

は権力者の価値観（values）と認知基盤（cognitive base）を反映すると論じ、経営幹

部の資質に注目することの重要性を説く。すなわち、経営幹部は直面する事業環境に

関する自らの解釈に基づいて行動するが、その解釈自体が経営幹部の価値観と認知基

盤を色濃く反映するため、経営幹部の資質を理解することが不可欠とするのである。 

上位階層理論はこのように経営幹部の心理的要因を重視するものの、現実の研究に

際しては、心理的要因が測定困難であるため、不完全で不正確である（Hambrick, 2007）

ことを認めつつ外部から観察可能なデモグラフィックデータ（経営幹部の年齢、在任

期間、教育レベルや幹部間の非均質性など）で代用することが当初から提唱され、実

証研究が蓄積されてきた。Miller(1991)は CEO の在任期間に着目し、在任期間が短い

CEO ほど事業環境に適応した戦略や組織構造をとる傾向を示し、高いパフォーマンス

を実現していることを示している。Boeker(1997)は、CEO に加えて、チームとしての

経営陣に注目し、その平均在任期間が短いほど、また、メンバー間の在任期間の多様

性が大きいほど戦略転換が生じやすいことを示している。Wiersema & Bantel(1992)

も、同様にチームとしての経営陣に注目し、Fortune500 中の製造業 100 社を対象に、

戦略転換に与えるチームのデモグラフィック特性（年齢、在任期間、教育レベル、専

門分野）の影響を分析している。その結果、経営陣の年齢が若いほど、在任期間につ

いては組織での在任期間は短く経営陣としての在任期間は長いほど、教育のレベルは

高いほど、専門分野については科学（science）の分野での教育を受けているほど、そ

して経営陣の中での教育分野の多様性が大きいほど、戦略転換が生じやすいとの結果

を得ている。 

このように、経営幹部の資質に注目するアプローチは、一定の期間にわたり同様の

意思決定が繰り返されることを説明するのには適した方法に見える。しかしながら、

本アプローチにも大きな課題が存在する。デモグラフィックな変数によって経営陣の

価値観と認知基盤を推定することが本アプローチの基本となる方法論であるものの、

実はこれらのデモグラフィック変数と具体的な意思決定の間の因果関係はブラックボ

ックス化しており、「なぜ経営幹部がその意思決定に至ったのか」、そのプロセスは必

ずしも明確ではないとの批判が存在する（Lawrence, 1997）。また、仮にデモグラフ
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ィック特性と意思決定の関係が想定どおりだとしても、「そもそも、そういった資質を

有する人間がなぜ経営幹部に就いているのか」、その登用プロセスの分析も十分に行

われていない（Hambrick, 2007）。 

本論文が対象とする衰退を認識しながらそこから脱却できない企業においては、衰

退が継続する中で経営陣の一部が交代することはなんら珍しくない。経営陣が交代し

ても衰退から脱却できないことを示すことは、仮にデモグラフィック変数の選択が適

切であるとしても本アプローチでは困難であると言わざるを得ない。 

 

3. 組織の＜重さ＞研究 

 

日本企業の組織課題を業種横断的な観点から分析した先行研究として組織の＜重

さ＞研究（沼上ほか, 2007）が存在する。本研究は、従来日本企業の強みとされてき

たミドルの相互作用による戦略の創発プロセス（加護野・野中・榊原・奥村 , 1983; 

Nonaka, 1988）を阻害する組織の劣化状態を組織の＜重さ＞と定義し、「過剰な『和』

志向」、「内向きな合意形成」、「フリーライダー問題」、「経営リテラシー不足」の 4 つ

の要素から構成されるとしている。 

本研究は、経営幹部ではなくミドル層を分析対象とし日本企業特有の問題を採り上

げている点でユニークである一方で、組織の＜重さ＞の構成要素である「過剰な『和』

志向」及び「内向きな合意形成」は意思決定プロセスに、「フリーライダー問題」 14、

「経営リテラシー不足」は主としてリーダーの資質に焦点を当てており、上記 2.2.の

先行研究と類似したアプローチを採っている。 

本研究においては、組織の＜重さ＞を生み出す組織構造等の分析に研究の主眼が置

かれているものの、日本企業特有の組織的課題に焦点を当てている点で本論文に多く

の示唆を提供するものである。 

 

 

 

                                                 
14   ①「口は出すが、責任はとらない上司が多い」、②「BU(ビジネスユニット)が利

益を上げていないことを自分の痛みとして感じられないミドルが多い」、③「決める

べき人が決めてくれない」の 3 つの質問肢によって測定される概念とされている。2

番目の質問の対象は若干広いものの、1 番目及び 3 番目の質問はリーダーの資質に関

するものであり、総体として資質に関する概念であると整理してよいと判断する。 
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4. 先行研究の課題と本論文の分析のアプローチ 

 

4.1. ダイナミックの視点の重要性 

組織成員が組織の衰退に気づいていながら、そこから脱却できないことを説明する

には、何らかの自己維持的なメカニズムが企業組織内で駆動しており、組織成員が善

意で合理的に行動しつつも、衰退を止めることが出来ないことを示すことが必要と考

えられる。そこには経営陣の登用プロセスも織り込まれ、経営陣が交代してもメカニ

ズムが駆動し続けることが示されなければならない。 

上記の 2.2.の意思決定プロセスアプローチ及び資質アプローチは、これまでそれぞ

れ別個に理論的発展を遂げてきたが、お互い隣接する領域を扱っている。双方を関連

付けることにより、よりダイナミックな視点で組織の衰退をとらえることができる可

能性がある。すなわち、経営幹部の資質が経営幹部の意思決定プロセスにどのように

影響し、その意思決定プロセスの特徴が新たな経営幹部の登用にどのように影響する

のか、そしてこのプロセスが自己維持的になっているのか、という視点である。しか

しながら、先行研究はこの視座を得るに至っていない。 

 

4.2. ミドルを検討対象に含めることの重要性 

一方、本論文が日本企業を分析対象とする以上、日本企業の特徴であるミドルの相

互作用を分析の焦点に加えることを検討する必要があろう。従来、ミドルの相互作用

による戦略の創発プロセスは日本企業の強みとされてきた。加護野・野中・榊原・奥

村（1983）は、日米企業の比較の中から、ミドルの濃密な相互作用を通じて創発的に

事業を展開していくことに日本企業の強みの本質があるとの指摘を行っており、また、

Nonaka(1988)は、ミドルに企業のトップと前線(ボトム)の双方と協働しながら新製品

開発や新事業を主導する役割を担わせる日本企業のマネジメント手法を｢ミドル・ア

ップ・ダウン・マネジメント｣（Middle-Up-Down Management）と呼び、技術的変化

のスピードが速い事業環境に適応した方法だと主張している。 

しかしながら、2000 年代に入り、その強み自体がマイナスに機能するケースの存在

が業種横断的な観点から指摘されはじめている。網倉(2002)は、日本企業は従来慣れ

親しんできた現有資源を前提にボトムアップで戦略を構築するロジックの自走を許し

てしまっていると指摘し、戦略にミドルを含んだ現場の声が過大に反映され総花的で

メリハリの無いものとなっていると警鐘を鳴らしている。また、延岡(2002)は、1980
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年代までは専念すべき事業・技術分野が比較的明確であったため、日本企業は戦略と

業務執行を分離せず現場・ミドルからトップまでが一体となった業務執行を追及する

ことにより競争力を維持することができたものの、不確実性が拡大し戦略的意思決定

能力の重要性が高まった 90 年代以降においても組織運営の方法が変化していないこ

とを指摘し、具体例として、会議が事前調整が整ったものしか議論しない形式的な場

になってしまっており、実質的な議論が行われていないことを挙げている。 

沼上ほか(2007)は、既述したとおりミドルの相互作用による戦略の創出が阻害され

る組織的な症状が、業種横断的に生じていることを指摘している。 

このように 2000 年代以降指摘されている日本企業の問題は、いずれも組織の衰退

との関係が明示的に議論されてはいないものの、日本企業のパフォーマンスの低下に

ミドルが関与していることを示すものであり、本論文の対象にミドルを加えることの

重要性を示唆するものといえよう。特に、日本企業においてはミドルが経営幹部の意

思決定プロセスに深く関与するだけでなく、経営幹部が社内のミドルから選抜され登

用されることを考慮すれば、既述したダイナミックな視点で組織の衰退を捉えるにあ

たり、分析の対象にミドルを加えることが必要であると考えられる。 

 

4.3. 本論文の分析フレームワーク 

本論文では、以上の問題意識に基づき、先行研究が分析の焦点としてきた「経営幹

部による意思決定プロセス」及び「経営幹部の資質」に、ミドルの役割・機能を追加

した上で、よりダイナミックな視点から組織内に駆動しているメカニズムの解明を試

みることとしたい。具体的には、「経営幹部による意思決定プロセス」にそれと密接不

可分な要素として「ミドルによる社内調整プロセス」を付加するとともに、新たな分

析の焦点として「ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセス」を追加する（図 1－

1）。これにより、「経営幹部の意思決定プロセスがどのように行なわれ、そこにミドル

がどのように関与するのか」、「その関与を通じてミドルがどのように評価され経営幹

部に登用されるのか」、「その結果どのような資質を経営幹部が具備することとなるの

か」、翻って「経営幹部の資質が意思決定プロセス及びミドルの関与に如何なる影響を

与えるのか」、というサイクルが成立しうる。 

本論文は、第 3 章以降において、「サイクルを構成する各要素が如何なる特徴を有

するのか」、「各要素がサイクルとして駆動するといえるのか」、「サイクルが組織の衰

退からの脱却をどのように阻害することとなるのか」、そして、「サイクルは自己維持
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的な性質を有するのか」を明らかにするとともに、日本の文化的要因がこのサイクル

にどのように関係しているかを明らかにしていく。 

具体的な分析に入る前に、次章において文化的要因に関する先行研究のレビューを

行いたい。 

 

 

 

  

図1-1 本論文の分析フレームワーク

経営幹部による
意思決定プロセス

経営幹部の資質

組織の衰退
ミドルの出世条件・

経営幹部登用プロセス

ミドルによる
社内調整プロセス

実線：先行研究のアプローチ
点線：本論文が追加する焦点
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第２章 

文化的要因に関する先行研究レビュー  

 

1. はじめに 

 

本論文では、二番目の研究課題として、日本企業の衰退メカニズムには日本特有の

要素が影響しているのではないかとの問題意識から、日本の文化的要因の影響を分析

する。経営学において日本の文化的要因は、1970 年代、80 年代を中心に展開された

いわゆる日本的経営論において研究の対象となった。日本企業に広く見られる終身雇

用や年功序列といった制度的な特徴を日本の文化的要因で説明しようとする議論が中

心であったが、当時の日本が高い経済成長率を実現していたことも手伝い、内外の研

究者の関心を集めた。しかしながら、この日本的経営論に対しては、「ステレオタイプ

の議論に過ぎない」、「経営的示唆に乏しく経営学の議論足りえない」といった批判が

なされ（加護野ほか, 1983; 占部 1978）、その後、経営学における文化的要因の研究

は、組織文化論として個々の組織を分析単位とする研究が中心となり、国や地域を分

析単位とするものは少なくなっている。 

一方、1990 年代以降、経営学の隣接分野である社会心理学において文化心理学とい

われる学術分野が発展を続けている。文化心理学は、人々の心理・行動傾向が国や地

域、特に北米地域と日本を含む東アジア地域において大きく異なることを主張し、多

様な観点から実証研究が蓄積されている。本論文においては、この文化心理学のフレ

ームワークを援用して分析を行う。 

本章においては、まず、社会・文化的な観点から組織の同質性を論じる新制度派組

織理論がレビューされ、日本の文化的要因を持ち出さなくても既存の組織論によって

業種横断的な類似性が説明できないか、その可能性が検証される。そこでは、同理論

が同質化の発生領域として設定する組織フィールドの概念の範囲が狭く、本論文の研

究対象企業の分析には適切ではないことなどの課題が示され、組織フィールドに限定

されない日本の文化的要因の検討の必要性が導かれる。 

その上で、日本の文化的要因を扱った先行研究のレビューに移る。まず、いわゆる
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日本的経営論とそれに対してなされた批判のレビューを行い、経営学の分野で日本の

文化的要因を分析する際に留意すべき点が確認される。その上で文化心理学の知見を

レビューし、本論文が文化心理学を援用して第 5 章で展開する分析が留意すべき点を

クリアできることが確認される。 

 

2. 新制度派組織理論 

 

「なぜ、組織は似ているのか」との問題設定を行い、それを社会的・文化的な影響

を有する制度的環境への対応という観点から説明しようとするのが新制度派組織理論

である。Meyer & Rowan (1977)は、組織を取り巻く環境を技術的な環境と制度的な

環境に区分したうえで、組織構造は制度的な環境（制度的ルール）によって規定され

るとし、社会に広く共有された規範や価値観の役割の重要性を指摘する。そして、公

式組織が普及したのは、それが効率的であるからではなく、公式組織を採用すること

によって社会から正統性を確保できるためであると主張する。 

 制度的ルールが形成される領域を DiMaggio & Powell(1983)は、「組織フィールド

（organizational field）」の概念で示している。「組織フィールド」とは、「全体的に（in 

the aggregate）制度的営み（institutional life）として認識される領域を構成する組

織群」15と定義される。具体的には、サプライヤー、消費者、規制当局、その他の類似

の財・サービスを提供する組織が広く含まれ、直接関係がある組織だけではなく、代

替可能な位置を占める構造的に同値な組織もが含まれる点に特徴がある。組織フィー

ルドは、①組織間の相互作用の増加、②組織間関係の構築、③流通する情報量の拡大、

④同一のフィールドにいることの共通認識の形成といったプロセスによって構造化さ

れる。この組織フィールド内において組織が同質化することを同型化（isomorphism）

と呼び、同型化が生じるメカニズムとして①強制的同型化(coercive isomorphism)、②

模範的同型化(mimetic isomorphism)、③規範的同型化(normativeisomorphism)の 3

種類が提示されている。 

 強制的同型化は、依存している他組織からの圧力や社会から寄せられる文化的な期

待を背景とするものであり、環境規制によって汚染防止技術が多数の事業者に採用さ

れるようなケースが含まれる。模範的同型化は、不確実性への対応として生じるもの

                                                 
15 DiMaggio & Powell(1983), p148 
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であり、同じ組織フィールド内で成功している組織や正統性があると思われる組織を

模倣することによって生じるものである。最後の規範的同型化は、職業的専門化

（professionalization）によって生じるものであり、大学等による専門教育や職業的

ネットワークの拡大を通じて似通った規範意識が同一の職業者間に共有されることが

背景にあるとされる。 

 こうした同型化は、組織の効率性を向上させることを目的とするものではなく、主

として組織フィールド内における正統性を獲得することを目的として生じるとされる。 

 以上の新制度派組織論の主張は、広く社会に共有された規範や価値観の役割を重視

する点で本論文に多くの示唆を提供するものの、制度的ルールが形成され同型化が生

じる領域を組織フィールド内に限定しているため、本論文の研究課題②を説明する理

論として援用することは困難であると考えられる。本論文が対象とする組織は、第 3

章の事例研究で後述するようにお互いが全く異なる業界に属し、組織フィールドが構

造化されるために必要とされる①組織間の相互作用、②組織間関係、③流通する情報、

④同一のフィールドにいることの共通認識といったものはほとんど存在しない。 

このため、本論文が対象とする組織の類似性を説明するためには、組織フィールド

を超えた共通要因に説明力を求めることが必要と考えられる。 

また、新制度派理論は、規範や価値観の役割を重視する一方で、同型化が如何なる

組織成員の行動や相互作用から生じるのか、同型化を生み出す組織内メカニズムにつ

いては主たる分析の対象にしておらず、ブラックボックス化されているとの批判も存

在する（佐藤・山田 2004）。 

 このため、本論文においては、組織フィールドに限定されない日本の文化的要因に

着目した分析を行うこととする。日本の文化的要因は、広く日本国内に存在する組織

の成員に直接影響を及ぼすと考えられるため、本論文の対象企業の類似性を分析する

のに適当であると考えられる。 

 以下、次項では日本の文化的要因を経営学領域で扱った先行研究分野として日本的

経営論の展開とそれへ批判のレビューを行い、経営学において文化的要因を考慮する

際の留意点を抽出する。その上で、本論文が援用する文化心理学のレビューを行う。 
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3. 日本的経営論：議論の展開と批判 

 

3.1. 日本国内における議論 

日本的経営論は、Abegglen (1958)を嚆矢とする。終身雇用制に代表される日本企業

の制度やその運用上の特徴を分析し、その根底には日本の伝統的な考え方が存在し、

「欧米と日本の文化の違いに密着に関連している」16と主張した。日本的経営論は、

この Abegglen(1958)の研究に大きな影響を受け、1970 年代、80 年代を中心に日本の

研究者のみならず海外の研究者によっても展開された。日本の研究者の関心は、日本

企業に広く見られる経営制度やその運用の特徴を被説明変数とし、それを説明変数た

る日本の文化的特性で説明することにおかれていた。一方、海外の研究者の関心は、

当時の日本の高い経済成長率を背景として日本の成長の秘密を探るとともにその自国

産業への移転可能性を探ることにあり、文化的要因には大きな関心は向けられておら

ず、一部言及されているに過ぎない。以下では、まず日本の研究者による先行研究を

レビューし、その後海外の研究者による研究に言及する。 

日本の研究者による日本的経営論は、日本企業の特徴を説明する変数に何を置くか

によって主張が分かれている。 

間(1971)は、日本的経営の特質を欧米の個人主義的経営と対比して集団主義的経営

17とした上で、日本企業には「営利の追求と集団の永続という 2 つの目的ないし方向

性が存在」18するとし、その源泉を「家業の観念」に求めている。家と企業が分離した

後も、会社そのものの永続を願う意識・価値観が強く存在するために、企業は「和」

を重視した制度を採用するとし、終身雇用、年功序列などの存在理由を説明する。津

田(1997)は、日本企業は合理性を備えた職能的集団ではなく「生活共同体」であると

し、組織成員にとって全人格が発動される場になっていると主張する。このため日本

企業には業績の達成という合理性・能率性に基づく要素と社員が「帰依」する最高権

威の存在という納得性・合意に基づく要素が共存しており、この二重性が日本企業の

特徴を創りだしているとする。岩田(1977)は、日本企業の経営制度は、日本人の心理

特性を色濃く反映したものであり、家族制度が崩壊した戦後の経営制度に戦前のもの

                                                 
16 Abegglen(1958), p131, 翻訳 p177 
17 間(1971)は、集団主義を「個人と集団との関係で、集団の利害を個人のそれに優

先させる集団中心（集団優先）の考え方」(p16)と定義している。 
18 間(1971), p19 
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との類似点が見られるのはその背後に容易には変化しない集団志向的傾向を示す心理

特性が存在するためであると主張している。また、西田(1982)は、個人や集団などの

相互の結びつきを「社会結合」という概念で表し、欧米社会においては内容が明確に

規定され期間が短期である「契約結合」が支配的であるのに対し、日本社会において

は内容が包括的かつ弾力的・流動的であり期間も長期にわたる「一体化結合」が支配

的であるとする。そして、日本企業の特徴はこの一体化結合が企業レベルで表出した

ものであると主張している。 

 

3.2. 日本的経営論に対する批判 

このように日本的経営論は、説明変数を何にするかの差異があるものの被説明変数

に日本企業の制度やその運用の特徴を置く点で共通している。いずれも実証的なアプ

ローチは採っておらず、経営的施策が説明変数として取り込まれていない。このため、

日本的経営論は、単純化すれば「日本企業制度･運用の特徴は、日本の文化的要因の所

産である。」との主張をしているにすぎない。こうした日本的経営論に対しては、厳し

い批判が寄せられている。 

占部(1978)は、日本的経営論が「経済合理性を無視するあまり、日本的経営も、資

本主義の冷厳な現実に直面していることを忘れさせようとする」19と批判し、加護野

ほか(1983)は、①文化論・制度論への偏りが強く、実践的な示唆にかける、②実証デ

ータが不足しておりステレオタイプ的な議論に陥っている、③日本の特殊性を記述的

に明らかにしようとしており一般理論への志向が欠如している、とその問題点を包括

的に指摘している。 

 

3.3. 海外の研究者のアプローチ 

一方、当時の日本経済の成長の原因を解明する観点から海外の研究者も日本的経営

の分析を行っている。 

Pascale & Athos (1981)は、経営を次の 7 つの要素（7 つの S）で捉えることを提唱

している。それらは、①戦略（strategy）、②機構（structure）、③システム（system）

                                                 
19 占部(1978), p5 
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20、④スタッフ（staff）21、⑤経営スタイル（style）、⑥経営スキル（skill）、⑦上位目

標（superordinate goals）であり、①～③をハードな要素、④～⑦をソフトな要素と

区分した上で、日本企業はハードとソフトの統合を実現できている一方で米国企業は

それが出来ておらずハードに偏重していると指摘している。日本には、曖昧さ、不確

かさ、不完全さを当然の現象として受け入れるとともに相互依存的な関係を志向する

文化が存在しており、それがハードとソフトの統合する上で有利に働き、両者の統合

を自然な形で促進したと分析している。しかしながら、これは米国企業にとってソフ

トな要素の実施が不可能であることを意味するものではなく、すでに好業績を収めて

いる米国企業は日本的マネジメント（ソフト要素の実施効率の高さ）を取り入れてお

り、今後その傾向が拡大することを予見している。 

Ouchi(1981)は、長期雇用形態やコンセンサスと参加を重視した意思決定など、日本

企業に類似した多くの特徴を有する米国企業が存在することを指摘し、日本型（J タ

イプ）、米国型（A タイプ）と異なる「Z タイプ」と命名している。日本企業の特徴が

一般的な組織のタイプの一つであり、その多くが移植可能であると主張している。 

 このように海外の研究者による日本的経営の分析は、当時高い成長率を遂げていた

日本企業の成功要因を特定するとともに、その米国産業界への移植可能性を探索する

ところに主眼が置かれており、文化的な要因について言及されているものの、その分

析は部分的なもの留まっているのが特徴である。 

 

3.4. 文化的要因の分析に当って留意すべき点 

 日本的経営論の諸研究及びそれに対する批判から、経営学において日本の文化的要

因を研究対象とする場合に留意すべき点が抽出される。それは、①ステレオタイプの

議論になることを回避するために実証データに基づく研究を志向すべきこと、②モデ

ルの中に経営施策に関する変数を取り込み、経営実務への示唆を抽出すべきこと、③

日本の特殊性のみを論ずるのではなく一般理論を志向すべきこと、の 3 点であろう。

本論文が援用する文化心理学の知見は、この 3 点への対応を可能とするものであり、

経営学の研究に適用することができると考える。それを確認するために、次節におい

                                                 
20 「一定の報告パターンおよび会議形式のようなルーティンな方法」p125, 翻訳

p103 
21 「企業内の人員を重要な職種・特質別に分類・配分すること（たとえばエンジニ

ア、企業家型、管理のプロなど）。ライン対スタッフといった意味あいではない。」

p125, 翻訳 p103  
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て文化心理学の知見をレビューする。 

  

4. 文化心理学：その知見と経営学への適用可能性 

 

4.1. 文化心理学の知見 

 文化心理学は、人々の心理・行動傾向が国や地域、特に北米地域と東アジア地域に

おいて大きく異なることを主張し、実証研究を蓄積してきている。例えば、自分が他

者よりも優れていると思う「自己高揚傾向」は北米では一般的に見られるものの

(Dunning, Meyerowitz, & Holzberg, 1989)、東アジアでは逆に自分は他者よりも劣っ

ているとする「自己卑下傾向」が見られる（Heine & Lehman, 1999）ことや、他者の

行動を推測する際に北米においては行為者の性格などの内的な要因にその原因を求め

外的な要因を軽視する傾向22がある（Jones & Harris, 1967）一方で、東アジアにおい

てはその傾向が弱い（Masuda & Kitayama, 2004）ことなど、心理・行動傾向におけ

る多様な差異が確認されてきた。 

 では、なぜ心理・行動傾向に文化差が生じるのだろうか。現在の文化心理学には、

その理由を説明する考え方として２つのアプローチが存在している（増田･山岸 , 

2010; 増田, 2014）。 

 第一のアプローチは、各文化内で広く共有されている世界観や人間観の違いに焦点

を当て文化差を説明する、狭義の文化心理学アプローチと呼べるものである。「ある文

化において歴史的に作りだされ、暗黙の内に共有されている人の主体の性質について

の通念」23としての「文化的自己観」（Markus & Kitayama, 1991, 北山, 1998）を中

核的な概念として提唱し、北米地域においては「相互独立的自己観」が、東アジア地

域において「相互協調的自己観」が優勢であるとする。 

相互独立的自己観においては、自己は「他の人や回りのものごととは区別され、切

り離された実体」24とされ、自己は「周囲の状況とは独立にある主体の持つ様々な属

性」25によって定義される。一人前の人間とは「自らの内に望ましい、誇るにたる属性

を見いだし、あるいは作り出し、それらを確認し、かつ外に表現し、そのような属性

                                                 
22 ｢帰属の基本的エラー｣といわれる。 
23 北山（1998）, p29 
24 同上, p38 
25 同上, p38 
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を現実のものとしていく」26人間とされる。一方、相互協調的自己観においては、自己

は「他の人や回りのものごとと結びついて高次の社会的ユニットの構成要素となる本

質的に関係志向的実体」27とされ、「人間関係そのもの、あるいはそこにある関係性の

中で意味づけられている自分の属性」28が自己の中心的定義となる。一人前の人間は、

「意味ある社会的関係を見出し、自らをその中の重要な一部分として認識し、またま

わりの人にそう認識される」29人間とされる。 

図 2-130が両者を模式化したものである。左側の相互独立的自己観においては、自己

は、肉親や友人、知人と明確な境界線(実線)で区切られており、自己は自らの内部に備

わった様々な属性（図中の X）によって規定され、他者も同様に他者の内部に備わっ

た属性によって規定される。自己を規定する上で、自己と接している他者からなる内

集団（自分が所属する集団）と、他者からなる外集団との差異は重要ではない。一方、

右側の相互協調的自己観においては自己と自分に近い他者との間に明確な区別がなく

（点線）、他者が自己の枠組みに入り込んでいる。他者からの期待や他者との関係が自

己にとって重要な位置を占めており、自己の内的属性が自己の定義において果たす役

割は相互独立的自己観と比べると低い。重要な他者と共有されている属性(X)は、当該

他者との関係性の中に見出されるものとなる。また、他者の中でも、自己の枠組みに

入りこんでくる重要な他者とそうでない他者ははっきりと区別され、内集団と外集団

との区別は明確になっているとされる（増田・山岸, 2010; 増田, 2014）。 

                                                 
26 同上, p39 
27 同上, p39 
28 同上, p39 
29 同上, p40 
30 増田･山岸(2010), p36 
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こうした文化的自己観は、地域内で歴史的・社会的に共有され、そこにある社会的

現実、例えば当該文化内の慣習や言語的方法などに反映されることを通じて、その地

域に生きる人々の「準拠枠」となり、人々に選好として取り入れられ、心理・行動傾

向に反映されるとする（北山,1998；石井,2010）。 

具体的な例を一つ挙げてみたい。Kim & Markus(1999)は、米国人と東アジア人（中

国人及び韓国人）を対象に、空港で簡単なアンケートを実施し、そのお礼にペンを贈

呈する実験を行った。実験参加者は、提示された 5 本のペンから 1 本を選ぶように求

められたが、その 5 本のペンには 2 種類の色のペンが混ざっており、多数色 4 本と少

数色 1 本、又は多数色 3 本と少数色 2 本の組み合わせのどちらかになっていた。実験

の結果は、米国人は少数色のペンをより多く選び、東アジア人は多数色のペンをより

多く選ぶというものとなった。米国人は相互独立的自己観を反映してユニークな色を

好む一方で、東アジア人は相互協調的自己観を反映してユニークな色を回避する志向

性を有すると解釈されている。この際、人々は自身の選好として、すなわちこのペン

を選びたいと思ってペンを選んでいると解釈される。こうした選好に基づく行動が他

者とっての社会的現実を構成し、それを反映する形で「準拠枠」が再生産され、文化

自己

母親

見知
らぬ
人

友人

兄弟
姉妹

父親

内集団

知人

部外
者

外集団

外集団

見知
らぬ
人

内集団

部外
者

外集団

外集団

自己

母親

友人

兄弟
姉妹

父親

知人

相互独立的自己観 相互協調的自己観

出典：Heine, 2008; Gilovich, Keltner, & Nisbett,2006; Markus & Kitayam, 1991を基に

増田・山岸（2010)においてまとめられたもの

図2-1 文化的自己観
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が維持されると考える（北山,1998；石井,2010）。 

第二のアプローチは、適応論的アプローチと呼べるものである。人々の行動は生態

的社会的な環境に適応する観点から選択されるとし、必ずしも選好とは一致しないと

考える。人は特定の状況下において他者がとるであろう行動を予測し、その上で自ら

の目標の達成に適した行動をとると考える。他者の行動を予測するには、一般に人間

はこういった状況下ではこういった行動をとるであろうという信念が必要となるが、

それが文化的自己観に相当するものとなる。このアプローチにおいては、文化的自己

観は主として他者の行動を予測するために用いられるものとして位置づけられ、それ

を自身が選好しているかどうかは重視されない。心理・行動傾向の文化差の存在を認

めつつも、それは、自分が直面している状況の社会的意味がはっきりしない状況（デ

フォルト状況）、すなわち文化的自己観を用いて他者の行動を予測する必要がある場

合にのみ生じるとし、状況が明確になった場合には必ずしも文化差は生じないと主張

する。文化差が、選好に基づいて生じるものではないとする点で第一のアプローチと

は考え方を異にする（山岸, 2010；増田・山岸,2010）。 

Yamagishi, Hashimoto, & Schug(2008)は、日本人及び米国人を対象に既述の Kim 

and Markus(1999)の追試31を行い、自分が同様の立場の人間 5 人のうちで最初にペン

を選ぶとの設定を明示された場合には日本人、米国人ともに多数色のペンを選択する

一方、自分が最後にペンを選ぶとの設定を明示された場合には、双方ともに少数のペ

ンを選択し、文化差が消滅する結果を得ている。一方で設定を明示しない場合（デフ

ォルト設定）には、Kim and Markus（1999）と同様の結果となり、文化差はデフォ

ルト設定のみで生じたことを示している。この理由を本アプローチは、日本のように

集団主義的な色彩の強い社会においては所属する集団から排除されるコストが高く他

人から嫌われない戦略をとるのが適応的であるため、日本人は社会的環境が不明確な

場合にはデフォルトの戦略として同調的な行動をとると説明する。そして、個人がデ

フォルトの戦略を取ること自体が、他者が適応すべき環境を構成することになるため、

お互いが必ずしも選好とは一致しない「デフォルト戦略」32を取り合う関係、すなわ

ち文化差が維持されると考える（山岸, 2010）。このアプローチは、行動における文化

差は、適応すべき環境を操作することにより補正が可能であることを示唆するもので

                                                 
31 実際の実験は、実験参加者にシナリオを読んでもらい、その上で自分ならどのペ

ンを選択するかを尋ねる形式(シナリオ実験)で実施された。 
32 山岸（2010）, p26 
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ある。 

また、適応論的アプローチは、文化的自己観についても異なる立場をとる。既述の

とおり日本においては集団から排除されることを回避する重要性が高い一方で、米国

のように個人主義的な色彩が強く特定の集団以外の他者と関わりを持つ機会が多い社

会においては、自身を他者に理解させるとともに自らの行動の予測可能性を高めてお

くことが重要であるとの立場をとり、相互協調的自己観及び相互独立的自己観を、図

2-2 に示すように他者との関係構築に関する志向性によってそれぞれ 2 分割し 4 種類

の自己感を提唱するとともに、日米差は「排除回避」と「自己主張」33においてのみ生

じるはずであると主張し、それを裏付ける実証結果を得ている（Hashimoto & 

Yamagishi, 2013 ; Hashimoto & Yamagishi, 2014a）。文化心理学では、各人がどのよ

うな自己観を有するかを測定するための尺度が開発されており、図 2-2 の自己観を測

定するために Hashimoto & Yamagishi(2014a) が開発した尺度を表 2-1 に示す34。 

 

 

                                                 
33 Hashimoto & Yamagishi(2014a)では、「ゲームプレーヤー」としているが、本論

文では理解しやすさを考え「自己主張」としている。 
34 第５章の分析においてはこの尺度を援用する。 
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相互協調的相互独立的

他者との関係構築
積極的

他者との関係構築
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「調和追求」

「排除回避」「ﾕﾆｰｸﾈｽ追求」

「自己主張」

狭義の文化心理学
アプローチの分類

適応論的アプローチが
日米差を主張

図2-2 文化的自己観

注）Hashimoto & Yamagishi (2014a)を基に作成

相互協調的自己観相互独立的自己観
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また、４種類の自己観について日本人の年齢との相関を調査した結果、相互協調的

自己観の一側面である排除回避が年齢と負の相関を示す一方で、相互独立的自己観の

一側面である自己主張が年齢と正の相関を示すことを見出し、日本の文化圏で生活し

た時間が長いほど協調性が低減し独立性が増大することは、狭義の文化心理学アプロ

ーチだけでは説明が困難であると主張している（Hashimoto & Yamagishi, 2014b）。 

 

 このように、２つのアプローチは、北米地域と東アジア地域の文化差の存在を認め

る点で一致する反面、文化差が現れる側面及び文化差が生じる理由について異なる見

解を有している。しかしながら、両アプローチは相互排他的なものではなく、お互い

に協力・補完しながら文化心理学の発展を担っている（増田, 2014）。本論文において

は、双方のアプローチの知見を援用して分析を行うこととする。35 

                                                 
35 世界 50 カ国の IBM 社員を対象に職業意識調査を行った Hofstede(1980)は、「個

人主義」と「集団主義」を国際比較を行う一つの次元として採り上げている。しかし

ながら、その具体的質問項目を見る限りその妥当性に疑問があると考えられ、本論文

では援用しない。同調査においては仕事を選ぶ際に重視する項目が尋ねられている

が、因子分析を踏まえて「個人主義」を示すとされる項目が「①個人や家族との生活

のために十分な時間が確保できること（.86）」、「②自分自身の仕事のやりかたを選ぶ

文化的自己観 尺　度

排除回避 まわりの人が自分をどう思っているかが、つい気になる。
つい人の視線が気になってしまう。
まわりの人との関係や、地位のちがいがつい気になってしまう。
まわりの人からきらわれないようにふるまうことがよくある。
まわりの人がどう思うかが気になって、自分のしたいことをそのままできないこと
がある。

自己主張 自分の意見をいつもはっきり言う。
相手を傷つけないようにあいまいな表現をするより、はっきりと自分の考えを伝え
るようにしている。
人と話をするときには、直接的にずばりと言う方が好きだ。
いつも自分の立場をちゃんと主張するようにしている。
つねに自分自身の意見を持つようにしている。

調和追求 まわりの人の気持ちを尊重するようにしている。
まわりの人との間で和をたもつことを大切にしている。
いつもまわりの人の立場にたって物事を考えるようにしている。
自分の利益にならなくても、まわりの人の役に立つことができればうれしい。
まわりの人と協力していると心地よく感じる。

ユニークネス追求 ほかの人とは違った生き方をしたい。
まわりの人に左右されない生き方をしたい。
自分の好きなようにできなくなるくらいなら、人の助けを求めたいとは思わない。
ほかの人とは違う自分が好きだ。
たいていは自分だけで物事を決断している。

表2-1 　文化的自己観測定尺度

Hashimoto & Yamagishi(2014a) から引用。　ただし、「自己主張」は、「ゲームプレーヤー」とされている名

称を理解のしやすさを考慮して変更している。
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4.2. 経営学研究への援用に関する注意点 

 以上のレビューを踏まえ、文化心理学の知見を本論文に援用するに当たり、3.4.に

記述した「文化的要因の分析に当って留意すべき点」をクリアするために注意すべき

点を確認しておきたい。 

まず、「①ステレオタイプの議論になることを回避するために実証データに基づく

研究を志向すべきこと」については、文化心理学が社会心理学のディシプリンに則り

実証研究を重視している点を援用し、研究設計に反映することが重要となろう。第 5

章の分析においては、組織成員一人ひとりの行動と選好を被説明変数とするモデルを

構築し、文化的自己観の尺度を説明変数にした計量分析を行うこととしている。「②モ

デルの中に経営施策に関する変数を取り込み、経営実務への示唆を抽出すべきこと」

については、第 5 章の分析において対象企業それぞれの経営施策に関する変数をモデ

ルに投入し経営実務への示唆を抽出することとしている。「③日本の特殊性のみを論

ずるのではなく一般理論を志向すべきこと」については、文化心理学が、一般理論を

強く志向しグローバルな観点から共通のフレームワークによって地域の特性を明らか

にすることを目指している点を援用することが重要となろう36。第 5 章で援用する文

化的自己観の尺度も、東アジア地域と北米地域を比較することを念頭に作成されたも

のであり、日本の特殊性を主張するものではない。 

以上から、文化心理学のフレームワークを援用することにより、3.4 の諸点は十分

にクリアすることが可能であると考えられる。 

文化心理学は、これまで経営学ではほとんど援用されてこなかったが、日本的経営

論とは全く異なる観点から経営学における文化的要因の分析に多大な貢献をなしうる

学術分野であると考えられ、本論文はその活用を試みるものである。 

                                                 

裁量が相当程度あること（.49）」、「③個人的な達成感が得られるような挑戦的な業務

があること（.46）」とされ、「集団主義」については「①技能の向上・修得の為の訓

練の機会があること（-.82）」、「②物理的な労働条件（換気、照明、作業空間など）

が良いこと（-.69）」「③自分の技能や能力を十分に活用できること（-.63）」とされて

いる（括弧内の数字は因子分析の負荷量）（p220）。  

高野(2008)は、「あきらかに因子の解釈を誤ったとしか考えられない」（p55）と批

判している。 
36文化心理学の研究対象地域は、当初の北米、東アジアから、欧州、アフリカ等へ拡

大しつつある。 
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第３章 

事例研究：衰退メカニズムの 

概念モデルの導出 

 

1. はじめに 

  

本章では、第１章で提示した分析のフレームワークに基づいて探索的な事例研究

を行い、衰退メカニズムの概念モデルの導出を試みる。事例研究では、株式会社産業

再生機構や類似した公的企業再生支援組織（以下 再生機構等）が支援対象とした実

質破綻企業７社及びその対照事例として業界トップクラスの業績を上げている企業４

社を対象とする。 

 以下では、まず次節で研究方法を提示した後、第３節で事例の分析を行い概念モデ

ルの導出を行う。その後第４節で概念モデルに関する考察を行う。 

 

2. 研究方法 

 

2.1. 研究設計 

本章では、日本企業の衰退メカニズムを探索的に明らかにすることを目的とするた

め、研究方法として、組織内の因果関係を詳細に明らかにするとともに（沼上 , 2000）、

理論構築に有効とされる比較事例研究（Eisenhardt, 1989; 金井, 1990）を採用する。

研究対象には、再生機構等が支援対象とした企業７社（以下 不振企業）を選択した

37。これらは、公的な機関によって実質破綻(債務超過)状態にありながら潜在的な事業

収益力があり再生の可能性があると判断された企業であり、個別企業特有の要因によ

って組織が衰退した企業のサンプルとして適切であると考える。業種横断的な特徴を

抽出するため、理論的サンプリング（Glacer & Strauss, 1967）により、不振企業７

                                                 
37企業名の秘匿が研究対象とする条件となっているため、業種・売上高・社員数等は

掲載せず、公的支援組織についてもその支援先が公開されているため特定しない。 
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社をいずれも異なる業種から選択するとともに、企業規模についても大手企業４社、

中堅企業（売上高 100～500 億円規模）3 社とサンプルの多様性を確保した。 

不振企業 7 社が実質破綻に至った理由は、再生機構等が公表している資料から判断

可能である。各社の理由は必ずしも同一ではないが、事業環境変化への対応が不十分

である点で共通しており、具体的には合理性の乏しい過大投資や事業構造改革(不採算

事業の撤退や高コスト構造の是正、コア事業への経営資源の集中など)の遅れや不十分

さといった点が共通に指摘されている。事業環境が変化する以前はいずれも収益を上

げており、環境変化へ適応できなかったことが原因となって収益の継続的な悪化を招

き、破綻にいたっている。全社ともに、序章 1.3 の組織の衰退の定義及び 1.4．の①～

③の条件に該当する企業である。 

本章では上記に加えて、不振企業から抽出された特徴が不振企業特有のものである

か否かを判断するために対照事例として業績が好調な企業 4 社（以下 好調企業）を

採り上げる38。好調企業 4 社は全て大手企業でそれぞれ異なる業種に属しており、調

査時点において 4 社中 3 社は業種における売上高トップ企業である。残り 1 社は業界

で上位 3 位までに入る企業であるが、長年に亘り事業構造改革を積極的に実施し、リ

ーマンショック後に業界における最高益を記録したことに着目して対象とした。事業

構造改革の遅れ・不十分さが不振企業の共通点であることを考慮し選択した。 

 

2.2. データ収集源 

 データ収集源は、①半構造化インタビュー、②再生機構等の発表資料、③その他の

公知の諸資料（有価証券報告書、新聞記事など）の 3 種類であり、表 3-1 にその概要

を、各企業のプロファイルとともに示した。 

 

2.2.1. 半構造化インタビュー 

 図 3-1（第 1 章からの再掲）の分析の焦点に従い、本社組織における①経営幹部に

よる意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセス、③ミドルの出世条件及び

経営幹部登用プロセス及び④経営幹部の資質、それぞれの特徴について、半構造化イ

ンタビューを対面で実施した。インタビューは不振企業については延べ 46 名に計 70

時間、好調企業については延べ 26 名に計 34 時間、合計で延べ 72 名に 104 時間とな

                                                 
38 不振企業と同じ理由で業種・売上高等を掲載しない。  
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っている39。 

当該企業の経験しかない者にはその特徴を語ることが難しい（Schein, 2010）こと

を考慮し、当該企業の特徴を相対的に捉える視点を有する者を対象者とした。具体的

には、不振企業については、再生機構等の役職員で当該企業に派遣された者（以下 機

構等派遣者）を中核に据えた。彼らは、コンサルタント、会計士、弁護士、金融機関

経験者が大半を占め複数企業の知見を有することに加え、派遣先企業で再生の陣頭指

揮を執るために、当該企業やその主要事業の全体像が把握できるポジションに就き、

重要な意思決定に参画する。通常 1 年から 2 年の期間にわたり当該企業に駐在若しく

は頻繁に接触し、その間、各社の社内資料、役社員へのアクセスに制約は殆どない。

また、派遣前には、再生機構等以外の第三者（コンサルティング企業、監査法人等）

が実施した当該企業のデューディリジェンス（財務・事業・組織等に係る事前評価）

について当該第三者と議論を重ねる機会を有している。このため、機構等派遣者は、

研究者ではないものの事例研究で重要となる三角測量を各自レベルで確保している共

通点を有しており、本研究における中核的なデータ源として適切であると判断した。 

 ただし、機構等派遣者には、当該企業の破綻前後の状況しか把握できないという限

界がある。破綻時の特徴が破綻以前から存在したか否かを確認するために、破綻以前

に当該企業に在籍しその後他社に転出した者（以下 OB）をインタビュー対象者に追

加した40。OB だけでは対象者数を確保できない場合には、補完的に破綻以前から在籍

している現役プロパー役社員（以下 プロパー役社員）を追加し、破綻前の不振企業

の特徴を重点的に聴取した41。 

好調企業においては、機構等派遣者に該当する者が存在しないため、複数企業経験

者である OB 及び他社からの転入者を中核とし、補完的にプロパー役社員にインタビ

ューを実施した。不振企業、好調企業ともに、OB、転入者、プロパー役社員について

は、本社組織の特徴を語ることができるよう、役員、経営企画・人事などの主要スタ

ッフ部門又は中核事業部門の経験者を中心に対象者を選定した。 

                                                 
39 インタビュー対象者のうち 4 名から、それぞれ 2 社に関する内容を聴取したた

め、ネットの対象者数は 68 名である。 
40 相対的な視点を有することを重視し、他社へ転出した OB を優先してインタビュ

ー対象者とした。 
41企業規模が小さい中堅企業 3 社については、OB 及びプロパー役社員へのインタビ

ューが実現できず、機構等派遣者に当該企業駐在中にプロパー役社員から聞いた話を

重点的にインタビューし破綻前の状態を推定した。 
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2.2.2. 再生機構等の発表資料 

 公の機関が企業再生に関与しているため、①対象企業の概要、②再生機構等へ支援

の申込みに至った経緯、③事業再生計画の内容などが公表されている。特に破綻事由

については本資料を主たる情報源とし、それをインタビューで確認する方法をとった。 

 

2.2.3. 公知の諸資料 

 有価証券報告書を主として経営幹部のプロファイルの確認のために活用した。また、

再生時には新聞に多数の記事が掲載されており、加えて、再生に携わった関係者がそ

の経験を書籍として出版しているケースが存在する。これらは、インタビューの内容

と照合するために活用した。  

 

 

人数 時間 人数 時間 人数 時間 人数 時間 人数 時間
不振企業 A社 大手企業 非オーナー系 3 5 3 5 0 0 2 4.5 8 14.5

B社 大手企業 非オーナー系 8 11.5 4 7.5 0 0 0 0 12 19
C社 大手企業 非オーナー系 2 2.5 1 1 0 0 2 4 5 7.5
D社 中堅企業 非オーナー系 3 5.5 0 0 0 0 0 0 3 5.5
E社 大手企業 オーナー系 7 9 2 3 2 2 1 1 12 15
F社 中堅企業 オーナー系 3 4 0 0 0 0 0 0 3 4
G社 中堅企業 オーナー系 3 4.5 0 0 0 0 0 0 3 4.5

好調企業 X社 大手企業 非オーナー系 2 3 3 4.5 5 5.5 10 13
Y社 大手企業 非オーナー系 5 5.5 0 0 0 0 5 5.5
Z社 大手企業 非オーナー系 3 7 1 2 3 1.5 7 10.5
S社 大手企業 オーナー系 2 3 2 2 0 0 4 5

合計 29 42 22 35 8 10.5 13 16.5 72 104

不振企業 A社 大手企業 非オーナー系 ○ ○ ○ ○
B社 大手企業 非オーナー系 ○ ○ ○ ○
C社 大手企業 非オーナー系 ○ ○ ○ ○
D社 中堅企業 非オーナー系 ○ - ○ －
E社 大手企業 オーナー系 ○ ○ ○ ○
F社 中堅企業 オーナー系 ○ - ○ －
G社 中堅企業 オーナー系 ○ - ○ －

好調企業 X社 大手企業 非オーナー系 － ○ － －
Y社 大手企業 非オーナー系 － ○ － －
Z社 大手企業 非オーナー系 － ○ － －
S社 大手企業 オーナー系 － ○ － －

注）「機構等資料」：再生機構等の発表資料、「有報」：有価証券報告書、「記事」：新聞記事（日経テレコン）
　　「その他」：再生関係者の著作に当該企業に関する記述が存在するもの。
　　インタビュー対象者のうち４名からは、それぞれ2社に関する内容を聴取したため、ネットの対象者数は68名である。

機構等
資料

公知の資料

有報 記事 その他
不振／
好調

企業プロファイル

企業名 規模
オーナー系／
非オーナー系

表3-1　企業プロファイル及びデータ収集源

NA
NA
NA
NA

不振／
好調

企業プロファイル インタビュー対象者数・インタビュー時間

企業名 規模
オーナー系／
非オーナー系

機構等派遣者 OB 転入者 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ 合計
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2.3. 研究プロセス 

 分析は、事例研究からの理論構築プロセス（Eisenhardt, 1989）に準拠して実施し

た。インタビューは、少数の例外を除く 95％以上を録音の上文字に起こし、質的デー

タの分析法（佐藤, 2002; 2008）に則り、専用ソフト42によって定性的コーディングを

実施した。本章の分析の焦点である、①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドル

による社内調整プロセス、③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス、及び④経営

幹部の資質、それぞれの観点から事例とコードのマトリックスを作成し、メカニズム

の概念モデルを検討した。 

 

3. 事例及び分析 

 

11 社に関するインタビュー調査を進めていく中で、オーナー系企業43と非オーナー

系企業には顕著な差異があることが判明した。44 このため、本章においては非オー

ナー系に絞った議論を展開することとし、オーナー系企業については補章において論

                                                 
42 MAQDA11 を使用した。 
43創業オーナー又はその一族が破綻時又はその近年まで実質的な経営を担っていた企

業を指す。株式の持分比率が 50％を超えていることを必ずしも意味しない。 
44 オーナー系企業においては、オーナーに多くの権限が集中しており、経営幹部に

よる意思決定プロセス、ミドルによる社内調整プロセス、ミドルの出世条件・経営幹

部登用プロセス、経営幹部の資質の全ての点にオーナー個人の影響が強く表出するた

め、分析対象として分別することが適切と判断した。一方、企業規模による差異は見

られなかった。 

図3-1 本論文の分析フレームワーク(再掲）

経営幹部による
意思決定プロセス

経営幹部の資質

組織の衰退
ミドルの出世条件・

経営幹部登用プロセス

ミドルによる
社内調整プロセス

実線：先行研究のアプローチ
点線：本論文が追加する焦点
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ずることとする。この結果、本章で分析対象とするのは、非オーナー系の不振企業 4

社（大手企業 3 社、中堅企業 1 社）及び好調企業 3 社の計 7 社となり、インタビュー

対象者及び実施時間は、不振企業 28 名･46.5 時間、好調企業 22 名･29 時間、合計

50 名･75.5 時間となる45。 

以下では、まず不振企業 4 社に共通する特徴を図 3-1 の分析フレームワークに従っ

て抽出し、好調企業との比較を行ったうえで、概念モデルを導出する。 

 

3.1. 不振企業の特徴 

3.1.1. 経営幹部による意思決定プロセス：予定調和的色彩の強さ 

取締役会や経営会議など不振企業各社の経営幹部による意思決定プロセスは、予定

調和的な色彩が極めて強い特徴を有している。その背景には、社内の対立を回避する

とともに、役職や入社年次といった社内秩序を遵守する強い社内規範が存在する。 

社内の対立を回避するために、仮に業務上の必要性があっても同僚に対する批判と

取られかねない言動は極力回避され、業務上の失敗が生じても個人の責任が追及され

ることは稀である。下記のインタビューコメントが典型的である。 

 

＊「いつの間にかうやむやになる。責任も取らない。仲間を傷つけることは好まない

ということ。・・・ギスギスしたことは言わないという感じだった。社長以下、皆そ

うだった。」（A 社 OB） 

＊「成功・失敗の判断はない。責任者も明確化されていなかった。一応担当役員はい

たが、これが大変だとか、失敗だとかいうことを公にしなかった。対立を回避

し、犯人探しをするのは悪いという感じがあった。・・・（破綻後に外部から来た

経営者に）『誰が何の責任を負っているか、全く判らない』と言われた。経営者と

して何かに責任を負っているという意識が無かった。社長ですら全社の収益に責

任を負っているという意識が無かったと思う。」（A社プロパー役社員） 

 

社内ではヒエラルキーが尊重され、入社年次が組織成員の間で強く意識されている。

機構等派遣者からは、組織成員の日常会話の中で成員の氏名と併せて入社年次が言及

されることの多さが指摘されている。ヒエラルキー意識の高さを反映し、役職下位者

                                                 
45 インタビュー対象者に重複は無い。 
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が上位者に対して自らの意見を開陳することは極力回避され、情報流通の大半が上か

ら下への一方通行となっている。また、役職上位者に対しては、「失礼があってはいけ

ない、恥をかかせてはいけない」（A 社機構等派遣者）という配慮が強く社内で共有さ

れており、経営幹部が事業所などを訪問する際には、現場は予行演習も含め受入準備

に多くの労力を割くことが常態化している。また、派閥、学閥、本流部門、特定のス

テークホルダーの意向に忠実なグループなど、政治的な影響力を有する集団も各社に

存在し、社内秩序は政治的性格を併せ持っている。46 下記に代表的なコメントを示

す。 

 

＊「本社の経営陣がでてくると、全部決まるという感じ。天皇が来るというような緊

張感があった。取締役はトップ中のトップ。周りは『ハーッ』という感じだった。・・・

そもそも絶対に上には逆らわない。社長は神のような存在だった。・・・上司にはノ

ーは言わない。立場が上に人に対しては、仮に正論と思っても言わない。」（B 社機

構等派遣者） 

＊「社内的に上位者に意見が言えるという雰囲気は全くなかった。」（D 社機構等派遣

者） 

＊「幹部は殿様、社宅は御殿。偉い人がムチャムチャに偉かった。本社の人が来ると、

殿様行列の殿様が来ることになるので、その準備が予行演習などで大変だった。」（C

社 OB） 

＊「トップが支店に来るとなると、その支店の改築・修繕から始まり、当日は赤じゅ

うたんを敷くような感じだった。○○ホテルの一室は彼専用だったとか、新幹線の

一番前の AB 席を押さえるのが秘書の仕事だったとか、逸話は事欠かない。」（B 社

OB） 

＊「上下関係が強かった。年功序列も同じ。グループ会社の役員の方が、それを管理

している部門長よりも年次が上のため、例えばグループ会社の役員の中のキーマン

には事前根回しをやっていた。○○年入社ということが絶えず付きまとう。年次が

                                                 
46 大手 1 社の派閥については破綻前 20 年間の有価証券報告書に記載された取締役の

経歴及び複数の新聞記事からその存在を確認した。他の大手 1 社の学閥についても

破綻前 20 年間の有価証券報告書に記載された取締役の出身大学よってその存在を確

認した（企業名を秘匿するため詳細情報は記載しない）。しかしながら、本流部門及

び特定のステークホルダーの意向に忠実なグループの存在についてはインタビュー以

外の情報源による確認は出来ていない。 
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上だと権限がなくても何か言ってくるし、下が気にする。」（A 社プロパー役社員） 

＊「出世する役員は社内接待が多かった。仲間内の飲み会がすごく多かった。毎晩夜

の予定が入っていて、全部社内相手。社内接待にどのぐらい金が使えるかがパワー

の源泉だった。」（A 社 OB） 

 

こうした規範が存在するため、取締役会や経営会議は予定調和的な色彩を強く具備

し、侃侃諤諤の議論が行われることはほとんどない。 

インタビューにおいても、「正論と正論がぶつかり合う議論はなかった」（A 社プロ

パー役社員）、「会議の場では、ガチンコの議論はほとんどなく、誰かの意見に寄り添

うことが多い。対案を出して意見を戦わせるというよりも、空気的に大勢に同調する

感じが強かった」（B 社機構等派遣者）、「活発な意見がでるような会議があった印象は

ない。ヒートアップした議論をした覚えはあまりない」（C 社プロパー役社員）、「ガン

ガン議論するというのではなく、粛々と会議が進む」（C 社 OB）、「何人かの偉い人が

意見を言って、スウッと通る。感想がいくつか出るぐらい。疑問を呈するような意見

は出ない」（D 社機構等派遣者）と類似するコメントが多い。 

また、「社長が『ああ、いいねぇ』というと決まってしまう」（A 社プロパー役社員）

といった役職上位者や有力者の意見に他のメンバーが無批判に同調する傾向が見られ

る。 

D 社機構等派遣者は、「自分が会議で上の人に議論を投げかけると、周囲はびっくり

していた。・・・役員は自分より年下の人間が発言すること自体が気に食わないという

態度だった」と回想する。 A 社 OB は、「会議で議論を交わすのは、声が大きい人が

いるときだけ。声が大きい人というのは、社長の意向に沿ったことを言うということ。

異論は出ない」と述べている。会議全体の様子は次の D 社機構等派遣者のコメントに

よく表れている。 

 

＊「担当部門の役員が説明して、そこでいい悪いもなく、説明したら終わりという

感じだった。お互いに意見を言うことが良しとされていない慣習が存在した。自分

たちが質問すると、嫌われた。顔が真っ赤になっていた。動揺していた。言われた

こともないから。質問されたり、意見を言われたりすること自体に違和感があった

のだろう。自分たちが差し戻すこともあったが、そのときには非常に不服そうだっ

たし、顔つきが不満を表していた。一応反論っぽくこたえていたが、説明になって
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いなかった。」 

 

会議は全会一致が原則であり、仮に一人でも反対すると意思決定をせず、議案は次

回以降に先送りされる。意見が割れる議案について議論を尽くして多数決で決議され

ることはほとんどない。また、出席者の大半が自らの担当部門の利益代表者として会

議に臨んでおり、出席者間でお互いの案件には口を出さない相互不可侵原則ともいえ

る暗黙の合意が成立している。このため、経営陣の一員として本来行うべき全社最適

の観点からの発言はほとんどなされず、会議では部分最適の議論が大半を占める。 

 

＊「会社が３つ、４つあったような会社。お互い踏みこまない感じだった。それぞ

れの部署を尊重して部署同士もお互い口を出さない。」（A 社機構等派遣者） 

＊「お互いの事業部門には傷をつけない。○○○○（他部門の商品名）を僕が『こ

れは売れない』といったら、○○さん（当該他部門責任者）から『よけいなことを

言うな』と怒られた。暗黙の形で相互不可侵だった。自分の持ち場は持ち場で守り

たい。全社はどうでもよい。」（B 社 OB） 

＊「事業部が分断されているということ。横の会話をするなと言われてきた。横の

事業部が別の会社のようで、事業ごとに『空気』が違っていた。」（C 社機構等派遣

者） 

＊「（幹部が）全社の取締役としてではなく、業務執行部門代表として座っている。

そのため、他人の領域に踏み込まない。お互いに、こちらも踏み込まないから、お

前も入ってくるなという感じ。質問すら出ない。」（D 社機構等派遣者） 

 

また、いわゆる PDCA サイクルがしっかりまわっていない点も共通している。特に

CA 部分が「犯人探しをすると解釈され」（B 社機構等派遣者）、忌避されている。この

ため施策の成功･失敗が明確にならず、結果として誰が責任者なのかが判りにくい体

制になっている。本来、PDCA サイクルは、当初目的が達成できていない施策を議論

の俎上に乗せ予定調和を崩す力を有しているが、不振企業ではその事態が回避されて

いる。 

 

＊「PDCA をまわしてくれと何回も言った。決めてもフォローがない。成功失敗を

しっかり見ていく風土はなかった。・・・PDCA がないので、何がうまく行かなか
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った、次はどうするという議論がなかった。責任者が明確でないのでやりようが

ない。」（D 社機構等派遣者） 

＊「成功と失敗の判断を明確にしないことが普通だった。個人の責任を問わな

い。・・・投資委員会などもやっていたが、終わった後の検証、フォローは行われ

ていなかった。」（C 社プロパー役社員） 

＊「成功失敗の判断はない。責任者も明確化されていなかった。一応担当役員はい

たが、これが大変だとか、失敗だとかいうことを公にしなかった。対立を回避し、

犯人探しをするのは悪いという感じがあった」。（A 社プロパー役社員）。 

＊「機構がはいって KPI を設定したときに、できたものは○、できなかったもの×、

課題があるものは△という整理をしようと思ったときに、ものすごく抵抗された。

×が悪いこと、犯人探しをすると解釈された。」（B 社機構等派遣者） 

＊「はっきりさせない。皆で皆を守り合う。いろんな部門が関与することによって、

誰が責任者かが判りにくいようになっていた。」（A 社機構等派遣者） 

 

3.1.2. ミドルによる社内調整プロセス：事前調整の重視と妥協色の強さ 

経営幹部による意思決定を予定調和的に行うために、ミドルによる事前調整が重視

され多くの労力が割かれている。A 社機構等派遣者は、「良くぞあそこまで関係ない人

たちにも調整をするというぐらい、調整している」とその業務量の多さに驚きを隠さ

ない。B 社機構等派遣者は、「仕事において大事にされていることが、あまりにも調整

的なことが大きかった。仕事をする上で大事なことが調整であった」とその重要性を

指摘する。 

事前調整は、社内の反対意見を抑えることに主眼が置かれ、意思決定プロセスと同

様に、役職上位者や有力者の意向が重視される。このため、調整プロセスは論理を戦

わせるものとなりにくく、強い妥協色を帯びることとなる。一人の反対も出ないよう

に議案内容に修正が施され、時に「毒にも薬にもならないもの」（B 社 OB）と変容し

てしまう。相矛盾する意見が取り入れられた結果、議案自体が同床異夢になってしま

うことも珍しくない。その場合事前調整を担当するミドルは、同床異夢の内容を書面

上の表現のテクニックで乗り切ろうと努力するため、会議に提出される書面自体が曖

昧なものとなり、出席者によって内容の理解に差異が生じる結果を生む。A 社プロパ

ー役社員は、「根回しの段階で、角がドンドン取れてしまい、結局残ったものに対して

は、誰もが『ちょっと違う』ということになり、信念を持って進めるという感じにな
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らなかった」とコメントしている。 

万が一、事前調整で反対意見を消しきれない場合には、会議への上程自体が先送り

され、幹部同士が意見を戦わせる事態が回避される。C 社プロパー役社員は、「会議で

反対意見がでると、事務方に（経営幹部から）お叱りがあった」と、ミドルにとって

の事前調整業務の重要性を指摘している。 

 

3.1.3. ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセス 

3.1.3.1. ミドルの出世条件：社内調整力、派閥等への所属及び「出過ぎない、気が利

く」 

上記を反映して、ミドルの出世条件、いわゆる「できる人材」の定義も特異なもの

となる。第一に挙げられるのは、自分の意見を控え、経営幹部、特に有力者の考えを

忖度しその実現に向けて社内を調整する能力である。各案件の企画立案はミドルに任

されているが、社内秩序が重視されるために、「上が見たい絵を持っていかないと話が

進まない」（A 社プロパー役社員）ことが多く、幹部の意向を実現する能力に長けた人

材が重用される。 

「上の思っていることを絵にして、通せるように調整するヤツ」（B 社 OB）、「皆の

動きを見ながら調整する人間」（C 社プロパー役社員）、「如何に上の求めていることを

読み取って、期待通りに動くかが一番大事。自分がどう思うかではない。幹部が何を

お考えか、それを実現するにはどうするのかを阿吽の呼吸で読み取って動く」（A 社

OB）人間であることが「できる人材」の重要な要件になる。 

特に、予定調和的な意思決定プロセスを通すための社内力学を踏まえた社内調整力

が重視される。A 社プロパー役社員は、この能力を「決して自分がこう思うではなく、

『この案件は、今の立ち位置こうだし、雰囲気こうだし、あそこは押えた方がいいか

ら、あそこは事務的に押えたから、ここは言及せずに、このままこっちの方向さえ行

けばいいし、あの人はいつもこういうことを言うから』という感じ」と表現し、社内

力学に目を配った調整力の重要性を指摘する。 

組織に属する者である以上、ある程度の調整力が必要であることは論を俟たない。

しかしながら、不振企業のミドルの出世条件においては、調整能力に極めて高いプラ

イオリティが置かれている。ある会社の人事部経験者47は、「当社で優秀と言われてい

                                                 
47 本人の特定を避けるために企業を特定しない。 
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る人間を 30 人から 40 人選んで外部の専門会社に評価してもらったら、調整能力に長

けている人間ばかりだった。クリエイティビティはない。調整と根回しの能力が突出

しているとの評価だった」と回想している。 

第二の条件として、派閥・学閥・本流部門・特定のステークホルダーに忠実グルー

プなど強い政治力を有する集団に所属することが挙げられる。有力幹部の意向を察知

する機会に恵まれることに加えて、社内調整に必要なネットワークの一員となれるこ

とが大きな理由として挙げられている。「出世条件は、社内政治、ネットワーク力、個

としての賢さ。その頭の良さを社内政治と根回しと人事関連に使う人が生き残る。30

歳そこそこからそういうマインドセットになる」と A 社 OB はコメントする。「上へ

の上がり方が学歴（出身大学）で決まっている」、「偉い人は大体○○大学出身。誰が

○○大学卒かは皆わかっている」（B 社機構等派遣者）、「人と人のつながりで偉くなる

人が多かった。派閥ということ。見ていて良くわかった。実力よりは人間関係。業績

が厳しくなってからは、特定のグループに属する人」（C 社プロパー役社員）、「本流部

門の人間が有利だった。偏っていた。・・・本流部門の人は皆 A の評価がついていた」

（D 社機構等派遣者）。派閥、学閥、本流部門など政治性の切り口は異なるものの、そ

の集団に属することの重要性は高い。 

第三には、出過ぎない、気が利くといった点も重要なコンピタンスとなるようだ。

「人とぶつかっている人は偉くならない。ギスギスする人、空気を読まない人はいつ

の間にかいなくなる」、「評価されたのは、我を出さず先回りして自分の意見を言わず、

よく気付くようなタイプ。それが『出来る男』」（A 社 OB）、「社長の好むようなこと言

う人、減点が少ない、評判がいい人。・・・仕事ができるわけではない」「正しいこと

を言うよりも、耳当りが良いことをいう人」（B 社 OB）、「リーダーシップを強く前に

出すようなタイプ、出る杭タイプの人は辞めていった」（C 社プロパー役社員）、「本流

部門では、出過ぎない、気が利くは重要」（D 社機構等派遣者）と類似するコメントが

多い。次の機構等派遣者のコメントは興味深い。 

 

＊「社内から批判されないことが大切である。厳しいことを言うと批判されてしま

う。A 社内で部長になれずにずっと滞留している人がいた。他の部署に対して『お

前のところはコスト削減できていないじゃないか』というような人だった。・・・

組織のために発言していると思うが、そういうことを許さない風土だった。他の

部署に踏み込まない、非難しないことが重要だった。」（A 社機構等派遣者） 
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＊「正論を話す風土は薄かった。正論を話す人は飛ばされていた。海外の子会社や

部門内でも端の方にいた。（再生機構等として）彼らを引き上げ重要なポストに抜

擢した。うまく機能してくれた。」（C 社機構等派遣者） 

 

3.1.3.2. 経営幹部登用プロセス：恣意性・政治性の高さ 

ミドルが経営幹部に登用されるプロセスは、上記要件を備えた者の中から有力幹部

の目に留まった者が引き上げられており、経営幹部の恣意性・政治性が強く反映する

プロセスとなっている。 

「好き嫌いとか肌合いの世界。昔から良く知っている仲かどうかが重要」（A社 OB）、

「出世するのは、親分子分の関係で愛いヤツと思われる人」、「経営陣の選ばれ方は、

単なる好き嫌い」（B 社 OB）、「特定の人に気にいられた人が出世して行った」（C 社

プロパー役社員）、「個別人事は幹部の恣意的な人事」（D 社機構等派遣者）と、本人の

能力が客観的に評価された上で人事異動に反映され、周囲にも納得性が高い人事が行

われているとの指摘はない。後述する好調企業に見られるような人事部門による組織

横断的な牽制機能及びそれに基づく公正中立な人事規律は存在しない。 

人事規律の脆弱性を示すもう一つの側面として、人事評価システムとしての目標管

理制度（MBO）の弱さを挙げることができる。目標管理制度は、本来であれば PDCA

と同様に業務の成果に基づく淘汰メカニズムとして機能すべきものであるが、不振企

業においてはその役割が果たされていない。対立回避の規範を反映し、上司が部下に

対して厳しく接することが忌避されるため、「普通にやっていれば A がついてきた。

甘かった。」（C 社プロパー役社員）というように評価は総じて甘い傾向にある。そも

そも評価基準が曖昧であるとの指摘も多い。 

 

＊「求められることが定性的なこと。結果がはっきり見えることが目標になっていな

い。営業に対しても数字が目標になっていない。・・・部下に対して厳しく接して育

成する習慣はなかった。何事もスマートなことが尊ばれた。厳しい上司は非難され

る。あの人の下にいくと大変という噂がでるとよくない。人に非難されないことが

重要。厳しい人がいたが、重要なポストにはついていなかった。」（A 社機構等派遣

者） 

＊「人事考課のときに、B、C はつけず、せいぜい A マイナス、A をつけることもあ

った。部下から嫌われたくないことが理由。普段、その部下について問題点を言っ
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ている割には、評価が甘いことがすごく多かった。」（B 社 OB) 

 

ある企業の人事部経験者48は、「MBO の目標も定性的なので評価のしようがない。

人事のときに自分は部長クラスの MBO の運用をやっていたが、業績が赤字のときに

部長の MBO の達成度を調べてみたらトータルで１００％を超えていた。どういうこ

とだ、と憤慨し部下とやけ酒を飲んでいた」と回想している。 

 

こうした人事規律の脆弱性に加えて、既述のとおり、PDCA が実施されず施策の成

功・失敗が明らかにならないため、業務の成果に基づく淘汰メカニズムが機能せず、

恣意性・政治性の高い登用プロセスに補正がかからないこととなる。 

 

その一方で、登用されるミドルの能力自体への納得性は低いながらも、登用に関す

る周囲からの予測可能性は高く、サプライズ人事は少ないとの指摘が多い。下記のコ

メントがそれをうまく表現している。 

 

＊「有力部長が 20 人ぐらいいると、花形ポストを持ちまわる。外から入る余地は無

い。先が見えるようになっている。あの人がこのポストについたから、次はこう

なるということ。仰天人事はない。規定路線。・・・役員になるためには、役員に

なるための部長ポストに就くことが大切。人事が決めるのではなく、派閥の長が

決めていた。人事は力が無い49。手続きを担当する部署にすぎない。一定の派閥

に入り、一目置かれれば、それなりの部長ポストが行く。派閥の長が昔務めたポ

ストということ。上司にしっかり仕えることが極めて大切である。」（A 社 OB） 

 

このように、不振企業のミドルは、有力グループに属しながら社内調整能力を磨き、

また出過ぎない、気が利くという側面を身につけながら出世街道を進み、有力グルー

プの幹部に気いられることによって経営幹部へと登用されていく。PDCA や人事評価

などの牽制作用が機能していないため、実務能力や業績による淘汰のメカニズムが働

                                                 
48 本人の特定を回避するために企業を特定しない。 
49 閥が複数ある場合には上記コメントのように人事部の力は弱くなるが、強力な閥

が一つの場合には、人事部がその閥の中核機能を担うため、逆に力が強くなるよう

だ。 
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かず、このプロセスには補正がかからない。 

それでは、こうして登用された経営幹部はどういった資質を有することとなるのか、

それを次に見ることとする。 

 

3.1.4. 経営幹部の資質：強い社内政治力と低い経営リテラシー・実務能力 

ミドルの中から選抜され登用される経営幹部は、上記の出世条件及び登用プロセス

を反映した資質を具備することとなる。 

不振企業の経営幹部の資質の最大の特徴は、社内政治力の強さにある。政治的に有

力な集団に属し、社内力学を踏まえた社内調整に長じていることに加え、有力者から

高い評価を得て登用されたことが他の組織成員に認識されていることが、本人に高い

社内政治力を付与することは想像に難くない。このため、経営幹部は、役員という立

場や人間関係をテコにして仕事を進める傾向を強く有することとなる。インタビュー

からは、幹部が社内政治力を駆使する様子が窺える。 

 

＊「役員たちの威圧感はすごかった。一種独特の威圧感があった。『われわれが現れた

のだから断るのか』という感じ。・・・相手に交渉力を持つための玉の投げ方がうま

い。また、自分たちを取り込むのがうまかった。コミュニケーション能力に長けて

いる。情報を持っているので、相手の必要とする情報を小出しに出してくる。ゴシ

ップ系の情報が多い。」（B 社機構等派遣者） 

＊「『実態がわからないのか』と言いながら、事業を拡大しようとする人を抑えつけて

いった。自分の力をつけるために抑えつけるという感じがあった」(C 社プロパー役

社員） 

＊「○○社長の時代に秘密警察のような組織ができて、彼の出身母体ではない部門へ

の締め付けを厳しく行っていた。」（A 社 OB） 

＊「何でこの人が偉いのかと思うような人、言っていることが良くわからないような

人がいた。付き合いがあって、酒を飲んでうまくやっているようなことがあったの

だと思う。親分・子分の関係になっている。社内政治力ということ。何か特定の分

野で卓越したものを持っているわけでもない人もいた。それで社長にまでなった人

がいた。」（A 社 OB) 

＊「中味は下が考えるけれども、上は派閥の力学、人のマネジメントをやっている。

優秀な部下を抱え込めるか、そのために毎晩飲んでいた。」（A 社 OB） 
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＊「○○さんは巧妙で無能な人をポストにつける。ノーチャンスと思っていた人に対

して、『俺の言うことを聞いていればポストにつけてやる』といってポストを作るの

で人望が高まった。有能な人は有能な人で『お前は飛びぬけたことはするな。周り

には有能なやつもそうでないやつもいるので、皆の輪を乱すな』というメッセージ

を出す。」（B 社機構等派遣者） 

 

一方で、経営幹部は、企業経営に必要とされる経営リテラシーや実務能力を十分に

備えていない。社内調整能力に偏重した出世条件と恣意性・政治性の高い登用プロセ

スの中で、経営リテラシーや実務能力が必ずしも必要条件とされないためである。

PDCA サイクルや目標管理制度（MBO）による業務成果に基づく淘汰プロセスも存在

しないため、経営リテラシーや実務能力が十分に問われないまま経営幹部に登用され

ることが可能となっている。 

比較的大きな組織の経営を担う以上、一定の社内政治力は必要と考えられる。しか

しながら、不振企業の経営幹部の資質は、経営リテラシーや実務能力と比較して社内

政治力に大きく偏重していることが特徴である。 

インタビューでは、経営幹部の経営リテラシーや実務能力には否定的かつ辛辣なコ

メントが多数に上る。 

B 社機構等派遣者は、「（幹部は）無能なのに偉い。実務のことをわかっていない。

丸投げしているから。丸投げしているので実務を知らない。本来、任せているという

のは、いざとなれば自分が出て行って補正できるということのはず。彼らは、丸投げ

していて、実務がわからないから、みんなの前で自分の意見を言って物事を決めるこ

とを絶対にしない。」と、同社 OB は、「特にスタッフ系幹部のリテラシーは極めて低

かった。共通言語、フレームワークは欠如していた。だから、指示できない。・・・３

C、SWOT すらない。リーダーが、自分なりの仮説をもって、『自分はこう思うが、も

しお前が違うと思ったら、他の案を持ってこい』ということすらない」とコメントし

ており、また、D 社機構等派遣者は「なによりも役員が会社としての意思決定をする

という意識がなかった」と述べている。 

下記のコメントは A 社 OB で外資系企業経験者のコメントであるが、外資系企業幹

部との比較で不振企業の幹部の特徴がよく表現されている。 

 

＊「外資系のボスは一番勉強していて、仕事をしていて、考えている。A 社のボス
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は違う。外資のボスには『この人にはかなわない』というオーラがある。その人

が社長だからではない、端的に（能力が）すげーなということ。恐れ入りました

という感じ。A 社の社長にはそれがなかった。・・・・リーダーシップ特性として

は、ボス。人間関係だけ。ボスと子分の関係。」（A 社 OB) 

 

こうした経営幹部が部下に出す指示・命令は、経営リテラシー・実務能力の低さ

を反映して、事実に基づく戦略的・論理的なものではなく、幹部の立場を背景とし

た持論や経験に基づくものが必然的に多くなる。インタビューコメントは同様に手

厳しい。 

 

＊「偉い人は立場でものを言う。数字が全部出終った後に『何だこれは！』と文句

は言うが、だからこうすべきとは一言も言えない。結果論の講釈はいくらでもで

きるが、こうすべきとの具体論は一言もない。これは強烈。結果が出た後の講釈

は誰でもできる。企業が成長していた段階ではそれで成り立っていたかも知れな

いが、事業の構造が破綻しだしたときにはお荷物なだけ。」、「外を見て事業環境を

理解した上で戦略に落とし込んでいく。そういった観点がそもそもない。・・・秩

序を保つことが目的で勝つことが目的になっていない。」（B 社機構等派遣者） 

＊「事実に基づくものではなく、ファクトを見ないやり方で、・・・幹部の発言は、

時にとても細かいものが多かったり、思いつき、持論だったり、昔話だったりす

ることが多かった。経営レベルの議論ではなかった。また、目先の議論が多く、

先の話がない」、「客観的に儲かっているか儲かっていないかの数字を見る意識は

希薄だった。」（A 社プロパー役社員） 

＊「役員になると新しい部署にポンと降りてくる。自分の経験だけでその部署をみ

ようとするので、いつも右往左往していた。世の中で書かれているリーダーシッ

プを感じたことはない。」(A 社プロパー役社員） 

＊「持論・経験に基づくものが多い。一部のファクトのみに強く、他は独善的。重

視すべき特定のステークホルダー向けのファクトには徹底的に強い。・・・それ以

外の会社として儲かるとか会社として事業をするという観点でのファクトは興

味がない、情報がとれていない。経験に基づく話ばかり。」（C 社機構等派遣者） 

＊「高い学歴の人が集まっているが、リテラシーがある感じではない。事業部門長

は、社長と同じように、理屈なく下に怒鳴る。」（D 社機構等派遣者） 
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いわゆるパワーベース（沼上ほか, 2007）については、正当性パワー、賞罰パワー

に偏重しており、幹部の指示命令に従うのは、その内容の適切性（情報パワー）や幹

部への憧れ(同一パワー)によるものではない。 

 

＊「彼の指示をなぜ聞くのかというと、面倒を見てくれた親分ということ。派閥の

人事権ということ。能力的なものではない。アイデアマンであったり、ちょっと

した発言がよかったりするけれども、すごい経営者とはぜんぜん思わない。」（A

社 OB) 

＊「上の人は、単に役職が上で偉いだけ。能力でかなわないという感じでまったく

いない。」(A 社プロパー役社員） 

＊「カリスマ的リーダーシップのような理念的なもの、背骨になるような強いメッ

セージを発信することはない。」（B 社機構等派遣者） 

＊「『俺に逆らったら、どこかに飛ばす』というのが付きまとっていた。」（B 社 OB) 

＊「能力ではなく立場で人を動かしていた。」（C 社機構等派遣者） 

 

また、リーダーシップ特性については、タスク志向は脆弱であり、人間関係志向に

強く偏重している。 

＊「あえて摩擦を起しながら成果を出していくというタイプはいなかった。」（A 社

現役役社員） 

＊「リーダーシップ特性としては、人間関係軸が強い人が多い。成果軸は弱かった。」

(A 社機構等派遣者） 

＊「リーダーシップ特性は、人間関係志向。そもそもタスクは認識していたかどう

かも疑問。」（B 社機構等派遣者） 

＊「メンテナンス軸が強い。成果を出していなくても上がって行く。」（B 社 OB) 

＊「人間関係主体で仕事をする人が多い。理論はではない。厳しくなる前後で変化

ない。」（C 社プロパー役社員） 

＊「圧倒的に人間系。成果系は一人もいなかった。」（D 社機構等派遣者） 

 

一方、こうした幹部の人間的な魅力を語るコメントが少なくなかったことは指摘し

ておくべきであろう。 
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＊「いわゆる米国の経営学という意味では他の会社と比べて勉強不足。ただ、教養

面、本は読んでいる。人としての魅力を感じた。単にネッコロがっているおじさ

んたちではない。」（B 社機構等派遣者） 

＊「プライベートで付き合うにはこんな楽しい人はいない。上品なタイプ、知識は

豊富だし、仕事でなければこんな楽しい人はいない。」（A 社機構等派遣者）。 

 

このように不振企業の幹部は、人間的な魅力を伴い社内政治力を強く持った人物で

ある一方で、経営的、戦略的思考は得意ではなく、実務能力も不十分である。 

したがって、こうした経営幹部が集まった取締役会や経営会議の議論は、事実をベ

ースとした議論を戦略性や経済合理性の観点から侃侃諤諤と戦わせるよりも、平和裏

に事を処理していく予定調和的なものになることは合理的な帰結であると考えられる。 

 

以上が、不振企業各社に見られる共通点である。表 3-2 に、企業毎の代表的なイン

タビューコメントを示した。 
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（１）経営幹部による意志決定プロセス

○

・「仲間を傷つけることは好まない、・・・
ギスギスしたことは言わないという感じ
だった。」（OB)
・「（役職上位者に対して）失礼があって
はいけない。恥をかかせてはいけない、
という配慮はものすごい」（機構等派遣
者）

○

・「本社の経営陣がでてくると、全部決
まる感じ。天皇が来るというような緊張
感があった。・・・そもそも絶対に上には
逆らわない。社長は神の様な存在。」
（機構等派遣者）
・「トップが支店に来るとなると、・・・当
日は赤じゅうたんを敷くような感じだっ
た。」（OB)

○

・「対立回避、秩序維持の傾向が、間違
いなくあった。」（OB)
・「上位下達で下の者は自由に意見を
言う雰囲気ではなかった。」（プロパー）
・「幹部は殿様、社宅は御殿。偉い人が
ムチャムチャに偉かった。本社の人が来
ると、・・・予行演習などで大変だった。」
（OB)

○

・「社内的に上位者に意見が言えるとい
う雰囲気は全く無かった」(機構等派遣
者）
・「ヒエラルキー意識がものすごく高
い。」(機構等派遣者）

○

・「異論はでない。社長が『ああ、いい
ねぇ。』というと決まってしまう。」（プロ
パー）
・「議論は激しいものにはならない。事
前に必要なところには調整が終わって
いて、既定路線になっている。」（機構
等派遣者）
・「会議は全会一致が原則。多数決は
ありえない。」（OB)

○

・「会議の場では、ガチンコの議論はほ
とんどない。極めて特徴的。」（機構等
派遣者）
・「対案を出して意見を戦わせるというよ
りも、空気的に大勢に同調する。」（機
構等派遣者）
・「会議には反対がでるものはかからな
い。」（機構等派遣者）

○

・「本社の会議はガンガン議論するもの
ではなく、粛々と会議が進む。」（OB)
・「議論を戦わせる風土は薄かった。議
論を好む人は閑職に追いやられてい
た。」（機構等派遣者）
・「当時は、一人でも反対すると意思決
定をしなかった。」（プロパー）

○

・「自分が会議で上の人に議論を投げ
かけると、周囲はびっくりしていた。」
（機構等派遣者）
・「取締役会は、担当役員が説明して、
良いも悪いもなく、説明したら終わりとい
う感じだった。自分たちが質問したら嫌
われた。」（機構等派遣者）

○

・「PDCAは無かった。やることが実績
で、フォローはなかった。学んでいな
かった。」（OB)
・「責任をはっきりさせない。皆で皆を守
り合う。いろんな部門が関与することに
よって、誰が責任者か判りにくいように
なっていた。」（機構等派遣者）

○

・「機構が入ってKPIを設定したときに、
できたものは○、できなかったもの×、
課題があるものは△と整理しようとした
が、ものすごく抵抗された。×が悪いこ
と、犯人探しをすると解釈された。」（機
構等派遣者）
・「誰が責任者だったんだということが多
かった。レビューする風土は全く無かっ
た。」（OB)

○

・「成功と失敗の判断を明確にしないこ
とが普通だった。個人の責任は問わな
かった。」（プロパー）
・「事業へのコミットメントが低かった。
PDCAは実態的に存在しなかった。」
（機構等派遣者）

○

・「成功・失敗をしっかり見ていく風土が
無かった。・・・PDCAが無いので、何が
うまく行かなかった、次はどうするという
議論がなかった。責任者が明確でない
のでやりようが無かった。」（機構等派
遣者）

（２）ミドルによる社内調整プロセス

○

・「良くぞあそこまで関係ない人たちにも
調整するというぐらい、調整している。」
（機構等派遣者）

○

・「仕事において大事にされていること
が、あまりにも調整的なことが多かっ
た。仕事をする上で大事なことが調整で
あった。」（機構等派遣者）

○

・「事前根回しが重要視され、異論が出
そうなものは会議には提出されなかっ
た。」（プロパー）
・「会議で反対意見が出ると事務方に
（経営幹部から）お叱りがあった。」（プ
ロパー）

△

・「力が強かった本流部門は、他の部門
には根回しはやっていない。社長には
やっていたが。」（機構等派遣者）

○

・「根回しの段階で、角がドンドン取れて
しまい、結局残ったものに対しては、誰
もが『ちょっと違う』ということになり、信
念を持って進めるという感じにならな
かった。」（プロパー）

○

・「上程されてくるものは、毒にも薬にも
ならないもの。」（OB)
・「新たな企画もマーケティングなどをせ
ず、幹部に気にいられるように作ってし
まっていた。」（機構等派遣者）

○

・「反対意見がでないように角を丸める
ことがあった。」（プロパー）

○「

・「会議をしても意見を言わないで、その
後で（機構の提案を）骨抜きにしようと
画策することが結構あった。」（機構等
派遣者）

（３）ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス

○

・「役員の欲するものを提供できる人が
重用されていた。上司からして、便利な
人。決して自分がこう思うではなく、『こ
の案件は、今の立ち位置はこうだし、雰
囲気こうだし、あそこはおさえたほうが
良いから、あそこは事務的におさえたか
ら、ここは言及せずに、このままこっちの
方向さえ行けばいいし、あの人はいつも
こういうことを言うから』、という感じの
人。」（プロパー）

○

・「出世するのは、上の思っていることを
絵にして、通せるように調整するヤツ」
（OB)
・「根回しを行って調整できないヤツは
力量が足らないということ。・・・頭のい
いヤツが労力を内部調整に使ってしまっ
ている。」（OB)

○

・「皆の動きを見ながら調整する人間が
偉くなる。実力のある人の意思に従う人
や空気を読む人」（プロパー）
・「社内調整力が大事だった。・・・
偉くなるタイプは上司を支えるタイプだっ
た。」（プロパー） ○

・「上の人から言われたことをそのまま
意見せずに実行した人が引き上げられ
ていた。」（機構等派遣者）

対立回避・既存秩序遵守の規
範の存在

予定調和的色彩の強さ

PDCAサイクル欠如

事前調整の重視

妥協色の強さ

幹部の意向実現のための社
内調整力

表3-2　不振企業の特徴
A社 B社 C社 D社
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3.2. 好調企業との比較 

上記の不振企業の特徴は、果たして不振企業特有のものなのであろうか。それを確

認するために、上記各項目の特徴に沿って好調企業関係者にインタビューを実施した。

不振企業の特徴と対比する形で以下差異を確認する。 

 

3.2.1. 経営幹部による意思決定プロセス：闊達な議論の存在 

不振企業に見られた対立回避や社内秩序を遵守する規範は、好調企業についても一

定程度存在する。インタビューでは、「会議そのものは、シャンシャンで終らせたいと

（３）ミドル出世条件・幹部登用プロセス(続き）

○

・「出世条件は、社内政治、ネットワーク
力、個としての賢さ。その頭の良さを社
内政治と根回しと人事関連に使う人が
生き残る。」（OB)
・「派閥の人脈に入ることが大切。好き
嫌いとか肌合いの世界。引き上げてく
れる人が出てくると上がっていける。」
（OB)

○

・「人間関係。派閥力学が働いて、本来
経営者が持つべき能力とは異なる次元
で評価が行われ上がっていく。」（OB)
・「○○大学だと出世が早かった。人事
部は殆どが○○大学出身。」（機構等
派遣者）

○

・「人と人とのつながりで偉くなる人が多
かった。派閥ということ。見ていて良くわ
かった。実力よりは人間関係。業績が
厳しくなってからは、特定のグループに
属する人。」（プロパー）
・「特定のステークホルダーに忠実なグ
ループが力を持っていた」（機構等派遣
者）

○

・「本流部門の人間が有利だった。偏っ
ていた。」（機構等派遣者）
・「本流部門は皆Aの評価が付いてい
た。」（機構等派遣者）

○

・「社内から批判されないことが大切。
厳しいことを言うと批判される。・・・組織
のために発言していると思うが、そうい
うことを許さない風土。」（機構等派遣
者）
・「人とぶつかっている人は偉くならな
い。ギスギスする人、空気を読まない人
はいつの間にかいなくなる。」（OB)

○

・「社長の好むようなことをいう人、減点
がない人、評判がいい人・・・仕事がで
きるというわけではない。」（OB)
・「議論を戦わせる人よりも、幹部に耳
当りの良いことをいう人が重用される。」
（OB)

○

・「リーダーシップを強く前へ出すような
タイプ、『出る杭』タイプの人は辞めて
行った。」（プロパー）
・「出過ぎない、気が利くという傾向は本
社に存在した。」（OB)

○

・「本流部門では該当する。上の言うこ
とに即してやっていく人が偉くなってい
た。出過ぎない、気が利くは重要。」（機
構等派遣者）

（４）経営幹部の資質

○

・「上は派閥の力学で動く。・・・優秀な
部下を抱えるこめるか、そのために毎晩
飲んでいる。」（OB)
・「何でこの人が偉いのかと思うような
人がいた。酒を飲んでやっているような
ことがあったと思う。親分・子分の関係
になっている社内政治力。何か特定の
分野で卓越したものを持っているわけで
もないが社長にまでなった人がいた。」
（OB)

○

・「役員たちの威圧感はすごかった。一
種独特の威圧感があった。『われわれ
が現れたのだから断るのか』という感
じ。・・・相手に交渉力を持つ為の玉の
投げ方がうまい。」（機構等派遣者）
・「巧妙に無能な人をポストにつける。
『自分の言うことを聞いていればポスト
につけてやる』といってポストを作る。こ
うして人望を高めていた。」（機構等派
遣者）

○

・「論理よりも、持論・経験談・声の大き
さで仕事を行う。」（プロパー）
・「『実態がわからないのか』といいなが
ら、事業を拡大しようとする人を抑えつ
けていった。自分の力をつけるために抑
えつけるという感じがあった。」（プロ
パー）
・「本社幹部は、社内政治力、人間関係
志向性が強い人が多かった。経営リテ
ラシーがあったら（C社のその後も）随分
違っていたかもしれない。」（OB)

△

・「自分たちが入る前は、社長が怒鳴れ
ばそれで決まるという感じだった。」（機
構等派遣者）
・「本部長クラスは、社内政治力というよ
りもバン！と言い切るタイプだった。」
（機構等派遣者）

○

・「事実に基づくものではなく、ファクトを
見ないやり方で、幹部の発言は、時に
とても細かいものが多かったり、思いつ
き、持論だったり、昔話だったりすること
が多かった。経営レベルの議論ではな
かった。。また、目先の議論が多く、先
の話が無い。」（プロパー）
・「外資系のボスは一番勉強していて、
仕事をしていて、考えている。A社のボ
スは違う。外資のボスには『この人には
かなわない』というオーラがある。その
人が社長だからではない、端的にス
ゲーなということ。・・・A社の社長にはそ
れがなかった。」（OB)

○

・「（幹部）は無能なのに偉い。・・・彼ら
は、丸投げしていて、実務がわからない
から、みんなの前で自分の意見を言っ
て物事を決めることは絶対にしない」
（機構等派遣者）
・「特にスタッフ系幹部のリテラシーは極
めて低かった。共通言語、フレームワー
クが欠如していた。だから、指示できな
い。・・・３C,SWOTすらない。」（OB)
・「数字が全部出終わった後に『何だこ
れは！』と文句は言うが、だからこうす
べきとは一言もも言えない。結果論の
後講釈はいくらでも出来るが、こうすべ
きとの具体論は一言もない。・・・企業が
成長していた段階ではそれで成り立っ
ていたかもしれないが、事業の構造が
破綻しだした時にはお荷物なだけ。」
（機構等派遣者）

△

・「厳しくなるほど、論理ではなく、持論・
経験談で人を動かす色合が強くなっ
た。」（プロパー）
・「会社として儲かるとか、事業をすると
いう観点でのファクトに興味がない。経
験に基づく話が多い。」（機構等派遣
者）
・「社外に働きかけて事業を作るタイプも
いた。」（プロパー）

○

・「高い学歴の人が集まっているが、リ
テラシーがある感じではない。・・・事業
部門長は、社長と同じように、理屈では
なく下に怒鳴る。」（機構等派遣者）
・「ROIの試算が無いまま、『何年もガマ
ンしてきたから、今やるべきです』という
理由で億単位の投資を経営会議に上
程してきたのに驚いた。・・・数字に基づ
く判断をしてこなかったということ。」（機
構等派遣者）

○
・「人間関係軸が強い人が多い。成果
軸は弱かった。」（機構等派遣者） ○

・「人間関係志向が強い。そもそもタスク
を認識していたかどうかも疑問」（機構
等派遣者）

○
・「人間関係志向。間違いない。」（機構
等派遣者） ○

・「圧倒的に人間系。成果系は一人もい
なかった。」（機構等派遣者）

注）　○：該当、△：若干の反対意見や留保が存在。
　　　｢プロパー」：プロパー役社員

表3-2　不振企業の特徴(続）

派閥・学閥等への所属

出過ぎない、気が利く

社内政治力の強さ

経営リテラシーや実務能力の
低さ

人間関係志向性偏重のリー
ダーシップ
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の思いは少なからずある」（X 社プロパー役社員）、「描けば多かれ少なかれ、会社とい

うのはこういった側面はあるのではないか」（Y 社 OB）「少なからずある。程度の差

ではないか」（Z 社 OB）といったコメントが寄せられた。また、各社とも組織成員間

で入社年次も意識されているようだ。 

しかしながら、好調企業には、それらを凌駕する強い規範が存在することが明らか

になった。下記のコメントが示すとおり、現場・現実を重視し、事実に基づく議論を

尊重する規範である。これによって社内に政治性がはびこることが防止されており、

いずれの企業にも派閥等は存在しない。 

 

＊「誰が言ったかにかかわらず正しいことをやる。これが基本。『こういう事実だよ

な。誰が見たってこれはこうだよな。これいいことわるいこと？悪いこと。直そ

うよ。』この風土があった。」（X 社 OB） 

＊「やることに対して正しいか、正しくないか。好きか嫌いかではない。誰がいっ

ているかによって賛成･反対を変えることはしない。」（Y 社 OB） 

＊「特に、スタッフが優秀。責任感が強く、真っ当なことを言う。こちらも文句が

言えない。正論が通る風土であり、よいことはよい、わるいことはわるいという

こと。ファクトベースの議論が多い。儲からなかったら止めるというのが文化に

なっている。」（Y 社 OB) 

＊「出るくいは打たれないという感じだった。」、「自由闊達な風土だった。・・・○

○さんについても『野武士だから、どこかで潰されてしまうかも』と話をしてい

たが、きちんと偉くなった。」（Y 社 OB) 

＊「新入社員の言っていることでも『こいつの言っていることは正しい』というよ

うな社風があった。正論が通りやすい社風。」（Z 社 OB） 

＊「上司に意見を言えない風土はあまりない。一人ひとりが考えることを尊重する

風土。『お前はどういう意見なのか』を新入社員から求める風土がある。」（X 社転

入者） 

＊「役職が上に対しても意見は言いやすい風土。言い方は気をつけるが。」（X 社プ

ロパー役社員） 

＊「幹部の現場訪問があっても、特段の配慮などしたことはない。」（Y 社 OB) 

＊「ランクを超えて議論する風土があった。課長が部長にねじ込んで行ったり、一

担当が強烈に主張したりすることがあった。全く自由に発言できる風土。何も言



56 

 

わないと、『何やっているんだ』という感じだった」（Z 社 OB） 

＊「（幹部は）偉くない。本人たちが偉いと思っていなかった。上に対して失礼があ

ってはまずいとか、手を煩わせてはいけないとかの気を遣うことはなかった。上

司に対して意見を言っても失礼にならない。」（Z 社 OB） 

 

不必要な対立は回避し、役職上位者に配慮はしつつも、必要であれば仮に相手が上

長であっても躊躇せず事実に基づく議論を戦わせることが、この規範の存在によって

可能となっている。既述のとおり不振企業の経営幹部の議論は、事実に基づくもので

はなく、自身の持論や経験談に基づくものが多い特徴がある。その場合、年齢の若さ、

経験の少なさが大きなハンディとなり、役職下位者が経営幹部と対等に議論を交わす

ことは容易ではない。対照的に、好調企業の議論は事実をベースにしているため、年

齢、経験の少なさがハンディとはなりにくい。 

 この規範の存在により、好調企業の経営幹部による意思決定プロセスにおいては、

不振企業と比較して予定調和的な色彩は薄く、闊達な議論が交わされている。インタ

ビューでは、「なぁなぁの馴れ合いをしない。手厳しいことをきちんと伝える風土があ

る」（X 社転入者）、「会議は侃侃諤諤とやっていた。シャンシャンで終わったことはな

い」（Y 社 OB）、「会議は議論をしっかりやって進めていくことが基本だった」（Z 社

OB）などとコメントされている。 

 

 ただし、全会一致原則、相互不可侵原則（他部門への意見陳述の自粛）については、

3 社の中で若干の温度差が存在する。2 社（Y 社及び Z 社）において全会一致原則は

なく、一部に反対者があっても多数決や社長一任といった形で先送りせずに意思決定

が行われている。 

 

＊「Y 社の中の会議では全会一致は感じたことはない。Y 社には全会一致原則は存

在しない。結論が出ない場合には、会議のトップが責任を取って決めていた。」（Y

社 OB） 

＊「○○事業の撤退だって全会一致ではなかった。残せっていう人が一杯いた。あ

の技術は必要だとかなんだとか、ノスタルジアは当然ある。ただ、コーポレート

の若手はしっかりしているから、『武士の情けはない』と主張する。現場の本部長

は粘る。当時の本部長からコーポレートは『木っ端役人』とまで言われたが、や
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りきった。」（Y 社 OB) 

＊「（ある新規事業）をやるというときに、経営会議 2 回やっても結論がでず、取締

役会で『そんなコストが安くなるわけがない。証拠を見せろ！』と議論したこと

があった。そのときには、全会一致にならず、社長に一任することになって交渉

をスタートした。結局うまくいかなかったが。取締役会は、昔から結構議論があ

ったと聞いている。」（Z 社 OB) 

 

また、相互不可侵原則については、執行責任者の意見を尊重することを原則としつ

つも、必要な場合にはしっかり議論が交わされているようだ。 

 

＊「自分たちから他部門に文句をつけることはある。8 割ぐらいは先方（の意見）

を尊重するが、2 割ぐらいは意見を言う。」（Y 社 OB） 

＊「相互不可侵はあまりなかった。自分は○○の担当役員だったときに、他の部署

のことやシステムのことに意見を言ったりした。社長から『天ツバだ』と言われた。

前からそういう社風。昔から好き勝手言っていた。」（Z 社 OB) 

＊「相互不可侵はある程度あったが、自分は言いたいことを言っていた。ルーティ

ン業務についてはあまり言わないが。」（Z 社 OB） 

 

一方、残りの１社（X 社）は、単一の事業体で機能別部門の専門性が極めて高いた

め、各部門内の議論は極めて活発であるものの、トップレベルでの議論になると上記

２社と比較すると全会一致や相互不可侵原則が出現するようだ。その代わり、経営レ

ベルの会議に上程されるまでのプロセスにおいて、現場レベルからの重層的な部門間

の擦り合わせが行われ、部分最適というデメリットが顕在化するリスクを下げる工夫

がなされている。また、トップ経営層においてこの方法による意思決定のスピードの

低下と大胆な軌道修正の困難性という課題が認識されており、分社化などの方法論が

検討されている。 

 

＊「各機能内では激しい議論があるが、経営のレベルになると若干活発度が下がる

傾向が見える。」（X 社転入者） 

＊「機能が強いので機能で出世していって、トップになる。幹部の多くは機能トッ

プでしかない。全体最適の議論は、すり合わせで行われる。営業まで入ったすり
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合わせ。最初から現場からずっとすり合わせる。」（X 社転入者） 

 

 不振企業に欠落していた PDCA サイクルについても、企業間で若干の温度差が存在

する。複数事業を展開し事業構造改革を実施してきた Y 社では強力に実施されている

一方で、単一事業を展開する X 社及び Z 社においては部門レベルでは実施されている

ものの、経営レベルでは改善の余地があり強化途上との指摘があった。一方で、責任

体制については、3 社ともに明確にされている。 

 Y 社においては、PDCA によって成功･失敗の白黒をはっきりつけることが徹底さ

れている。特に業績が悪い事業の改善に向けた PDCA は厳しく、会社全体の業績が良

くても手綱は緩まない。経営企画部門がイニシアティブを発揮し、担当者が本部長ク

ラスの幹部と直接議論を戦わせることが普通に行われている。Y 社 OB は、「社長が経

営企画室、特に若手将校に任せていた。・・・彼らが厳しかった。自分からは『これぐ

らいいいではないか。事業本部がこれだけやりたがっている。武士の情けでやらせて

やってくれ。』というと、『経営に武士の情けはありません。』と彼らに言われた。・・・

彼らはまじりっけなしに『For the company』。自分達は付き合いがあるから（事業本

部の）顔が見えてしまう。彼らは、厳しい中で自分たちが何とかしなければいけない

という若手将校だった」と回想している。別の OB も「経営の場で、何でこの事業の

問題があるのかの原因分析は徹底して入る。通常の現場の PDCA だけではなく、事業

の選択と集中に関しては、コーポレートと徹底して議論する。改善の締め切りのタイ

ミングを決めてまわしていくので厳しい。事業の存在価値を厳しく問われる。大変。」

とコメントしている。 

 

 他方、X 社においては、「個々の業務では PDCA はしっかりまわっている。実務の

KPI は細かい。組織学習は絶えず改善で行われている。小さい PDCA はまわっている

が、大きい事業単位の PDCA には課題がある」（X 社転入者）とのコメントが見られ、

Z社についても経営レベルでの PDCAについては経営企画中心に改善途上と指摘され

た。X 社、Z 社ともに経営幹部に課題として認識されており、改善のためのアクショ

ンが取られている。 

 

 以上、好調企業の経営幹部による意思決定プロセスについては、全会一致原則、相

互不可侵原則、PDCA サイクルの実施状況について若干の差異がありつつも、①事実
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に基づく議論を尊重する規範が強く共有され、政治性が組織から排除されていること、

②これに基づき闊達な議論が行われており予定調和性が低いこと、の 2 点で共通して

おり、この点で不振企業と異なることが明らかとなった。 

 

3.2.2. ミドルによる社内調整プロセス：議論・検討を深める事前調整 

 ミドルによる社内調整プロセスについては、3 社とも事前調整を重要視しており、

この点においては、不振企業との差異はない。X 社プロパー役社員は、「事前調整は死

ぬほどやる」とコメントしている。 

 しかしながら、不振企業の事前調整が、反対意見を消すことを主目的とし妥協色が

極めて強いこととは対照的に、3 社の事前調整は、どれも事実に基づく議論を深める

ことを目的としており、当該施策の有効性･効率性を高める効果をもたらす点で大き

く性質を異にする。表面的な事象は類似しているものの、その本質が異なる点に注意

が必要である。以下コメントを引用する。 

 

＊「事前調整は多い。当社では必要なプロセスとして意識してやっている。検討の

主題の中身を深めるために、分析検討を深めるためにやっている。事前調整をす

るたびに、議論が深まる。提案の弱さ、落ちている部分が見えている。当社にと

っては必要なプロセスである。」（X 社転入者） 

＊「事前調整は確かにあったが、圧倒的に議論の深化のための事前調整。妥協する

ためではなかった。」（Y 社 OB） 

＊「角が丸まるということはない。・・・全体最適の観点から、どうしたらそれを実

現できるかという議論が中心だった。真ん中を取る妥協というものではない。正

論を戦わせる事前調整である。真意を確認しながら進めるので同床異夢はほとん

どない。」（Z 社プロパー役社員） 

＊「そもそもドキュメントがファクトベースになっているので、玉虫色にはなりに

くい。」（X 社転入者） 

＊「同床異夢なんてありえない。事前調整では白黒をはっきりつける。反対があっ

ても上程を見送ることはない。」（Y 社 OB） 

＊「ミドルの調整では、角が丸まったという印象は無い。」（Z 社 OB） 
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3.2.3. ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス 

3.2.3.1. ミドルの出世条件：正論の展開力と人格 

続いて、ミドルの出世条件と経営幹部登用プロセスについて比較を行う。好調企業

においても、不振企業の出世条件とされた、上司の考えを忖度しその具体化に向けて

社内を調整する能力については、ある程度は必要であるとの指摘が多かった。組織人

として生きていくための術ということであろう。ただ、下記のようにインタビューに

おいては、「それが全てではない」旨のコメントが必ず伴う点に注意する必要がある。 

 

＊「上が求める絵を創る能力も必要。ただ、自分の意見も持っていて、そのバラン

スをとっている人が偉くなっている。自分の意見がなければだめ。両方ともない

と。」（X 社転入者） 

＊「調整タイプの人間もそこそこ偉くなっている。上が求める絵も作れていた。た

だ、彼らは自己主張も強かった。」（Y 社 OB) 

＊「上が求める絵を描く能力については、そういう便利なヤツも必要ではあるが、

自分の絵を創る能力を持っていることが前提条件。」（Y 社 OB) 

＊「こういった面はある程度は必要。能吏タイプはある程度必要だが、名前があま

り挙がらない。上が求める絵ではなく、自分の絵が必要ということ。」（Z 社 OB） 

 

このように不振企業の出世条件も一定程度は必要とされる一方で、インタビューか

らは好調企業において圧倒的に重要な要件が存在することが明らかになった。特に次

の２つの能力の重要性が指摘されている。第一には自己の意見・正論を堂々と主張し、

それを自ら実行する能力であり、第二には、衆目が一致する人格・人間性である。関

連するコメントを示す。 

 

＜正論の展開力と実行力＞ 

＊「課長、係長時代に、喧嘩し、辣腕を振るわないと偉くなれない。ただ、対立する

ような内容だけれども対立せずにやってしまうことが重要。対立しないのは、正し

いことは正しいから。・・・正しいことを正しいといえる人が偉くなるということ。

そして確実に実務能力が高い人。人間関係で出世している人もいたが、20 対 1。」

（X 社 OB） 

＊「現地現物で正しいことを正しいといえる人が偉くなる。すなわち、問題解決能力
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であり、それを証明しなければならないため、PDCA が必要になる。」（X 社 OB) 

＊「（出来る人間は）会議で聞いていれば解る。論理的、筋が通っている。現場を根ざ

した話をしているかどうかが大切。」（Y 社 OB） 

＊「自分の意見をもって正しいことを正しいと言ってるヤツが偉くなる。」（Z 社 OB） 

＊「偉くなるのは、上に向かって反論してくる人間。こういう人間はプラスの評価を

受ける。」（Z 社 OB) 

 

＜人格・人間性＞ 

＊「器用な人間はダメ。調整力は、人格的調整力。アイツがやっているならいいか、

というもの。人柄。仕事がそこそこできて、人柄がいい。敵は少ない。こうもりで

はない。上司を背負って物を言うヤツはだめ。」（Z 社 OB） 

＊「人間関係というよりも人間力。そういったものを感じ取ってこの人は信じられる

と思ってもらうこと。キレルばっかりではだめ。」（Y 社 OB) 

＊「能力だけではなく、一番のチェックポイントは人格的に大丈夫か。部下を殺さな

いかどうか。自分の部下を育成して組織能力を高めるタイプか。」（X 社 OB） 

 

3.2.3.2. 経営幹部登用プロセス：人事部門の牽制による公正なプロセス 

好調企業の経営幹部登用プロセスについては、不振企業のような政治性・恣意性は

ほとんど見られない。人事部門が強い牽制機能を果たしており、幹部・部門の恣意的

な登用ができない仕組みが構築されている点が大きな特徴となっている。学閥・派閥

等の政治的な力を有するグループが好調企業に存在しない理由の一つはこの人事部門

の牽制機能にあると考えられる。 

具体的には、人事部門が多大な労力をかけて、個人の評価情報を社内から収集し、

個人の評価に関する知見を豊富に蓄積している。複数の事業を行っている Y 社におい

ては、人事部門所属の人員を各事業部門に配属し、当該事業部内での評価情報を丹念

に収集している。したがって、ある個人の評価に関しては、本人の上長よりも人事部

門の方が多くの情報を保有しており、公正な判断が出来る体制が構築されている。 

この情報量を背景として人事部門は、昇格･人事異動に大きな影響力を有しており、

各事業部門は、人事異動に際して人事部門との事前調整を実施している。その際、事

業部門の意向は尊重されつつも、人事部門が強い影響力を行使し、恣意性が排除され

ている。このため、周囲からも納得性の高い公正な人事が担保されている。 
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＊「人事部門が、すべての昇格の最終権限を持っている。情報が入ってくる。死ぬ

ほど情報を集める。社内評判を聞きに行く。他部門に聞きに行く。上司は、たい

てい部下を誉めるので。他部門に死ぬほど聞く。」（X 社プロパー役社員） 

＊「各事業部門には人事部が派遣している人事部出身者が必ずいる。・・・彼らはロ

ーテーションで様々な事業部門を経験しているので、人を見る眼が肥えているし、

事業部門からしてもそれなりの人物であることが通常。事業部門の人事異動案は、

事業部門トップが当該人事担当者を入れて案を作る。この段階で人事の規律が一

つ入ってくる。その上で、本社人事部と調整を行う。ここで再度規律が入る。人

事部は個々人についての情報を極めて良く把握している。その情報源は、人事部

派遣の人事担当者。彼らが日ごろ事業部門内で人事情報を集めている。よく見て

いる。」（Y 社 OB） 

＊「人事考課は、人事部が全て見直す。甘いヤツと辛いヤツがいるので。人事部は

ヒアリングをしまくっている。評判を聞いている。人事部の評価に対して、大き

な文句がでない。・・・個別人事に、人事部が全部関与する。営業のトップといえ

ども、営業部の人事を自分で決めることは出来ない。その割には人事部出身者が

必ずしも出世しないところが、良いのではないかと思う。」（Z 社 OB) 

 

この結果、好調企業 3 社の幹部はいずれも能力･人格等において衆目が一致する人

材が登用されている。サプライズ人事は滅多にないということになる。 

 

＊「下から見て『上に上がって欲しい』という人が偉くなる。『何であの人が』とい

う人がなることはない。」（X 社 OB) 

＊「『何であんな人が』という人は、20 人に一人。今の役員の顔ぶれをみると、10

年前に役員になるなぁと思っていた人。人を見る眼が並ではない。」（X 社 OB） 

＊「人事は良く見ていると思った。自分の周りで、『何でこの人が』と思うような人

が偉くなるケースはなかった。」（Y 社 OB) 

＊「意外な人が役員になるということはなかった。」（Z 社 OB） 

 

既述のとおり、不振企業においてもサプライズ人事は多くない。しかしながら、そ

れは能力･人格等において衆目が一致するためではなく、派閥･学閥に属している人物
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が順次登用されていくことから「次は彼」と推測がつくという意味であり、この点に

おいても、好調企業には、不振企業と表面上の事象は同じでありつつも、その本質に

おいて大きな差異が存在する。 

 

なお、強い影響力を有する人事部門は、３社いずれにおいても社内において高い信

頼感を勝ち得ている。人事部門の判断に対する不平不満は指摘されていない。豊富な

情報量を背景とした人事部門の判断が公正･中立であることが窺える。 

こうした人事規律の存在によって、経営リテラシーや実務能力に乏しい幹部の登用

が抑止されていると考えられる。また、企業間で差異があるものの既述した PDCA サ

イクルも実力ベースの淘汰メカニズムとして機能しており、同様の役割を果たしてい

ると考えられる。 

 

3.2.4. 経営幹部の資質：高い実務能力と経営リテラシー 

 こうしたプロセスを経て登用された経営幹部は、当然の帰結として不振企業の経営

幹部とは異なった資質を有することとなる。好調企業の幹部を特徴付けるのは、高い

実務能力・経営リテラシーである。X 社転入者は、「手続き的指示しかできず、方法論

がいえない人ではない。実務能力が入っている。最終的に上に行く人には、能力がな

い人はいない。幹部の特徴としては、実務能力はメチャメチャ高い。・・・出来る人が

偉くなっている」、「経営幹部はどこへ出しても恥ずかしくない粒ぞろい。問題解決能

力とそれに関する見識を持った人材」と、Z 社 OB は「そういった能力（実務能力と

経営リテラシー）は当然あり、それを人格がおおっている」とコメントしている。特

に、Y 社では、管理会計上の収益単位を細分化し、幹部候補生が「小さなレベルから

経営をした経験を積んでいく」（Y 社 OB）よう工夫されていることも経営幹部の高い

経営リテラシーに結びついているようだ。 

 但し、単一事業を展開する X 社においては経営リテラシーについて若干留保する意

見が見られた。各部門の専門性が極めて高く幹部が特定部門でキャリアを積むウエイ

トが高いことが要因として上げられている。X 社においては経営レベルの PDCA につ

いても経営幹部が改善の必要性を認識している点と整合的である。 

 不振企業の経営幹部の資質にあった社内政治力については、組織である以上一定程

度必要との指摘もあったが「政治がないといえばうそになるが、健全に横串がささる」

（X 社 OB)というように、その役割は限定的である。 
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 パワー源泉は、幹部の指示命令の適切性（情報パワー）が圧倒的で、不振企業に見

られた正当性パワー、賞罰パワーを指摘する声は極めて少なく、特に賞罰パワーにつ

いては皆無であった。リーダーシップ特性については、人間関係志向性も強いものの、

成果志向性も同様に有すると指摘されている。X 社プロパー役社員は、「人間関係ばか

りに関心がある人は、重要なポジションに就くことができない」とコメントしている。 

 

 以上が、不振企業と対比した好調企業各社に見られる共通点である。表 3-3 に、好

調企業毎の代表的なインタビューコメントを示した 
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　①意志決定プロセス

○
・「会議そのものは、シャンシャンで終わ
らせたい思いは少なからずある。」（プロ
パー）

○
・「多かれ少なかれ、会社はこういった
側面はある。」（OB) ○

・「少なからずある。程度の差ではない
か。」（OB)

○

・「誰が言ったかにかかわらず正しいこ
とをやる。『こういう事実だよな。誰が見
たってこれはこうだよな。これ良いこと悪
いこと？。悪いこと。直そうよ。』この風
土があった。」（OB)

○

・「やることに対して正しいか、正しくな
いか。好きか嫌いかではない。誰が
言っているかによって賛成・反対をかえ
ることはしない。」（OB)
・「正論が通る風土。良いことは良い、
悪いことは悪い。ファクトベースの議論
が多い。」（OB)

○

・「正論が通る社風だった。自らの考え
を述べることを尊重する社風だっ
た。・・・暴論もあったが、正論を戦わせ
ていた。野武士的だった。」（OB)
・「新入社員の言っていることでも『こい
つの言っていることは正しい』というよう
な社風だった。」（OB)

△

・「なぁなぁの馴れ合いをしない。手厳し
いことをきちんと伝える。」（転入者）
・「ドキュメントがファクトベースになって
いるので、玉虫色になりにくい。」（OB)
・「各機能内では激しい議論があるが、
経営レベルになると若干活発度が下が
る」（転入者）

○

・「侃侃諤諤とやっていた。シャンシャン
で終ったことはない。」（OB）
・「○○事業の撤退だって、全会一致で
はなかった。残せっていう人が一杯い
た。コーポレートの若手がしっかりしてい
るから、武士の情けは無い。」（OB)
・「Y社の会議で全会一致を感じたこと
がない。」（OB)

○

・「役員会の議論では、多様な意見が
出ていた。担当以外の案件に対しても、
意見が出る。他人の領分だからしゃ
べってはいけないというのは少なかっ
た。」（OB)
・「全会一致原則はなかった。」（OB)

△

・「個々の業務でのPDCAはしっかり
回っている。組織学習は絶えず行われ
ているが、大きい事業単位のPDCAは
弱い」（転入者）
・「重要事項が未達におわるのはまず
い。担当部局のトップが厳しい評価を受
ける。」（OB)

○

・「何でこの事業に問題があるのかの原
因分析が徹底して入る。通常のPDCA
だけではなく、事業の選択と集中に関し
ては、コーポレートと徹底して議論す
る。」（OB)

△

・「責任体制ははっきりしているが、
PDCAは意外と得意ではない。経営企
画が主導して改善中。」（転入者）

　②社内調整プロセス

○

・「事前調整は死ぬほどやる。」（プロ
パー）
・「事前調整は悪くは評価さえない。絶
えず擦り合わせが行われながら上に上
がっていく。」（プロパー）

○

・「事前調整は確かにあったが、圧倒的
に議論の深化のための事前調整。」
（OB) ○

・「上に上げるまでの間に、階層別の調
整・意見交換を実施している。」（プロ
パー）
・「根回しは、必要な情報を交換し、共
有するため。」（転入者）

○

・「事前調整は多い。当社では必要なプ
ロセスとしてやっている。検討の主題の
中身を深めるために、分析検討を深める
ためにやっている。事前調整をするたび
に、議論が深まる。提案の弱さ、落ちて
いる部分が見えてくる。当社にとって必
要なプロセスである。」（転入者）

○

・「同床異夢なんてありえないというこ
と。」（OB)
・「事前調整で角が丸まることはなかっ
た。」（OB)
・「白黒をはっきりつける。反対があって
も上程を見送ることは無い。」（OB)

○

・「調整で角が丸まったという印象は無
い。」（OB)
・「角が丸まるということは無い。部分最
適の傾向は否定しないが、全体最適の
観点から、どうしたらそれを実現できる
かという議論が中心。真ん中を取る妥
協というものではない。正論を闘わせる
事前調整。」（プロパー）

（２）ミドル出世条件・幹部登用プロセス

○

・「こういった面はある。」（プロパー）
・「社内調整力・上が求める絵を作る能
力は同じ。」（転入者）

○

・「調整タイプの人間もそこそこ偉くなっ
ている。上が求める絵も作れていた。た
だ、自己主張も強かった。」（OB)
・「組織人である以上、ある程度必要」
（OB)

△

・「こういった面はある程度必要。役員
の中には少数派だがこういう人もい
た。」（OB)
・「上の人には、出すぎて、気が利か
ず、空気を読まない人が結構いた。」
（OB)

○

・「正しいことを正しいといえる人が偉く
なる。それと確実に実務能力が高い
人。人間関係で偉くなる人もいたが、20
対１」（OB)
・「現地現物で正しいことを言える人。加
えて、問題解決能力。それを証明しなけ
ればならないため、PDCAとなる。」（OB)

○

・「論理的、筋が通っているか。現場に
根ざした話をしているか。」（OB)
・「実行力とスピード」（OB)

○

・「自分の意見を持って正しいことを正し
いといってくるヤツ」（OB)
・「偉くなるのは、上に向かって反論して
くる人間。こういう人間はプラスの評価を
受ける。」（OB)

○

・「能力だけではなく、一番のチェックポ
イントは人格的に大丈夫か。部下を殺さ
ないかどうか。自分の部下を育成して組
織能力を高めるタイプか。」（OB)

○

・「人間関係というよりも人間力。そう
いったものを感じ取って、この人は信じ
られると思ってもらうこと。キレルばかり
ではダメ。」（OB)

○

・「人心掌握力ということ。人を説得する
コミュニケーション力。・・・調整力という
のは、人格的調整力。アイツがやってい
るからいいか、というもの。」（OB)

（３）経営幹部の特徴

△

・「政治が無いといえばうそになるが、
健全な横串がささっている。」（OB)
・「社内の政治力、権威は薄い。実行す
る人が評価される。仕事ができない人
は偉くならない。」（プロパー）

△

・「自分の意思を通す為には、社内接待
も含めて何でもやる。ある面では必
要。」（OB) △

・「社内政治力は関係ない。人格＋知
識。」（OB)
・「そういう能力を持った人もいたが必要
条件ではない。」（OB)

△

・「最終的に上に行く人には、能力がな
い人はいない。幹部の実務能力はム
チャムチャ高い。」（転入者）
・「経営幹部はどこへ出しても恥ずかしく
ない粒ぞろい。問題解決能力と、それに
関する見識を持った人材。」（転入者）

○

・「組織体制上、小さいレベルから経営
経験を積んで上がっていくようになって
いる。他社とはここが違う。」（OB)

○

・「能力がしっかりあって、それを人格が
被っている。」（OB)
・「リーダーシップ、組織のまとめ方など
が鍛えられている。」（OB)

○
・「人間関係ばかりに関心がある人は、
重要なポジションにつけない。」（プロ
パー）

○
・「どっちと言われても難しい。人間関係
と成果の両方。」（OB) ○

・「一定の役職以上になると、目的をどう
達成するかということ。それが無いと
リーダーとして意味が無い。」（OB)

○
・「今の役員の顔ぶれを見ると、10年前
に役員になるなぁと思っていた人。人を
見る眼が並ではない。」（OB)

○
・「人事は良く見ている。『何でこの人
が』と思うような人が偉くなったケースは
無かった。」（OB)

○
・「意外な人が役員になるということはな
かった。」（OB)

注）　○：該当、△：若干の反対意見や留保が存在、×：該当しない
　　　｢プロパー」：プロパー役社員

衆目一致

幹部の意向実現のための
社内調整力

正論展開力・実行力

人格・人間性

社内政治力の強さ

経営リテラシーや実務能
力の高さ

バランスの取れたリー
ダーシップ特性

対立回避・既存秩序厳守
の規範の存在

正論尊重の規範と社内政
治性の否定

闊達な議論の存在

PDCAと責任体制明確化

事前調整の重視

議論・検討を深める性格
の強さ

表3-3　好調企業の特徴
X社 Y社 Z社

（１）意志決定・社内調整プロセス
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 以上、不振企業の特徴に沿って、好調企業との比較を行った。本論文の分析の焦点

である①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセス、③ミ

ドルの出世条件・経営幹部登用プロセス、④経営幹部の資質のそれぞれについて、不

振企業・好調企業の特徴を表 3-4 に示す。 

  

 

3.3. 各要素の関係性：不振企業に駆動しているサイクル 

次に、上記不振企業の①～④の要素の相互の関係性と組織の衰退との因果関係につ

いて考察を加え、衰退メカニズムを明らかにしてみたい。 

 まず、①～④の３要素は、①＆②⇒③⇒④⇒①＆②といった因果関係で一つのサイ

クルを構成していると考えられる。①経営幹部による意思決定プロセス及びそれと密

接不可分である②ミドルによる社内調整プロセスの特徴が、③のミドルの出世条件・

経営幹部登用プロセスにおける特徴をもたらしていると考えられる。対立を回避し政

治色を含む社内秩序を遵守する規範が存在する中で予定調和的な意思決定と妥協色の

強い事前調整が行われている組織においては、自らの意見を控え幹部の意向を実現す

るために社内調整に勤しむ人物が重用され、強い政治力を有する集団に所属するとと

もに「出過ぎない、気が利く」ことの重要性が高まることは合理的な帰結だと考えら

れる。また、PDCA サイクルによる業務成果に基づく淘汰メカニズムが機能せず、ま

た、人事部局による牽制が脆弱であるため、恣意性・政治性が強い幹部登用プロセス

に補正がかかる蓋然性も低下する（①＆②⇒③）。 

経営リテラシーや実務能力を厳しく問われずに済むプロセスによって登用された

経営幹部が、強い政治力を有しながら経営リテラシー・実務能力に乏しい資質を有す

ることも合理的な帰結であると考えられる（③⇒④）。翻って、こうした資質を有する

経営幹部が当事者である限り、意思決定やそれに伴う社内調整プロセスは既述の特徴

不振企業 好調企業

①経営幹部による意思決定プロセス 予定調和的色彩の強さ 闊達な議論の存在

②ミドルによる社内調整プロセス 事前調整の重視、妥協色の強さ 事前調整の重視、議論・検討を深める意義

③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス
・幹部の意向の忖度と社内調整力、派閥等への
　所属、「出過ぎない、気が利く」
・恣意性・政治性の強さ

・正論の展開力、人格・人間性
・人事部門の牽制による公正なプロセス

④経営幹部の資質 強い社内政治力、低い経営リテラシーと実務能力高い経営リテラシーと実務能力

表3-4
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を保持し続けると考えられる（④⇒①＆②）。このように本論文の分析の焦点として挙

げた各要素は、相互に強化し合う関係にあり、サイクルとして駆動していると考えら

れる（図 3-2）。 

 

 

 

3.4. 組織の衰退が生じるメカニズム 

では、このサイクルが駆動すると企業はなぜ衰退するのであろうか。既述のとおり、

本章の分析対象企業は、いずれも事業環境変化への対応が不十分で、過大投資や事業

構造改革の不十分さ・遅れが生じた点で共通している。しかしながら、事業環境が変

化する以前は、いずれも一定の収益を上げていた企業である。上記①～④の特徴は、

各社 OB やプロパー役社員へのインタビューからはいずれも破綻以前から各企業に存

在していたことが明らかになっており、同じ特徴を有していながら収益を上げていた

時期が存在したことになる。これは、どう解釈すべきなのだろうか。 

その答えは、このサイクルが各企業の行動に次の 3 点で影響を与え、事業環境が一

定である間は大きな問題とならないものの、ひとたび環境が変化した場合に適応を困

難にするところにあると考えられる。それは、①組織成員の事業環境変化への感度を

鈍らせる、②意思決定における経済合理性を阻害する、③特に、組織内に摩擦が生じ

る事業構造改革の実施を躊躇させる、の 3 点である。 

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内
調整力、派閥等への所属、
「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテラシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

図3-2

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ
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3.4.1. 事業環境変化への感度の低下 

社内政治力が強く人間関係志向に偏重したリーダーシップを有する経営幹部が予

定調和的で妥協色が強い議論を行うとともに、社内調整力が重視され恣意性が高い幹

部登用が行われている状況下では、組織成員の関心は自ずと社外ではなく社内、それ

も社内の人間関係に向く。競合・顧客等への関心が下がり、事業環境が変化しても、

それを的確に把握することが困難になると考えられる。 

インタビューにおいて、組織成員の日常会話にどんな話題が多いかを尋ねているが、

人事や人間関係の話題が多いとの回答でほぼ一致している。「仕事の話になると顧客

の話は全くない。人事が死ぬほど大好き」（A 社機構等派遣者）、「社内の話は人事ばっ

かり。顧客・ライバルの話はゼロ」（A 社 OB）、「昔は、上司の話題が多かった。今（再

生後）は、社内の人の話は言わなくなった。昔は人の話が本当に多かった」（C 社プロ

パー役社員）、「噂話が多かった。社内の情報。取引先情報や営業の進捗情報を共有す

るという感じはなかった。うわさ話は、人の話。人事情報」（D 社機構等派遣者）と類

似したコメントが多い。特に、下記のコメントからは、社内調整に労力を使うミドル

が、社内力学に関する情報を駆使している様子が窺える。 

 

＊「（社内は）ゴシップ社会という感じ。人間関係の情報がすごく多い。個人情報と

かはないも同然。某 T さんの力が強いのは、某 K さんの昔の不倫の案件を全部もみ

消したから、だからあそこの部署はあそこに頭が上がらない。だからこの案件はあ

の人にもっていくと早いというような話が多い。競合の戦略とか市場の動向とかの

話と比べると、断然に量が多い。」（B 社機構等派遣者） 

 

 組織成員の関心が社内人事に偏重することは、環境変化に対する危機感の欠如とい

う形でも表出する。各社の危機感について、機構等派遣者のコメントは極めて良く似

ている。 

 

＊「危機感については、皆『誰かが何とかしてくれるだろう』という感じだった。」

（B 社機構等派遣者） 

＊「危機感はなかった。麻痺している状態。長く続いていた為。急におかしくなっ

た会社ではない。」(C 社機構等派遣者）。 
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＊「危機感は役員にもなかった。社長も何とかなると思っていた。」（D 社機構等派

遣者） 

 

次の A 社機構等派遣者のコメントは、極めて象徴的である。 

 

＊「我々が夜遅くまでやっていると、『なぜそんなにがんばれるのか』と言われた。

貴方たちの会社なのにと思った。」（A 社機構等派遣者） 

 

組織成員の全員が全員、外部環境に関心がないわけではない。特に顧客や競合との

接点にある前線の若手社員には明確な問題意識を有する者が少なからず存在する。し

かしながら、上記のような周囲の環境と既述した出世条件がある中で、多くの人間が

せっかく持った問題意識の表明を躊躇してしまう。機構等派遣者の多くが類似したコ

メントを述べている50。 

 

＊「若手には、明確な問題意識を持っている人が少なくなかった。彼らがそういっ

た問題意識を表明できる環境がなかったのではないか。・・・若手は皆能力がきわ

めて高い。それが生かされていない。」（A 社機構等派遣者） 

＊「ミドル層の中に問題意思が高く、埋もれていた人がいた。彼らの力を引き出す

ことが自分たちの仕事だった。骨がある若手は、ミドル層の中で 2 割ぐらいい

た。・・・・タバコ部屋で深夜に厚い議論をしていたことに遭遇したことがある。

ミドル層が『あの件には納得できない』と関連部署同士で議論を交わしていた。」

（B 社機構等派遣者） 

＊「トップ３がいない場だと本質的な議論ができていた。ガラッと雰囲気が変わっ

ていた。上がいないと皆意見を言う。」（B 社機構等派遣者） 

＊「現場には意識高い人がいたが、ふさわしい役割は与えられていなかった。自分

の意見をがんがん主張するほどではなかったが、上の人は感じるので特段発言し

なくても遠ざけられていた。自分たちが入った後、組織を変えて、そういう人を

                                                 
50 脅威ー硬直理論は、環境変化に直面した企業においては、経営陣による情報収集

と情報発信が同時に大量発生するために、意思伝達経路が麻痺して重要な情報が処理

されず合理的な意思決定が困難になるとしているが、本章が採り上げた不振企業の状

態は様相を異にしている。すなわち、情報伝達経路が麻痺しているのではなく、組織

成員が適応的な観点から、幹部に情報伝達することを自粛しているのである。 
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引き上げた。」（D 社機構等派遣者） 

 

 若手には「内に秘めた」問題意識を有する者が存在するもののそれらが表明されな

いことから、結果として組織成員の外部環境への感度は総体として低くなってしまう

と考えられる。 

 

3.4.2. 意思決定における経済合理性の阻害 

一方、経営幹部の経営リテラシーや実務能力が乏しい中、経済合理性を確認するメ

カニズムである PDCA サイクルが回らない状況下では、意思決定の経済合理性を確保

することも難しくなる。外部環境が変化しているにもかかわらず、従来どおりの意思

決定をしてしまうことは想像に難くない。 

 

＊「社内しか見ていないので、外向きの戦闘力が落ちると判っているかもしれない

が、中の秩序を保つことの重要性を感じている。・・・秩序を保つことが目的で勝

つことが目的になっていない。」、「外を見て事業環境を理解した上で戦略に落と

し込んでいく。そういった観点がそもそもない。」（B 社機構等派遣者） 

＊「設備投資に対して、ROI の試算がないまま『何年も我慢してきたから、今やる

べきです』という理由で億単位の投資を経営会議に上程してきたのが驚いた」、

「しっかり分析して投資が行われていない。しっかり分析したら本来その規模に

はなっていないはず。・・・マーケットがそのまま伸びると思って投資してしまっ

ている。リスクを織り込んでいない。」（D 社機構等派遣者） 

 

3.4.3. 事業構造改革への躊躇 

既述のサイクルが駆動している状況下では、事業環境変化への対応策として一般的

な事業構造改革への取組みが躊躇される結果が生じてしまう。事業構造改革は、その

性質上、改革対象部門から強い反対が出るのが通常である。このため、予定調和的な

意思決定プロセスで結論を出すことは容易ではない。事前調整がまとまらず経営会議

等の正規の意思決定プロセスへの上程は困難を極めると考えられ、仮に上程されたと

しても、全会一致原則が存在する限り決議に至るのは極めて難しいことが想定される。

A 社 OB は、「いつの間にかうやむやになる」「とにかく、決まらない。決める人がい

なかった」と意思決定の難しさを指摘し、B 社 OB は、破綻前の経営陣の意思決定に
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ついて、「会社としての経済合理性とお世話になった人を天秤にかけると、皆後者をと

る」と指摘している。自分を役員に引き上げてくれた幹部が担当する部門やその出身

部門に対して厳しい意思決定が忌避されることを意味している。 

 

＊「（不採算事業について）このままでは厳しいとは思いつつも、何とか工夫すれば

生き残る道が残っていると思っていた。社内には早く止めるべきという意見と止

めるべきではないとの意見の双方があった。ただ、表立って議論はなかったし、

自分からそれを言い出す気持ちにはなれなかった。」（C 社プロパー役社員） 

＊「事の本質を回避し、グレーにしながら終わってしまう。捨てない会社だった。

捨てることができない、止めることができない会社だった。・・・出席した役員例

えば 10 人のうちで、今日決まったことを心底腹からやりたいと思っている人は

いないのではないかと思っていた。いろんなことを言うが、結局中庸な折衷案に

なってしまい、それがうまくいってもいかなくても『自分の言ったのはこういう

ことではない』というような同床異夢感が強かった。それこそ、自分の決めたこ

とを他人事のように捉えているのではないかと見えると思う。信念を持って腹落

ちして、『これをやらせてくれ！』という人は見たことが無かった。中庸に終わり、

『ほれ見ろ』となる。」（A 社プロパー役社員） 

 

事業環境に大きな変化がなければ、以上の 3 点は大きな問題を生じさせないと考え

られる。事業環境が一定であれば、感度の低さは問題とならず、意思決定も前例を踏

襲していれば一定程度の経済合理性は自動的に担保されるであろう。また、事業構造

改革の必要性も低く、組織に摩擦が生じる意思決定に直面することも少ないと考えら

える。逆に、予定調和的な意思決定や社内政治力の強い経営幹部などの特徴は、所与

の目的に対して組織の経営資源を効率よく動員する効果をもたらすと考えられ、デメ

リットよりもメリットの方が大きかった可能性があると考えられる。不振企業が事業

環境変化以前に一定の収益を上げていたことは、以上のことから十分に理解可能であ

る。 

このように、事業環境が変化する以前には大きな問題とならなかった上記サイクル

であったが、ひとたび事業環境が変化すれば、企業の適応を大きく阻害することとな

り、組織の衰退を生じさせると考えられる。本論文では、このサイクルを以下「衰退

惹起サイクル」と呼ぶ。 
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3.4.4. 自己維持的な性格 

 では、衰退惹起サイクルは組織が衰退する中で果たして駆動し続けるのであろうか。

不振企業が組織の衰退に気付きながらもそこから脱却できないことを示すためには、

本サイクルが自己維持的な性格を有し、駆動し続けることを示すことが必要となる。 

ここで着目すべきは、衰退惹起サイクルの渦中にある組織成員が、それぞれの観点

から合理的な行動、すなわち自らがおかれた環境に適応的な行動をとっていることで

ある。経営幹部が対立回避と社内秩序遵守の規範を背景として予定調和的な意思決定

を行っており、幹部の意向の忖度と社内調整の能力が出世条件となっている中で、ミ

ドルが経営幹部の予定調和的な意思決定に貢献しようと勤しむことは適応的である。

また、その努力が報われ先輩幹部の意向によって新たに幹部に登用されれば、自分を

引き上げてくれた先輩幹部陣の意思決定プロセスに同調することも適応的と考えられ

る。 

不振企業の組織成員の愛社精神の強さは 4 社ともにインタビューで共通に指摘され

ており、善意で上記サイクルに参画していることが窺える。 

 

＊「（愛社精神は）非常に強い。訳がわからないが強い。不思議な感じがするが、皆

A 社が好き」（A 社 OB） 

＊「愛社精神は強かった。因数分解していえば、自分を育ててくれた上司、一緒に

汗を流した仲間、そういったことが投影された愛社精神。お世話になった人、取

引先、同僚部下、上司、そういった人々が投影された愛社精神。裏切れないとい

うこと。」（B 社 OB) 

＊「思うに（会社を）好きな人は今（再生後）以上に多かったと思う。子供や孫が

入っている人が多かった。」（C 社プロパー役社員） 

＊「会社への忠誠心、誇りはあったと思う。ドライで冷めた感じではない。」（D 社

機構等派遣者）。 

 

衰退惹起サイクルの渦中にある組織成員に何ら悪意はなく、適応的な行動をとった

結果として当該サイクルが自己維持的に駆動していると考えられる。このことは、衰

退惹起サイクルがひとたび回りだすとそれを内部から止めることは難しく、何らかの

外的な力が加わらない限りサイクルは駆動し続ける蓋然性が高いことを示すものと考
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えられる。 

このように、事業環境変化に直面した不振企業においては、組織成員が善意で適応

的な行動をとることを通じて衰退惹起サイクルが回り続け、その意図せざる結果とし

て（沼上, 2000）、組織の衰退から脱却できない状態が継続すると考えられる。これが、

本章の事例から導出される日本企業の衰退メカニズムの概念モデルである。図 3-3 に

このメカニズムの全体像を示す。 

 

 

 

4. 概念モデルに関する考察 

  

最後に、本章において導出された概念モデルから得られる実務的なインプリケーシ

ョンを論ずることとしたい。 

 

4.1. 経営実務へのインプリケーション：好調企業に潜む不振企業の特徴 

本章が明らかにした概念モデルは、経営実務に対して重要なインプリケーションを

提供する。上述のとおり不振企業と好調企業の間には大きな差異がある一方で、類似

点が多いことに注意する必要がある。好調企業にも対立回避志向、社内秩序遵守志向

１ 事業環境変化への感度
の低下

２ 意思決定の経済合理性
の阻害

３ 事業構造改革の躊躇

組織の衰退

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル 事
業
環
境
変
化

図3-3
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は存在し、ミドルの出世条件としての社内調整力や幹部の社内政治力、人間関係志向

のリーダーシップについてもその存在が指摘された。このように、好調企業といえど

も、衰退惹起サイクルを構成する要素が一部とはいえ存在しており、それが駆動する

危険性は決してゼロではない。既述のとおり、衰退惹起サイクルは一度駆動してしま

うと、それを内部から止めることは困難であると考えられるため、それをいかに防止

するかは極めて重要な経営課題である。 

本章で研究対象とした好調企業には不振企業には見られないいくつかの重要な特

徴があり、この特徴が両者の大きな差異を生み出し、衰退惹起サイクルの駆動を阻止

していると考えられる。その特徴とは、①事実に基づく議論を尊重する規範の存在、

②人事部門の強い牽制機能、③若干の企業差はあるものの、PDCA の実践と責任体制

の明確化の 3 点である。 

事実に基づく議論を尊重する規範は、社内政治性を抑制し、意思決定プロセス及び

社内調整プロセスに実質的な議論を深める性格を付与している。人事部門の強い牽制

機能は、幹部の恣意的な人事を困難にするとともに、実務能力や経営リテラシーを具

備しない幹部の登用を阻止している。また、PDCA の実践と責任体制の明確化は、意

思決定プロセスが予定調和的色彩を帯びることを抑止するとともに、成果を出せない

人材を特定する淘汰のメカニズムとしての役割を果たしている。 

このように好調企業の上記 3 点は極めて重要であるが、見方をかえれば、これらが

万が一弱体化するようなことになれば、好調企業に存在する不振企業との共通点が顕

在化し、適応阻害サイクルが駆動し始める危険性があることが示唆される点には注意

が必要である。 

したがって、経営者は、好調企業が不振企業と類似の特徴の上に上記 3 点をいわば

「上書き」することにより成立していることを認識した上で、この 3 点が自組織にし

っかりインストールされているかを率先して確認・強化していくことが重要となろう。

しかしながら、PDCA や人事統制を担当する経営管理組織や人事管理組織は、近年の

ダウンサイジングの影響を受けて、多くの企業において縮小されてきたのが実情であ

ろう。本章が導出した概念モデルは、これらの機能の再認識と再定義の重要性を示唆

するといえよう。 

 

4.2. 企業再生実務へのインプリケーション 

衰退惹起サイクルは、ミドルを含めた組織全体が関与するものであるため、ひと
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たびそれが駆動してしまうとその是正は簡単ではない。一度駆動したサイクルを停止

させようとすれば、その交代も含めて経営陣の行動を変えることだけではなく、ミド

ルの行動にも変革を起こすためにその適応すべき環境設定自体を変えることが必要と

なる。すなわち、それまでのように社内対立や摩擦を回避するためにとっていた諸行

動が会社として評価されず自らのためにならないことを理解させることが必要となろ

う。環境設定を変えることができたとしても、人間が長年親しんだ行動を変えること

は容易でないことを考えると、その困難さを理解することは難しいことではない。非

オーナー系の企業再生事例において、経営陣が総退陣し、外部からの招聘も含めて経

営陣を刷新しただけではなかなか企業としての行動が変わらないことは、再生実務の

専門家からも指摘されているところである51。企業再生実務においては、再生対象企

業を健全な企業に吸収統合する方策がとられることが少なくないが、役社員が適応す

べき環境自体を全面的に変えてしまう点で有効であると考えられる。 

本章の議論は、企業再生実務家の間で指摘されてきた諸点を学術的手法によって

理論化･体系化し衰退メカニズムとして提示した点で、企業再生実務家に多くの示唆

を提供するものと考える。 

 

5. 小括 

  

本章では、第 1 章で提示した分析のフレームワークに基づいて探索的な事例研究

を行い、衰退メカニズムの概念モデルの導出を試みた。その結果、図 3-3 に示すモデ

ルが導出された。 

 次章においては、計量的実証研究によってこの概念モデルの検証を試みる。 

  

                                                 
51 西浦(2007), p74, 冨山(2007), p28 
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第４章 

計量的実証研究：概念モデルの検証 

 

1. はじめに 

  

本章では、前章で導出した組織の衰退メカニズムの概念モデルを検証するため

に、質問紙調査に基づく計量的な実証研究を実施する。研究対象には、組織の衰退の

観点から対照的な企業 2 社、すなわち、事業構造改革が実施できず長期間衰退から

脱却できずにいる企業と経営陣のリーダーシップによって事業構造改革を実施し衰退

からの脱却に成功しつつある企業の 2 社を採り上げる。概念モデルを構成する各要

素につき両社間の差異を確認し、概念モデルとの整合性を検証する。また、質問紙調

査を補完する目的で、関係者への対面インタビューを実施する。 

 以下では、まず次節で研究方法を提示した後、第 3 節にて結果の分析と考察を行

う。 

 

2. 研究方法 

 

2.1. 研究設計 

 本章では、前章で導出した概念モデルを検証することを目的とするため、研究方法

として質問調査票を用いた計量的実証研究を採用する。 

研究対象には、同一の上場企業グループに属していながら、組織の衰退の観点か

らは対照的な 2 社である X 社及び Y 社を採り上げる。X 社は組織の衰退が長期間継

続し、そこから脱却ができずにいる一方で 、Y 社は経営陣のリーダーシップによっ

て長く続いた衰退からの脱却に成功しつつある企業である。 

両社とも、消費財メーカー用の部材を製造している伝統的な日本企業であり、用

いる素材の違いにより別法人となっているものの、製造している商品自体は類似した

機能を有している。商品の納入先は同業種であり、顧客企業には相当程度の重複が存
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在する。両社とも内需中心の事業構造を有し、市場シェアでは上位に位置しているも

のの、市場の成熟化と新たな競合の参入といった厳しい事業環境に長年さらされて来

ている。このため、両社の売上は漸減傾向が続いており、X 社の売上は過去 20 年間

で約 40％減少しており、Y 社の売上も同期間に約 50％減少している。利益水準も同

様に低減傾向が続き、両社とも近年では赤字を計上することも少なくない。 

両社が属する企業グループは近年持株会社制に移行したため、現在は上場企業た

る純粋持株会社の下に両社が並列する形になっているが、それ以前は X 社が上場の

事業兼営持株会社として Y 社を傘下に置く形態をとっていた52。 

 こうした中、X 社においては、事業構造改革の必要性が繰り返し議論されているも

のの、未だ実施に至っていない。持株会社制に移行して以降は、親会社たる持株会社

からその立案・実施を促され検討作業が行われているものの成案を得るに至っていな

い。一方、Y 社においては、2012 年に当時の親会社 X 社から派遣された社長がリー

ダーシップを発揮し、工場の閉鎖、低収益海外ジョイントベンチャーの解消、人員削

減を核とする事業構造改革が実施されている。コア事業に経営資源を集中し事業強化

を図った結果、売上は拡大基調に転じ、黒字転換を果たした。現在は、M&A や新規

事業の検討など再成長軌道に向けて舵を切りつつある。 

同一企業グループにおいて類似の事業を行い、類似した事業環境に直面し、とも

に売上･利益を減少させていながら、X 社は引き続き事業環境の変化に適応できず売

上・利益の減少が継続している一方で、Y 社においては事業構造改革とそれに伴うコ

ア事業の強化によって事業環境への適応状況を改善し、売上・利益の減少に歯止めを

かけることに成功しており、両社は極めて対照的な様相を呈している。 

 

本章では、前章で導出した衰退メカニズムの概念モデル（図 4-1 再掲）を構成す

る各要素について、X 社及び Y 社を比較することにより、下記の 2 点の検証を行う

ことを目的とする。 

 

① 調査時点において、X 社で衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動していると考

えられること。 

② 調査時点において、X 社における衰退惹起サイクルの駆動と同社の組織の衰退

                                                 
52 調査時点において旧 X 社の事業兼営持株会社の機能は新しい純粋持株会社に完全

に移管されており、現 X 社には事業会社としての機能のみが残っている。 
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の間に因果関係が推定できること。 

 

 前章の概念モデルは、衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動することにより、組織

が衰退プロセスから脱却できない事態が生じることを示唆していた。本章の研究は質

問紙調査に基づくものであるため、調査時点での X 社の状態を把握することしかで

きない制約があり、前章の概念モデル全体を検証することは不可能である。本章で

は、調査時点において X 社で衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動していることを

確認することにより（上記①）、調査時点までの一定の期間同サイクルが駆動したで

あろうことを推定するとともに、調査時点において X 社における衰退惹起サイクル

の駆動と同社の組織の衰退の因果関係が推定できること（上記②）を持って調査時点

までの X 社の組織の衰退が衰退惹起サイクルによって生じたことを推定することを

企図するものである。 

 

 

 

2.2. データ収集源 

研究データの収集は、当該企業グループが 2014 年 8 月に組織調査を実施した際、

本研究に必要な項目の挿入の許可を得て、無記名の質問調査票をグループ内に配布・

１ 事業環境変化への感度
の低下

２ 意思決定の経済合理性
の阻害

３ 事業構造改革の躊躇

組織の衰退

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル 事
業
環
境
変
化

図4-1（再掲）
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回収することにより行われた53。質問調査票は工場等を含めて全役社員を対象に配布

されたが、本研究においては、経営幹部による意思決定プロセスや経営幹部の資質に

分析の焦点を置くことから、両社の本社に属する役社員の回答を分析に用いる。サン

プル数は、X 社 388 名、Y 社 94 名となっている54。 

質問調査票によって質問することが適切でない項目については、補完的に X 社、Y

社及び親会社である持株会社の幹部へ対面インタビューによって情報を収集した。イ

ンタビューは X 社 2 名、Y 社 2 名、持ち株会社 2 名の合計 6 名を対象として実施し

た55。 

 

2.3. 調査票の質問項目 

 X 社において衰退惹起サイクルが駆動していることを検証するために、当該サイク

ルを構成する各要素に関する質問を用意した。回答はいずれも 5 件法のリッカート

スケールによっている。 

 

2.3.1. 経営幹部による意思決定プロセス 

衰退惹起サイクルの第一の構成要素は、経営幹部による意思決定プロセスであ

る。概念モデルにおいて、意思決定プロセスは予定調和的色彩が強い特徴を有してい

た。この点を検証するため、下記の質問（括弧内は略称名）を用意した。 

 

＊質問 1：公の会議では、立場や年齢を超えて活発な議論が行われるのが常であ

る。（活発な議論） 

＊質問 2：公の会議では、全会一致が原則であり、反対意見がある中で多数決で決

定されることはほどんどない。（全会一致原則） 

 

2.3.2. ミドルによる社内調整プロセス 

 衰退惹起サイクル第二の構成要素は、経営幹部による意思決定プロセスと密接不可

分なミドルによる社内調整プロセスである。概念モデルにおける特徴であった事前調

                                                 
53 調査票の配布及び回収は、持株会社人事部局によって行われた。 
54 回収率は、工場等を含めた全体でのみ集計されており、X 社 94.9％、Y 社 88.8％

となっている。 
55 X 社においては本社部長 2 名、Y 社は役員 1 名及び本社部長 1 名、持株会社にお

いては役員 2 名を対象とした。 
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整の重視と妥協色の強さを下記の質問にて検証する。 

  

 ＊質問 3：公の会議にかける案件は、異論が出ないように事前調整や根回しに労力

をかける。（根回し労力） 

 ＊質問 4：角のとがった提案は、先延ばししたり、妥協して内容が丸くなってしま

うことがよくある。（妥協的調整） 

 

2.3.3. ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス 

 衰退惹起サイクルの第三の構成要素は、ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセ

スである。ミドルの出世条件について概念モデルでは、①幹部の意向を忖度してその

実現に向けて社内調整をする力、②派閥等への所属、③「出過ぎない、気が利く」の

3 点が特徴とされ、経営幹部登用については、恣意性が高く政治性が強いプロセスに

なっていることが特徴とされていた。 

対象企業における公式な組織調査において、これらを全て質問項目として採り上

げることが必ずしも適切ではないため56、本調査においては、ミドルの出世条件に焦

点を絞り下記の質問を設けている。 

 

＊質問 5：出世する人を見ると、自分の意見は表明せずに、役員・上司の求める内

容を立案実行する人が多い。（出世：上司の意向優先） 

＊質問 6：出世する人を見ると、上司や周囲と意見が異なっても、自分の意見を

堂々と主張する人が多い。（出世：自己主張） 

＊質問 7：人事考課に一番影響を与えるのは、社内の評判である。（評価：社内評

判） 

＊質問 8：人事考課に一番影響を与えるのは、目標・計画達成度や成果である（評

価：成果） 

 

 質問 6 は、前章の事例研究で好調企業の出世条件に上げられた正論の展開力に対

応しており、質問 5 だけを単独で質問することの不自然さを緩和するために対の質

問として用意したものである。質問 7 は、周囲との摩擦や波風を立てない趣旨で

                                                 
56 派閥等や経営幹部の登用プロセスに関する質問は機微に触れる面があり、人事部

局が配布する公式な調査票に入れることは不適切と考える。 
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「出過ぎない、気が利く」の代用として設定した。質問 8 も質問 7 の対の質問とし

て用意したものである。 

 質問紙調査にて確認することが困難である、ミドルの出世条件のうちの派閥等への

所属及び幹部登用プロセスについては、対面インタビューにて補完することとした。 

また、質問 7 についても文面だけからは、「出過ぎない、気が利く」以外の解釈も可

能であるため、対面インタビューにて情報を補完した。 

 

2.3.4. 経営幹部の資質 

第四の要素である経営幹部の資質としては、概念モデルでは社内政治力の強さと

経営リテラシー及び実務能力の欠如が特徴となっていた。また、人間関係志向に偏重

したリーダーシップも指摘されている。これらを検証するために、下記の質問を設け

ている。 

まず、社内政治力に関する質問である。 

 

＊質問 9：役員57は、役員という立場や社内の人間関係を活用して仕事を進める傾

向が強い。（社内政治性） 

 

 衰退惹起サイクルにおいて特徴とされた経営幹部の社内政治力の強さとは、戦略性

や論理性ではなく、役員としての立場や社内の上下関係、人間関係を活用して仕事を

進める志向性を指しており、質問 9 はこの点を確認することを目的とするものであ

る。58 

経営陣の経営リテラシーや実務能力を尋ねる質問としては、下記を用意した。 

 

 ＊質問 10：役員 は、経営環境の変化を先取りして、向かうべき方向やビジョン・

戦略を明示している。（ビジョン・戦略明示） 

＊質問 11：役員は、施策の戦略性や論理性を主張して仕事を進める傾向が強い。

（戦略・論理性） 

                                                 
57回答者の理解しやすさを考慮して調査票では「役員」との用語を用いた。両社と

も、執行役員制度を採用しており、社内では「役員」は取締役及び執行役員全体を指

す意味で用いられている。  
58 役員の社内政治力の多寡を直接尋ねること、社内政治力を駆使する態様を具体的

に尋ねることは調査の性格上困難であることを考慮している。 
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 ＊質問 12：役員は、現場・前線の状況を、悪い点も含めてしっかり把握してい

る。（現状把握） 

＊質問 13：役員は、予算・実績や施策の進捗を振り返り、差異の原因を探って、

必要があれば大胆に軌道修正を行っている。（PDCA 実行） 

  

 会社の進むべき方向を示し（質問 10：ビジョン・戦略明示）、戦略性・論理性を旨

としながら（質問 11：戦略・論理性）、現状をしっかり把握した上で（質問 12：現

状把握）、計画を適宜修正しながら着実に実施していく（質問 13：PDCA 実行）とい

う経営陣の仕事としての基本的な内容を尋ねるものとした。 

 一方、リーダーシップ特性については、いわゆる PM 理論（三隅, 1984）に基づ

き、タスク志向性と人間関係志向性に関する下記の質問を用意した。 

 

 

＜タスク志向性＞ 

＊質問 14：役員は、何があっても業績目標を達成するとの強い意思にあふれてい

る。（目標達成意欲） 

＜人間関係志向性＞ 

＊質問 15：役員は、社内をまとめ一体感を高めることに絶えず気を配っている。

（一体感醸成努力） 

 

2.3.5. 衰退惹起サイクルと組織の衰退との因果関係 

前章で導出された概念モデルは、衰退惹起サイクルは事業環境が一定であれば大

きな問題を生じさせない一方で、ひとたび事業環境が変化した場合には、①組織成員

の環境変化への感度が低下するとともに、②意思決定における合理性が低下し、③事

業構造改革への躊躇が生じることによって、組織の衰退が生じることを示唆するもの

であった。この因果関係の存在を検証するため、下記の質問を設けている。 

＜①組織成員の環境変化への感度低下＞ 

 ＊質問 16：公の会議では、競合や顧客・市場などの事業環境が必ず議論される。

（会議：競合・市場志向） 

 ＊質問 17：職場や飲み会での同僚との会話は、大半が社内の話であり、顧客や競

合の話はすくない。（日常会話：社内志向） 
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＜②意思決定における合理性の低下＞ 

 ＊質問 18：役員は、客観的・定量的根拠を元に、戦略的な思考で意思決定を行っ

ている。（合理性・戦略性） 

＜③事業構造改革への躊躇＞ 

 ＊質問 19：役員は、決断を先送りせず、リスクや痛みを伴う意思決定ができる。

（改革断行力） 

 

2.3.6. その他の項目 

 前章では、不振企業の組織成員の愛社精神の強さが指摘され、彼らが善意で衰退惹

起サイクルに参画しており、そのために当該サイクルが自己維持的な性格を有するこ

とが示された。この点を検証する為に、組織コミットメントのうちの情緒的コミット

メントについて、代表的な Allen & Mayer（1990）の尺度を参考に、下記の質問を

設けた。 

 

＊質問 20：私は、他の会社ではなく、この会社に勤めて本当に良かったと思う。

（情緒的コミットメント） 

 

2.4. 研究プロセス 

 2.3 の質問に対する X 社及び Y 社それぞれの役社員の回答の平均値の差異をｔ検

定によって分析することにより、概念モデルの衰退惹起サイクル（図 4-1）を構成す

る各要素が Y 社と比べて X 社に強く表出しているか否かを確認する59。また、質問

紙調査に適しない項目については対面インタビューの内容で補完する。 

 次に、衰退惹起サイクルの①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社

内調整プロセス、③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス、④経営幹部の資質、

それぞれの特徴がお互いに因果関係で結びつきサイクルを構成していることを検証す

るために、2.3 のそれぞれの質問間の相関係数を算出し、それぞれの関係を分析す

る。相関係数そのものから因果関係を導出することは困難であるものの、前章の比較

                                                 
59回答者数から判断できるとおり、X 社は Y 社よりも売上・社員規模で数倍の大きさ

を有している。しかしながら、両社の事業構造は類似しており、また調査票の各質問

項目は企業規模によって大きな影響を受けるものとは考えにくい。このため、X 社と

Y 社の回答の比較を行うことに大きな問題はないと判断する。 
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事例研究を通じて導出された概念モデルにおける因果関係を前提として、それと整合

的な関係が存在することを確認する。 

 X 社において衰退惹起サイクルが駆動していることを確認することに続き、X 社に

おいて事業構造改革が実施されない事実を裏付ける観点から、概念モデルにおいて、

衰退惹起サイクルと組織の衰退を結びつけるとされている 3 つの事象、すなわち、

①組織成員の環境変化への感度低下、②意思決定における合理性の低下、③事業構造

改革への躊躇、の 3 点の存在を調査票のデータから確認する。 

 最後に、衰退惹起サイクルが自己維持的な性格を有することを裏付ける観点から、

情緒的コミットメントに関するデータを分析する。 

 

3. 結果分析と考察 

 

3.1. 2 社の比較による X 社の特徴の抽出 

まず、概念モデルの衰退惹起サイクルを構成する各項目ごとに両社の差異を分析

し、概念モデルとの整合性を検証する。質問毎の記述統計及び t 検定の結果を表 4-1

に示す。 
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3.1.1. 経営幹部による意思決定プロセス 

「活発な議論」において有意な傾向（p=.061）、「全会一致原則」においては有意

差が認められた。事業構造改革に踏み切れない X 社では、改革を実行した Y 社と比

較して、会議で活発な議論が行われず、全会一致が尊重される傾向にあり、概念モデ

ルと整合的であることが確認された。 

M SD M SD

①経営幹部による意思決
定プロセス

質問１　活発な議論
公の会議では、立場や年齢を超えて活発な議論が行われるのが常である。
(逆）

3.18 0.98 2.98 0.85 p=.061

質問２　全会一致
公の会議では、全会一致が原則であり、反対意見がある中で多数決で決定
されることはほとんどない。

2.93 1.01 2.64 0.98 ＊

②ミドルによる社内調整プ
ロセス

質問３　根回し労力
公の会議にかける案件は、異論がでないように事前調整や根回しに労力をか
ける。

3.44 0.97 3.04 1.01 ＊＊

質問４　妥協的調整
角のとがった提案は、先延ばししたり、妥協して内容が丸くなってしまうことが
よくある。

3.23 0.93 2.87 0.85 ＊＊

③ミドル出世条件・経営幹
部登用プロセス

質問５　出世：上司の意向
優先

出世する人を見ると、自分の意見を表明せずに、役員・上司の求める内容を
立案実行する人が多い。

3.08 1.00 2.81 0.79 ＊＊

質問６　出世：自己主張
出世する人を見ると、上司や周囲と意見が異なっても、自分の意見を堂々と
主張する人が多い。(逆）

2.84 0.95 2.86 0.78 n.s.

質問７　評価：社内評判 人事考課に一番影響を与えるのは、社内の評判である。 3.04 0.99 2.49 0.96 ＊＊＊

質問８　評価：成果 人事考課に一番影響を与えるのは、目標・計画達成度や成果である。(逆） 2.6 0.97 2.82 0.99 n.s.

④経営幹部の資質

＜社内政治性＞

質問９　社内政治性
役員は、役員という立場や社内の人間関係を活用して仕事を進める傾向が強
い。

3.46 0.96 3.12 0.89 ＊＊

＜経営リテラシー・実務能
力＞

質問１０　ビジョン・戦略明
示

役員は、経営環境の変化を先取りして、向かうべき方向やビジョン、戦略を明
示している

3.69 1.02 4 0.83 ＊＊

質問１１　戦略・論理性 役員は、施策の戦略性や論理性を主張して仕事を進める傾向が強い。 3.18 0.93 3.44 0.66 ＊

質問１２　現状把握 役員は、現場・前線の状況を、悪い点も含めてしっかり把握している。 3.42 1.04 3.89 0.85 ＊＊

質問１３　PDCA実行
役員は、予算・実績や施策の進捗を振り返り、差異の原因を探って、必要が
あれば大胆に軌道修正を行っている。

3.26 1.03 3.81 0.78 ＊＊＊

＜リーダーシップ特性＞

質問１４　目標達成意欲 役員は、何があっても業績目標を達成するとの強い意志にあふれている 3.65 0.96 3.74 0.81 n.s.

質問１５　一体感醸成努
力

役員は、社内をまとめ一体感を高めることに絶えず気を配っている。 3.51 1.02 3.66 0.77 n.s.

*p<.05,  ** p<.01,  *** p<.001　 両側検定

表4-１　記述統計及び t 検定結果

略称名 質問文
X社 Y社 有意

水準
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3.1.2. ミドルによる社内調整プロセス 

「根回し労力」、「妥協的調整」の双方において有意差が認められた。Y 社と比較し

て X 社においては、会議に上程される案件については異論がでないよう事前調整や

根回しに労力がかけられ、その過程で先のとがった案件は、先延ばしにされ、妥協し

て角が丸くなってしまう傾向がより強く存在する。この点も概念モデルと整合的な結

果である。 

 

3.1.3. ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス 

「出世：上司の意向優先」及び「評価：社内評判」に有意差が認められた一方、「出

世：自己主張」、「評価：成果」には有意差が認められなかった。X 社のいわゆる「で

きる人材」は、Y 社の「できる人材」と比較して、自分の意見よりも上司の意向を尊

重する傾向にあり、その評価は社内の評判によって形成される傾向が強いことが示さ

れた。概念モデルで導出された幹部の意向を優先して社内調整をする能力と「出過ぎ

ない、気が利く」60の 2 点について、整合的な結果が示された。 

 

3.1.4. 経営幹部の資質 

 「社内政治性」及び経営リテラシー・実務能力で上げた全項目（「ビジョン・戦略

明示」、「戦略・論理性」、「現状把握」、「PDCA 実行」）について有意差が認められ

た。X 社の経営幹部は Y 社の経営幹部と比較して、社内政治性を志向する一方で、

経営リテラシー・実務能力の面では劣後することが示された。これも、概念モデルと

整合的な結果である。 

 一方、リーダーシップ項目については、人間関係志向性、成果志向性ともに有意な

差が検出されなかった。概念モデルにおいて不振企業の経営幹部は人間関係志向性が

強く成果志向性が脆弱なリーダーシップ特性を有するとされていたため、成果志向性

に差異が検出されることが推定されたが、この点は検出されなかった。その理由とし

て考えられるのは次の点である。 

X 社は、既述のとおり純粋持株会社の 100％子会社であり、親会社である持株会社

から事業構造改革を実施するように要請を受けながらそれを実施できていない状況に

                                                 
60 後述の対面インタビューにて情報が補完される。 
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ある。このため、経営陣が親会社からの圧力を感じている状態が継続しており、それ

を緩和するために成果志向性が高まっているものと考えられる。業績を少しでも良く

して親会社からの圧力を減殺したいとのモチベーションが生じることは想像に難くな

い。 

第 3 章の概念モデルにおいては、大株主の存在を念頭においておらず、経営陣の

リーダーシップに外的な圧力が影響を及ぼすことを想定していない。この点で X 社

は概念モデルの想定とは異なる環境下にあると解釈できる。 

 

3.1.5. 対面インタビューによる補完 

 質問紙調査の制約から質問項目を設けることができなかった、①出世条件における

派閥等への所属と②質問７の解釈及び③経営幹部登用プロセスについて、対面インタ

ビューによって情報を収集した。 

 その結果、①X 社の事業の中に本流とされる事業分野が存在し、その事業分野に属

することがミドルの出世条件として大きな影響を有していること61、②X 社において

は自己主張を強く行わず「出過ぎない」、「気が利く」ことが社内評判を良くするため

に必要であると組織成員に広く認識されていること、及び③経営幹部の登用について

も本流分野出身のトップの意向が強く反映し恣意性・政治性が見られることが該当す

るインタビュー対象者全員62から指摘された。また、実際に X 社の現在の経営陣の大

半が本流部門出身者で占められていることも確認された。一方、Y 社についてはそう

した指摘は見られなかった。これらの指摘は概念モデルと整合的である。 

 

 

3.1.6. まとめ 

 以上、質問紙調査及びそれを補完するインタビュー調査に基づく X 社及び Y 社の

比較表を表 4-2 に示す。 

                                                 
61 本流と非本流の間の人事交流は少なく、本流に属する役社員とそうではない役社

員の間の区別は明確になっている。 
62 具体的には X 社 2 名及び持株会社 2 名の 4 名である。 
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 概念モデルの衰退惹起サイクルの構成要素のうち、③経営幹部の特徴における人間

関係志向偏重のリーダーシップを除く全ての項目について、その現象が Y 社よりも

X 社において強く表出していることが明らかになり、概念モデルと整合的な結果とな

った。なお、人間関係志向偏重のリーダーシップが検出されなかったのは既述のとお

り、親会社からの圧力という X 社における特殊要因によると考えられる。 

  

3.2. 相関分析 

 次に、①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセス、③

ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセス、④経営幹部の資質、それぞれの関係に

ついて考察を加える。上記の分析で有意差が認められた変数について、X 社のみのデ

ータを利用して変数間の相関分析を行った結果を表 4-3 に示す。 

 

質問紙調査 対面インタビュー

①経営幹部による意思決定プロセス

予定調和性の強さ X社>Y社

事前調整の重視・妥協色の強さ X社>Y社

③ミドルの出世条件、経営幹部登用プロセス

　 幹部意向の忖度と社内調整力 X社>Y社

派閥等への所属 X社>Y社

出過ぎない、気が利く X社>Y社 X社>Y社

政治性・恣意性の強さ X社>Y社

④経営幹部の資質

社内政治力の強さ X社>Y社

経営リテラシー・実務能力の脆弱性 X社>Y社

人間関係志向偏重のリーダーシップ n.s.

注　X社＞Y社：Y社よりもX社により強く表出していることを示す。
　　質問紙調査は有意な差異が存在することを示し、対面インタビューは
　　複数のインタビュー対象者からその旨の指摘があったこと示す。

衰退惹起サイクルの構成要素

表　4-2 

②ミドルによる社内調整プロセス
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表 4-3 の中で、①経営幹部による意思決定プロセス及び②ミドルによる社内調整プ

ロセスの 4 変数（項目 1～4）と③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセスの 2 変

数（項目 5 及び 7）の相関係数を見ると、多くの変数間で有意な相関が認められる

（下記 表 4-3(再掲)の①部分参照）。表 4-3（再掲）が示すとおり 8 の相関係数のう

ち 6 係数が有意となっている。概念モデルが想定した＜①経営幹部による意思決定

プロセス＆②ミドルによる社内調整プロセス＞⇒＜③ミドルの出世条件・経営幹部登

用プロセス＞の因果関係、すなわち、予定調和的で妥協色が強いプロセスが存在する

がために、それをうまくこなせる人間が重用されるようになることと整合的な結果と

なっている。 

同様に、＜③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス＞の２変数（項目 5 及び

7）と＜④経営幹部の資質＞を示す５変数（項目 9 から 13）においても多くの変数間

で有意な相関が認められる（10 変数中 7 変数）（下記 表 4-3(再掲)の②部分参照）。

この要素間にも概念モデルが想定した因果関係、すなわち、概念モデルが想定する出

世条件や登用プロセスを経て経営幹部に登用された人間は、社内政治力が強い反面経

営リテラシー・実務能力が弱いことと整合的な結果となっている。 

最後に、＜④経営幹部の資質＞の 5 変数と＜①経営幹部による意思決定プロセス

及び②ミドルによる社内調整プロセス＞の 4 変数の間でも多くの有意な相関が検出

分析の焦点 項目 1 2 3 4 5 7 9 10 11 12 13
１活発な議論(逆）

1

２全会一致原則
-.063 1

３根回し労力
.168** .160** 1

４妥協的調整
.160** .072 .406** 1

５出世：上司の意向
優先 .276** .064 .218** .342** 1

７評価：社内評判
.081 .126* .131* .266** .153** 1

９社内政治性
.178** -.005 .072 .225** .196** .239** 1

１０ビジョン・戦略
明示 -.202** -.040 -.167** -.278** -.257** -.148* -.166* 1

１１戦略・論理性
-.201** .046 -.170* -.253** -.248** -.126 -.145* .659** 1

１２現状把握
-.251** .083 -.082 -.187** -.185** -.016 -.130 .567** .451** 1

１３PDCA実行
-.316** .143* -.092 -.298** -.275** -.036 -.182** .616** .501** .564** 1

** p<.01, * p<.05  両側検定。　項目番号は、本文に記載した質問の番号に呼応している。

表4- 3

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用

プロセス

④経営幹部の資質

①経営幹部による意思
決定プロセス

②ミドルによる社内調
整プロセス
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された（20 相関変数中 13 係数63 ）（下記 表 4-3(再掲)の③部分参照）。ここにおい

ても概念モデルが想定した因果関係、すなわち、経営幹部の資質が彼らを中心メンバ

ーとする取締役会や経営会議を頂点とする社内の意思決定・社内調整プロセスに予定

調和的・妥協的な色彩を付与していることと整合的な結果となっている。 

このように、変数間の相関係数は、概念モデルが想定した各要素間の因果関係と

整合的な結果を示しており、各要素が衰退惹起サイクルとして相互に強化しあう関係

にあることを強く示唆するものである。 

以上から、X 社には衰退惹起サイクルが駆動している可能性が高いことが明らかに

なったということができよう。 

 

 

 

3.3. 衰退惹起サイクルと組織の衰退との因果関係 

以上から、X 社において衰退惹起サイクルが駆動している可能性が高いことが明ら

かになった。一方で、X 社においては、既に事業構造改革が遅れ業績が悪化する状

態、すなわち組織の衰退が現実に生じている。 

衰退惹起サイクルが駆動するとなぜ組織の衰退が生じるのか。前章の事例研究で

                                                 
63 全会一致原則と PDCA 実行が正の相関を示しているのは直感に反する部分がある

が、PDCA のための明確な基準が存在するために合意形成が容易であり異論が出に

くいとの解釈が可能である。 

分析の焦点 項目 1 2 3 4 5 7 9 10 11 12 13
１活発な議論(逆）

1

２全会一致原則
-.063 1

３根回し労力
.168** .160** 1

４妥協的調整
.160** .072 .406** 1

５出世：上司の意向
優先 .276** .064 .218** .342** 1

７評価：社内評判
.081 .126* .131* .266** .153** 1

９社内政治性
.178** -.005 .072 .225** .196** .239** 1

１０ビジョン・戦略
明示 -.202** -.040 -.167** -.278** -.257** -.148* -.166* 1

１１戦略・論理性
-.201** .046 -.170* -.253** -.248** -.126 -.145* .659** 1

１２現状把握
-.251** .083 -.082 -.187** -.185** -.016 -.130 .567** .451** 1

１３PDCA実行
-.316** .143* -.092 -.298** -.275** -.036 -.182** .616** .501** .564** 1

** p<.01, * p<.05  両側検定。　項目番号は、本文に記載した質問の番号に呼応している。

表4-3(再掲）

③ミドルの出世条
件・経営幹部登用

プロセス

④経営幹部の資質

①経営幹部による
意思決定プロセス

②ミドルによる社内
調整プロセス

①

②

③
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は、衰退惹起サイクルは事業環境が一定である間には大きな問題を生じさせない一方

で、ひとたび事業環境変化が生じた場合に組織の衰退を生じさせるとし、その理由と

して衰退惹起サイクルによって企業に生じる 3 つの現象が挙げられた。それらは、

①組織成員の環境変化への感度の低下、②意思決定における経済合理性の阻害、③事

業構造改革への躊躇の 3 点である。 

ここで、この 3 点につき再び X 社と Y 社のデータを比較してみたい。3 点を確認

するために設けた質問 16 から 19 に関する両社のデータ及び t 検定の結果を表 4-4 

に示す。 

 

 

 

表 4-4 が示すとおり、全ての項目において有意差が確認され、上記①～③の事象が

X 社においてより強く見られることが明らかになった。X 社においては、既に確認し

た衰退惹起サイクルが駆動するとともに、これら 3 点の存在によって事業構造改革

の遅れによる組織の衰退が生じていると考えられ、概念モデルと整合的な結果が示さ

れたこととなる。 

 

3.4. 愛社精神 

 質問調査票では、質問 20 で情緒的コミットメントを尋ねている。この結果を最後

に確認しておきたい（表 4-5）。概念モデルでは、不振企業の組織成員の愛社精神は

高く、彼らが善意で衰退惹起サイクルに参加しており、そのために当該サイクルが自

己維持的な性格を有することが示されている。表 4-5 が示すように、情緒的コミット

メントは X 社、Y 社とも高い水準となっており有意な差異は存在しない。概念モデ

M SD M SD

質問１6　会議：競合・市場志向
公の会議では、競合や顧客・市場などの事業環境が、必ず議論
される。(逆）

3.23 0.93 2.75 0.91 ＊＊＊

質問１7　日常会話：社内志向
職場や飲み会での同僚との会話は、大半が社内の話であり、顧
客や競合の話はすくない。

3.53 1.005 3.20 .968 ＊＊

質問１8　合理性・戦略性
役員は、客観的・定量的根拠を元に、戦略的な思考で意思決定
を行っている。

3.49 0.96 3.93 0.76 ＊＊＊

質問19　改革断行力
役員は、決断を先送りせず、リスクや痛みを伴う意思決定ができ
る

3.47 1.05 4.12 0.82 ＊＊＊

表4-4

*　p<.05, ** p<.01, *** p<.001　両側検定

略称名 質問文
X社 Y社 有意

水準
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ルが想定したとおり、X 社の組織成員は善意で衰退惹起サイクルに参画していること

が窺える。 

 

 

 

3.5. 考察 

 以上、本章における計量的実証研究から、組織の衰退から脱却できない X 社の状

態が、少なくとも調査時点においては前章で導出された概念モデルと整合的であるこ

と、具体的には 2.1 の研究設計において既述した下記の 2 点が確認された。これによ

り、前章で導出された概念モデルは、一定程度の妥当性を有することが検証されたと

考えられる。 

 

① 調査時点において、X 社で衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動していると考

えられること。 

② 調査時点において、X 社における衰退惹起サイクルの駆動と同社の組織の衰退

の間に因果関係が推定できること。 

 

4. 小括 

   

本章においては、計量的実証研究により前章で導出された概念モデルの検証を行っ

た。組織の衰退から脱却できない X 社及び衰退からの脱却に成功しつつある Y 社の 2

社のデータによって、概念モデルが一定程度の妥当性が存在することが検証された。 

 

  本論文は、序章で提示したとおり次の 2 つの研究課題を設定している。 

 

① 組織の衰退を認識しながらそこから脱却できない日本企業には、業種横断的に

類似するメカニズムが存在するのではないか。 

②  上記メカニズムには、日本の文化的な要因が影響を及ぼしているのではないか。

M SD M SD

質問20　情緒的コミットメント
私は、他の会社ではなく、この会社に勤めて本当によかったと思
う。

3.92 .958 4.02 .847 n.s.

*　p<.05, ** p<.01, *** p<.001　両側検定

表4-5

略称名 質問文
X社 Y社 有意

水準
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すなわち、日本企業には上記メカニズムが駆動しやすい傾向や「癖」があるので

はないか。 

 

  このうち、第 1 の研究課題については、第 3 章の事例研究において概念モデルを導

出したうえで、本章の計量的実証研究による検証を加えたことで、一つの方向性を出

すことが出来たと考える。続く第 5 章では、第 2 の研究課題、すなわち日本の文化的

要因と概念モデルの関係性の分析に取り組むこととしたい。 
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第５章  

計量的実証研究：文化的要因の影響の検証 

 

1. はじめに 

  

序章で述べたとおり、本論文は 2 つの研究課題を有している。第一の研究課題、

組織の衰退から脱却できない日本企業に業種横断的に存在するメカニズムの解明につ

いては、第 3 章で概念モデルを導出し、前章でその検証を行った。本章では、第二

の研究課題である日本の文化的要因の影響の分析を行うこととする。果たして日本企

業には第 3 章の概念モデルのメカニズムが駆動しやすい文化的な「癖」があるので

あろうか。この点を第 2 章でレビューを行った文化心理学のフレームワークを援用

して検討する。文化心理学のフレームワークが、70 年代、80 年代に展開された日本

的経営論への批判に答えうるものであることは、既に第 2 章で確認したところであ

る。 

 

2. 研究方法 

 

2.1. 研究設計 

 本章では、日本的経営論に対する強い批判点であったステレオタイプの議論に陥る

ことを回避するために実証データに基づく研究を行うこととし、質問調査票を用いた

計量的実証研究を研究方法として採用する。また、経営学としての議論を展開すると

ともに経営実務への示唆を抽出するために、文化心理学のフレームワークを援用しつ

つも、経営施策に関する変数（以下 経営的要因）をモデルに取り入れる。仮に文化

的要因が日本企業組織に影響を与えているとしても、それを経営的要因によってどの

程度相殺、低減できるかを確認する。 

 なお、本章は心理学のディシプリンを援用するために、分析モデルにおける被説明

変数は組織成員一人ひとりの選好や行動となる。そして、説明変数として文化心理学
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の知見に基づく文化的尺度を採用することに加えて、経営的要因に関する変数を投入

する。日本的経営論の議論は、日本企業の制度やその運用の特徴を被説明変数、文化

的要因を説明変数とし、かつ計量的実証研究の手法を採用していないが、本章はそれ

とは明確に異なるアプローチを採用する。 

 調査対象は、前章で対象とした X 社及び Y 社を含む、消費財用部材を製造する上

場企業グループ全社の本社の役員及び社員である。当該グループは、上場持株会社と

傘下の事業会社 5 社の合計 6 社で構成されている。事業を展開している市場セグメ

ントにおけるシェアは、いずれも上位に位置している。 

 

2.2. データ収集源 

 研究データの収集は、前章と同じく当該企業グループが 2014 年 8 月に組織調査を

実施した際に、本研究に必要な項目の挿入の許可を得て、無記名の質問調査票をグル

ープ内に配布・回収することにより行われた64。有効回答65は 6 社合計で 888 名であ

る。回答者の年代別内訳は 20 代 109 名、30 代 200 名、40 代 309 名、50 代 203

名、60 代 67 名、役職別内訳は役員 49 名、部長 86 名、課長 181 名、係長 115 名、

一般社員 457 名、採用別内訳は新卒採用 804 名、中途採用 84 名となっている。 

 

2.3. 調査票の質問項目 

2.3.1. 主要な変数：内向き行動、自身の選好、職場の雰囲気 

本章の分析においては、組織成員一人ひとりの行動が被説明変数となる。そのため、

第 3 章で導出した概念モデルの衰退惹起サイクル（図 5-1 再掲）の構成要素の中から

組織成員の行動を抽出しやすい要素として、「①経営陣による意志決定プロセス」及び

それに伴う「②ミドルによる社内調整プロセス」に着目することとし66、それらの特

徴である予定調和的な意思決定と妥協的な事前調整を構成する組織成員の行動として、

a）意見表明の自粛、b）他部門への意見具申の自粛、c）異論や摩擦の回避、d）社内

                                                 
64 調査票の配布及び回収は、持株会社人事部局によって行われた。 
65 後述する AMOS というソフトウェアを活用する制約から、欠損値のないサンプル

に限定して分析対象としている。 
66 衰退惹起サイクルの「③ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセス」について

はその内容が出世のための「条件」であるため組織成員に広く見られる「行動」を抽

出しにくいこと、また、「④経営陣の資質」については経営陣のサンプル数が少ない

（49 名）ことに加えて、質問調査票によって経営陣本人に質問することが必ずしも

適切ではない内容が含まれることを考慮した。 
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情報への関心の偏重の 4 点を取り上げ、それらを尋ねる質問項目を下記のようにオリ

ジナルで作成した（以下これら 4 点の行動を「内向き行動」と総称する）。なお、本章

における質問項目は全て 5 件法のリッカートスケールにて回答を求めている。 

＊質問１：私は、公の会議の流れを邪魔するような批判的な発言はしないようにし 

ている。（行動：意見自粛） 

＊質問２：私は、公の会議では他の部門の案件であっても、自分の意見を遠慮せず 

に述べることにしている（逆）。（行動：他部門意見自粛） 

＊質問３：私は、仕事を進める上では、職場や社内から異論がでないかを最も重要

視している。（行動：異論･摩擦回避） 

＊質問４：私は、競合や顧客･市場の動きには絶えず関心を持っており、情報を収集  

している（逆）。（行動：関心社内偏重） 

 

 

また、組織成員の行動が各自の選好に基づくものかどうか、すなわち内向き行動を

自らの好んでとっているのか否かを確認するために、内向き行動に関する組織成員の

選好（以下「自身の選好」）を尋ねる質問項目を作成した。 

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内
調整力、派閥等への所属、
「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル

図5-1（再掲）
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＊質問５：私は、個人的には、反対意見があれば公の会議でも遠慮せずに発言すべ 

きと思う（逆）。（選好：意見自粛） 

＊質問６：私は、個人的には、他の部門の仕事であっても、遠慮せずに意見を言う 

べきだと思う（逆）。（選好：他部門意見自粛） 

＊質問７：私は、個人的には、仕事をして行く上で職場に摩擦が生じることはやむ 

をえないと思う（逆）。（選好：異論･摩擦回避） 

＊質問８：私は、個人的には、社内の情報よりも、顧客･市場や競合の動きの方が重  

要だと思う（逆）。（選好：関心社内偏重） 

加えて、組織成員が感じている職場の雰囲気が組織成員の行動に与える影響を確認

するために、周囲の雰囲気(以下「職場の雰囲気」)を尋ねる下記の項目を作成した。 

＊質問９：（職場には67）公の会議では反対意見があっても言わない方がよいという

雰囲気がある。（職場：意見自粛） 

＊質問１０：（職場には）他の部門の仕事には、口を出すべきではないという雰囲気  

がある。（職場：他部門意見自粛） 

＊質問１１：（職場には）仕事は、社内に摩擦を生じさせず円滑に進めることが重要  

であるという雰囲気がある。（職場：異論･摩擦回避） 

＊質問１２：（職場には）顧客･市場や競合の動きよりも、社内の情報の方が重要で  

あるという雰囲気がある。（職場：関心社内偏重） 

 

2.3.2. 文化的要因に関する変数 

 文化的要因に関する変数としては、文化心理学における代表的な変数である文化的

自己観を採用する。具体的には、第 2 章で紹介した文化心理学の主要な 2 つのアプロ

ーチ双方の知見を援用するため、適応論的アプローチの細分化された尺度を使用する

こととし（Hashimoto and Yamagishi, 2013; Hashimoto and Yamagishi, 2014a）、下

記の４分類の質問項目を用いた68。先行研究に倣い、それぞれの平均値を分析におい

て採用する。 

＜自己主張（クロンバックα＝.748）＞ 

                                                 
67 これらの質問は、職場に関する質問群の中に挿入されたため、それぞれの質問文

自体には「職場には」との文言は入っていない 
68 調査票に掲載できる質問数の制約から、Hashimoto & Yamagishi(2014a)で用いて

いる各自己観 5 問からそれぞれ 3 問を選択し援用した。 
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 ＊質問１３：私は、いつも自分の意見をはっきり言う。 

 ＊質問１４：私は、いつも自分の立場をちゃんと主張するようにしている。 

 ＊質問１５：私は、人と話をするときには、直接的にずばりと言う方が好きだ。 

＜排除回避（クロンバックα＝.681）＞ 

 ＊質問１６：私は、つい人の視線が気になってしまう。 

 ＊質問１７：私は、周りの人がどう思うか気になって、自分のしたい事をそのまま 

出来ないことがある。 

 ＊質問１８：私は、周りの人との関係や、地位の違いがつい気になってしまう。 

＜調和追求（クロンバックα＝.717）＞ 

 ＊質問１９：私は、周りの人との間で和を保つことを大切にしている。 

 ＊質問２０：私は、周りの人の気持ちを尊重するようにしている。 

 ＊質問２１：私は、周りの人と協力していると心地よく感じる。 

＜ユニークネス追求（クロンバックα＝.668）＞ 

 ＊質問２２：私は、ほかの人とは違った生き方をしたい。 

 ＊質問２３：私は、周りの人に左右されない生き方をしたい。 

 ＊質問２４：私は、ほかの人とは違う自分が好きだ。 

 

2.3.3. 経営的要因に関する変数 

経営陣が社員の行動に影響を及ぼす態様を網羅するのは困難であるが、本章の目的

が文化的要因の影響に対する経営的要因の効力を確認することにあるため、その限り

において網羅性は必ずしも必要ではない。 

本章では、経営陣が社員の行動や選好に影響を与える形態として、①社員個々人の

問題意識や視座に働きかける、②社員の社会的環境の一つである社内人事制度を変更

する、の 2 形態を想定し、下記の質問項目を用意した。 

＜社員個人の問題意識に関する変数＞ 

＊質問２５：私は、会社の向かうべき方向性やビジョン、戦略を理解している。（ビ

ジョン･戦略理解） 

＊質問２６：私は、自分の業務が会社の事業計画とどのように結びついているかを

理解している。（自業務の役割理解） 

＊質問２７：私は、他の会社ではなく、この会社に勤めて本当に良かったと思う。 

（情緒的コミットメント） 
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＊質問２８：私は、自分がこの会社を背負っていかなければならないと思う。（会社

を背負う意識） 

  

上記のうち、ビジョン･戦略理解及び自業務の役割理解の質問項目はオリジナルで

ある。ビジョン･戦略･事業計画は、その性質上いずれも市場･顧客・競合を強く意識す

るものであるため、これらの理解を促進することによって内向き行動が低減すると想

定した。 

 情緒的コミットメントは、Allen & Mayer(1990)の尺度を援用している。また、会社

を背負う意識は、鈴木(2007)の「組織を背負う意識」尺度を援用した。鈴木(2007)は、

組織を背負う意識を、組織の現在に対する関係を規定する情緒的コミットメントとは

異なり、未来の組織との関係を含む概念として弁別可能であるとしている。ともに会

社にとって必要な行動を促し内向き行動を低減させると想定した。 

 

＜人事制度に関する変数＞ 

＊質問２９：人事考課に一番影響を与えるのは、目標・計画達成度や成果である。

（成果重視考課） 

＊質問３０：人事考課に一番影響を与えるのは、社内の評判である。（評判重視考課） 

＊質問３１：抜擢人事など、意外と思うような人事異動は少ない。（低意外性人事）  

  

上記は、いずれもオリジナルの項目である。成果重視考課は、成果を得るために必

要な行動を誘発するために内向き行動を低減させる一方、評判重視考課は突出した行

動を抑制し、内向き行動を増大させると想定した。また低意外性人事は、社員の周囲

の環境が大きく変らないことを意味するため同じく突出した行動を抑制し、内向き行

動を増大させると想定した。 

 

2.3.4. 制御変数 

 制御変数としては、3 つの変数を用いた。まず、第 2 章で紹介した適応論的アプロ

ーチが年齢とともに文化的自己観が変化すると主張していることを考慮し、デモグラ

フィック変数として年代を採り上げた。また、適応論的アプローチに立てば、役職が

上がるほど内向き行動をとる必要性が低下すると考えられるため、管理職ダミーを投

入した。また、中途採用者は、「ソト者」であるがゆえに内向き行動をとらない傾向に
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あるのか、逆に社内に馴染むために内向き行動を新卒者よりもとる傾向にあるのかを

確認することを目的として、中途採用ダミーを投入した。 

 

2.4. 研究プロセス 

 本章では、共分散構造分析69を用いて、図 5-2 に示す 2 段階の分析枠組みによって

分析を行う。最初に内向き行動に対する文化的要因（文化的自己観）、自身の選好、職

場の雰囲気の影響を分析し、文化的な要因の影響を検証する（分析１）。次に、経営的

要因に関する変数を投入し、その影響を分析する（分析２）。文化的な要因の影響を経

営的要因でどの程度相殺、低減できるかを検証することを目的とする。 

 なお、分析２では、衰退から脱却できない X 社とそれ以外の 5 社を分けて分析を行

い、両者における経営的要因の影響の差異を確認する。 

 

 

3. 結果分析と考察 

  

変数の記述統計と変数間の相関分析の結果を表 5-1 に示す。 

 

                                                 
69 AMOS というソフトウェアを使用した。 

自身の選好

内向き行動

職場の雰囲気

文化的要因
（文化的自己観）

図5-2 分析枠組み

分析1

経営的要因

分析2

自身の選好

内向き行動

職場の雰囲気

文化的要因
（文化的自己観）
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分
類

変
数

M
SD

1
2

3
4-1

4-2
4-3

4-4
5-1

5-2
5-3

5-4
6-1

6-2
6-3

6-4
7-1

7-2
7-3

7-4
8

9
10

11
12

13
14

1年
代
（
注
）

2.91
1.11

1

2管
理
職
（
課
長
以
上
=1）

0.36
0.48

.450 **
1

3中
途
採
用
（
中
途
採
用
=1）

0.09
0.29

-.039
-.071 *

1

4-1行
動
：
意
見
自
粛

3.41
0.96

.003
-.041

-.034
1

4-2行
動
：
他
部
門
意
見
自
粛

3.04
0.94-.205 **-.258 **

.035
.274 **

1

4-3行
動
：
異
論
･摩

擦
回
避

2.70
0.87

-.013
-.064

-.027
.278 **

.097 **
1

4-4行
動
：
関
心
社
内
偏
重

2.77
1.10-.187 **-.252 **

-.014
.091 **

.344 **
.087 **

1

5-1選
好
：
意
見
自
粛

2.10
0.86-.158 **-.139 **

.012
.167 **

.333 **
.139 **

.211 **
1

5-2選
好
：
他
部
門
意
見
自
粛

2.35
0.90-.122 **-.146 **

.027
.181 **

.455 **
.123 **

.191 **
.533 **

1

5-3選
好
：
異
論
･摩

擦
回
避

2.52
0.96

-.076 *-.129 **
-.053

.160 **
.254 **

.071 *
.133 **

.210 **
.311 **

1

5-4選
好
：
関
心
社
内
偏
重

2.45
0.83-.137 **-.124 **

.015
.100 **

.192 **
.043

.223 **
.232 **

.215 **
.199 **

1

6-1職
場
：
意
見
自
粛

2.69
1.02

-.006
-.076 *

.128 **
.076 *

.037
.053

-.010
.045

-.033
-.053-.089 **

1

6-2職
場
：
他
部
門
意
見
自
粛

2.78
1.01

.049
-.048

.114 **
.036

.034
.092 **

-.031
-.003

.005
-.029-.095 **

.668 **
1

6-3職
場
：
異
論
･摩

擦
回
避

3.11
0.94

.031
-.058

.065
.103 **

-.003
.117 **-.107 **

-.049
-.017

.074 *-.124 **
.388 **

.508 **
1

6-4職
場
：
関
心
社
内
偏
重

2.57
0.94

-.086 *-.092 **
.049

-.008
-.030

.071 *
.081 *

.028
-.038

-.034-.094 **
.336 **

.309 **
.256 **

1

7-1自
己
主
張

3.31
0.80

.204 **
.211 **

.043-.223 **-.524 **-.127 **-.347 **-.386 **-.330 **-.228 **-.164 **
-.023

.025
.030

.053
1

7-2排
除
回
避

3.07
0.79-.196 **-.157 **

-.019
.197 **

.222 **
.291 **

.139 **
.129 **

.059
.058

.001
.105 **

.050
.078 *

.133 **-.281 **
1

7-3調
和
追
求

4.01
0.63

.129 **
.138 **

.016
.186 **

-.046
.102 **-.214 **-.128 **-.139 **

.068 *
-.051

-.084 *
-.063

.086 **-.112 **
.108 **

.141 **
1

7-4ユ
ニ
ー
ク
ネ
ス
追
求

3.21
0.74

-.004
.019

.026-.110 **-.244 **
-.041-.123 **-.199 **-.259 **-.145 **-.184 **

.062
.078 *

.065
.148 **

.299 **
-.008

.016
1

8ビ
ジ
ョ
ン
･戦

略
理
解

3.83
0.97

.426 **
.408 **

-.025
-.016-.272 **

-.001-.380 **-.180 **-.185 **
-.046-.132 **-.079 *

-.018
.043-.130 **

.310 **-.129 **
.309 **

.048
1

9自
業
務
の
役
割
理
解

3.93
1.00

.309 **
.377 **

-.027
-.040-.244 **

-.050-.349 **-.236 **-.202 **-.091 **-.140 **-.093 **-.076 *
-.014-.162 **

.300 **-.106 **
.336 **

.081 *
.642 **

1

10情
緒
的
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

3.93
0.96

.263 **
.181 **

.019
.080 *-.104 **

.045-.173 **-.086 *-.073 *
-.035

.030-.106 **-.086 *
.023-.095 **

.203 **
-.062

.311 **
-.008

.364 **
.345 **

1

11会
社
を
背
負
う
意
識

3.27
1.16

.135 **
.337 **

-.025
-.077 *-.380 **

.001-.436 **-.194 **-.267 **-.145 **-.163 **-.107 **
-.053

.018
-.065

.396 **
-.055

.266 **
.175 **

.430 **
.423 **

.352 **
1

12成
果
重
視
考
課

3.40
0.93

.138 **
.116 **

-.061
.073 *

-.035
.087 **

.019
-.053

-.013
-.044

.005-.193 **-.128 **-.096 **-.172 **
.030

.028
.205 **

.022
.217 **

.199 **
.174 **

.161 **
1

13評
判
重
視
考
課

2.73
0.97-.095 **-.165 **

.011
.039

-.069 *
.097 **

-.049
.021

-.071 *
-.006

-.079 *
.263 **

.212 **
.186 **

.243 **
.039

.099 **-.076 *
.097 **-.080 *-.068 *-.073 *

-.006-.148 **
1

14低
意
外
性
人
事

3.65
1.05

.050
.056

.080 *
.046

-.010
.031

-.005
-.019

-.052
-.057-.088 **

.047
.072 *

.116 **
.074 *

.066 *
.000

.065
.058

.089 **
.014

.024
-.015

-.031
.047

1

注
）

経
営

的
要

因

**　
1% 水

準
で
有
意
 (両

側
)、

*　
5% 水

準
で
有
意
 (両

側
)

年
代
：
20代

=1,30代
=2,40代

=3,50代
=4,60代

=5

表
５
－
１
　
記
述
統
計
及
び
相
関
分
析

統
制

変
数

内
向

き行
動

自
身

の
選

好

職
場

の
雰

囲
気

文
化

的
自

己
観
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3.1. 分析 1 

分析 1 を共分散構造分析にて行った結果を図 5-3 に示す。図を複雑にしないために

潜在変数である「内向き行動」と「自身の選好」に関する観測変数は図中の表にまと

めている。 

 

 

図 5-3 において、東アジア地域において弱いとされる相互独立的自己観を構成する

自己主張及びユニークネス追及が内向き行動及び自身の選好に負の影響を及ぼしてい

る。一方、東アジア地域において優勢とされる相互協調的自己観については、排除回

避が正の影響を及ぼしている。調和追求の影響は弱く、かつ自身の選好への影響と内

向き行動への影響が逆方向であるため相殺されることを考えるとその影響は小さいと

考えられる。職場の雰囲気は有意な影響を及ぼしていない。 

相互独立的自己観が負の影響を及ぼす一方で相互協調的自己観 (排除回避)が正の影

響を及ぼすことは、東アジア地域にある日本企業の組織成員には、北米地域と比較し

て内向き行動を選好するとともに実際に内向き行動をとる傾向が強いことが示唆され

ると解釈できる。 

図5-3 分析1

管理職

年代

統制変数

ユニークネス追求

自己主張

排除回避

調和追求

文化的要因

p<.001
p<.01
p<.05
p<.1

-.153

-.070

-.226

-.087

.160

-.385

.525

n: 888
GFI: .946, AGFI: .909, RMSEA:.072

-.382

採用形態

-.092

.065

潜在変数 観測変数 標準化係数 確率
行動：意見自粛 .351 -
行動：他部門意見自粛 .727 ***
行動：異論･摩擦回避 .235 ***
行動：関心社内偏重 .448 ***
選好：意見自粛 .668 -
選好:他部門意見自粛 .764 ***
選好:異論･摩擦回避 .394 ***
選好:関心社内偏重 .344 ***

*** p<.001
-　: パスが１に固定されるため算出されない

内向き行動

自身の選好

内向き
行動

(.78)

自身の
選好

(.31)

職場の雰囲気

潜在変数の括弧内の数字は決定係数

観測変数 潜在変数
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なお、自身の選好が内向き行動に強く影響していることは狭義の文化心理学アプロ

ーチの主張と整合的である一方で、排除回避が自身の選好ではなく、内向き行動のみ

に影響している点については適応論的アプローチの主張と整合的であり、双方の主張

が共存する結果が示されたと解釈できる。すなわち、組織成員の内向き行動は、本人

が好きでとっている側面と周囲から排除されることを回避するために適応的な観点か

ら「敢えて」とっている側面の２つの側面が共存していることになる。いずれにせよ、

文化的な要因が組織成員の行動に影響を及ぼしていることに変わりはない。 

 

４種類の文化的自己観と年齢の相関を取ったグラフを図 5-4 に示す。自己主張が年

齢とともに上昇し（r=.204, p<.01）、排除回避が下降している(r=-.196, p<,01)点にお

いて適応論的アプローチの主張と整合的である一方で、調和追求が年齢とともに上昇

している点において（r=.129, p<.01）、狭義の文化心理学アプローチの主張と整合的

となっている。すなわち、年齢が上がるにつれて周囲から排除される心配が低減する

とともに自分の意見を主張することによるデメリットも低減するため、排除回避が下

降し自己主張が上昇するとの適応論的な解釈が可能であるともに、日本の文化圏で長

い時間過ごすほど人々の「準拠枠」としての調和追求が選好として取り入れられると

する狭義の文化心理学アプローチの解釈も同時に成立しうる。図 5-3 と同じく双方の

主張が共存する結果と解釈できよう。 
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3.2. 分析 2 

 日本企業の組織成員には、分析 1 が示唆するように文化的に内向き行動を選好し実

際にその行動をとる傾向があるとして、それでは経営は如何なる手を打つことができ

るのか。その分析に移りたい。既述のとおり、分析 2 では X 社以外の 5 社と X 社にサ

ンプルを分割して分析を行う。その結果をそれぞれ図 5-5 及び図 5-6 に示す。 

 

2.70

2.90

3.10

3.30

3.50

3.70

3.90

4.10

4.30

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代

平
均
値

年齢

図5-4 年齢と文化的自己観の関係

自己主張

排除回避

調和追求

ユニークネス追求

自己主張 r=.204(p<.01)
排除回避 r=-.196(p<.01)
調和追求 r=.129(p<.01)
ﾕﾆｰｸﾈｽ追求 r=-.004(n.s.)
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n :609
GFI: .930, AGFI: .885, RMSEA:.070

管理職

年代

統制変数

ユニークネス追求

自己主張

排除回避

調和追求

文化的要因

ビジョン・戦略理解

自業務の役割理解

情緒的コミットメント

会社を背負う意識

成果重視考課

低意外性人事

経営的要因

p<.001
p<.01
p<.05
p<.1

-.093

-.230

-.341

-.107.114-.127

.098

.109

-.278

.117

-.206

-.309

.471

図5-5 分析2 ： X社以外5社

.175

評判重視考課

採用形態

潜在変数 観測変数 標準化係数 確率
行動：意見自粛 .296 -
行動：他部門意見自粛 .673 ***
行動：異論･摩擦回避 .186 ***
行動：関心社内偏重 .540 ***
選好：意見自粛 .676 -
選好:他部門意見自粛 .752 ***
選好:異論･摩擦回避 .427 ***
選好:関心社内偏重 .393 ***

*** p<.001, 
-　: パスが１に固定されるため算出されない

自身の選好

内向き行動

職場の雰囲気

内向き
行動

(.90)

自身の
選好

(.28)

潜在変数の括弧内の数字は決定係数

観測変数 潜在変数
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 X 社以外の 5 社(図 5-5)においては、経営的要因が内向き行動及び自身の選好に多様

な影響を及ぼしていることが示された。ビジョン･戦略理解、自業務の役割理解及び会

社を背負う意識が、いずれも内向き行動を低減させる方向に作用しており、当初の想

定どおりとなった。低意外性人事が内向き行動を増大させる方向に作用したのも想定

どおりである。一方、情緒的コミットメント及び成果重視考課については、内向き行

動を増大させる方向に作用しており、当初の想定とは逆の結果が示された。評判重視

考課は、非有意となった。なお、文化的要因については分析１とほぼ同様の結果とな

ったが、調和追求が非有意となった。 

 一方 X 社においては、他の 5 社と大きく異なる結果となった。図 5-6 から明らかな

とおり、経営的要因の大半が非有意となっており、唯一会社を背負う意識のみが内向

き行動を低減させる方向に作用している。文化的要因については、他の 5 社と大きな

差異はない。 

 

 

図5-6 分析2 ： X社

n :279
GFI: .935, AGFI: .894, RMSEA:.062

管理職

年代

統制変数

ユニークネス追求

自己主張

排除回避

調和追求

文化的要因

ビジョン・戦略理解

自業務の役割理解

情緒的コミットメント

会社を背負う意識

成果重視考課

低意外性人事

経営的要因

p<.001
p<.01
p<.05
p<.1

-.126

-.176

-.388

-.207

-.242

-.329

.434

.220

評判重視考課

採用形態

-.157

潜在変数 観測変数 標準化係数 確率
行動：意見自粛 .324 -
行動：他部門意見自粛 .701 ***
行動：異論･摩擦回避 .267 **
行動：関心社内偏重 .490 ***
選好：意見自粛 .611 -
選好:他部門意見自粛 .727 ***
選好:異論･摩擦回避 .345 ***
選好:関心社内偏重 .229 **

*** p<.001
-　: パスが１に固定されるため算出されない

内向き行動

自身の選好

潜在変数の括弧内の数字は決定係数

観測変数 潜在変数

職場の雰囲気

内向き
行動

(.81)

自身の
選好

(.37)
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3.3. 考察 

 本章の実証研究から得られた発見事実は大きく 2 点に分けることができる。 

 第一に、本論文が分析対象とした内向き行動及びそれに関する自身の選好に関して

は、東アジア地域の文化的特性が影響している可能性が存在する。分析対象企業グル

ープの組織成員の内向き行動及び自身の選好に関して、東アジア地域で優位とされる

相互協調的自己観、特に排除回避がプラスの影響を及ぼすことが示された。また、同

地域で弱いとされる相互独立的自己観（自己主張及びユニークネス追求）がマイナス

の影響を及ぼすことが示された。これは、日本企業組織には、組織成員が内向き行動

を好むとともに、そうした行動をとる傾向が文化的に内在していることを示唆するも

のである。この傾向は、組織の衰退から脱却できない X 社以外の 5 社についても示さ

れた（図 5-5）ことから、組織の衰退の如何を問わず、日本企業組織に一般的に存在す

る可能性があると考えられる。 

この点を第 3 章で導出された衰退惹起サイクル（図 5-1）と照らし合わせると、日

本の文化的要因は、「①経営幹部による意思決定プロセス」に予定調和的な色彩を付与

し、それに伴う「②ミドルによる社内調整プロセス」の妥協色を強める影響を及ぼす

と考えられる。したがって、日本企業組織には、文化的要因によってこの両点が誘起

され、衰退惹起サイクルが駆動しやすい文化的傾向が一般的に内在するとの解釈が可

能である（図 5-7）。 

また、第 3 章の事例研究において、業績が好調な企業においても衰退惹起サイクル

を構成する要素が一部存在することが確認されたことは、上記解釈と整合的である。 
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 本章の発見事実の第二の点は、組織成員の選好や行動に対して文化的要因の影響が

存在する一方で、経営的要因も多様な影響を及ぼすことができ、文化的要因の影響を

相殺、低減することが可能であるという点である。 

会社の向かうべき方向性やビジョン･戦略、そして自らの業務の事業計画との関わ

りといった「ソト」を志向するものの理解を促進し、抜擢人事などにより「ウチ」の

環境を揺さぶることによって内向き行動を低減させる可能性が存在することが示唆さ

れた。また、内向き行動を大きく低減させる会社を背負う意識についても、組織成員

のキャリア見通しが影響することが指摘されており（鈴木，2007）、経営施策によりそ

の醸成が可能と考えられる。 

 一方、情緒的コミットメント及び成果重視考課については、当初の予想に反し内向

き行動又は自身の選好を増大させることが示された。情緒的コミットメントが会社を

背負う意識と逆の影響をもたらすことは、前者が「ウチ」を向いた志向性を有する一

方、後者は「ソト」を向いた志向性を有することが示唆される。成果重視考課が内向

き行動を増大する結果が示されたのは、調査対象が本社組織であることが影響してい

る可能性が考えられる。本社組織においては、業務の性格上目標や成果を明確に定義

することは意外と難しい。目標や成果の設定次第によって、十分な議論をせずに形式

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル

図5-7

文
化
的
要
因

誘起
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上目標を達成すればよいという安易な行動が誘発される可能性が示唆されたと考えら

れる。 

 経営的要因に関しては、企業差が大きいことも明らかになった。特に、X 社におい

ては、経営的要因の殆どが影響を及ぼしておらず、組織成員の会社を背負う意識のみ

によって文化的な影響が低減している状態となっている。経営陣が社員に対して十分

な影響力を及ぼしていないことが示唆される。組織衰退プロセスから脱却するために

は、従来とは異なる戦略を採用し、組織に摩擦を生みながらもそれを実行することが

必要となる可能性が高い。そのためにも、組織成員の内向き行動を可能な限り低減さ

せ、市場や競合を意識した活発な社内議論を喚起していくことが必要となろう。その

意味で、X 社においては経営陣がイニシアティブを発揮する余地が大きく残っている

と考えられる。 

  

4. 小括 

 

本章では、本論文の第二の研究課題である日本の文化的要因の影響の分析を行った。

文化心理学のフレームワークを援用した計量的実証研究から、日本企業組織の組織成

員には、内向き行動を選好し実際にそうした行動をとる傾向が文化的に存在する可能

性が明らかになった。かつ、その傾向は実際に組織の衰退に陥っている企業以外にも

広く存在する可能性が示唆された。 

これにより、日本企業組織においては、図 5-7 が示すように、文化的要因によって

「①経営幹部による意思決定プロセス」及び「②ミドルによる社内調整プロセス」が

誘起され、衰退惹起サイクルが駆動しやすい傾向が一般的に内在することが示唆され

たことになる。しかしながら、一方でこうした文化的な傾向は何らコントロールでき

ないものではなく、様々な経営施策によって相殺、低減することが可能であることも

併せて示唆された。 
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結章 

要約と考察 

 

1. はじめに 

  

本論文の結びとなる本章では、次節で本論文の要約を行った上で、第 3 節で本論

文の理論的意義、第 4 節で実践的意義について論じる。そして最後に、本論文の限

界と今後の課題を示す。 

 

2. 論文の要約 

  

本論文は、次の 2 つの研究課題を設定し検討を行った。 

① 組織の衰退を認識しながらそこから脱却できない日本企業には、業種横断的に類

似する組織内メカニズム（衰退メカニズム）が存在するのではないか。 

② 上記衰退メカニズムには、日本の文化的要因が影響を及ぼしているのではない

か。すなわち、日本企業には上記衰退メカニズムが駆動しやすい傾向や「癖」が

あるのではないか。 

 

第 1 章では、組織の衰退に関する先行研究のレビューが行われた。先行研究だけ

では、組織成員が組織の衰退に気づいていながらそこから脱却できないメカニズムを

解明することが困難であることが示され、先行研究の知見をダイナミックな視点で再

構成することの必要性が示された。また、日本企業の衰退メカニズムを検討するため

には、分析対象にミドルを加えることの重要性が言及され、本論文の分析のフレーム

ワークが提示された。 

第 2 章では、文化的要素に関する先行研究のレビューが行われた。70 年代、80 年

代に展開されたいわゆる日本的経営論の系譜がレビューされるとともに、それに対す

る批判点が明確にされた。その後、90 年代から発展を見せている文化心理学の知見

がレビューされ、当該学術分野が日本的経営論に対する批判に答えうるものであり、

本論文でそのフレームワークが援用可能であることが示された。 
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第 3 章では、産業再生機構等の公的な企業再生支援機関が支援対象とした企業及

び対照事例として好業績を上げている業界トップクラスの企業を研究対象とした比較

事例研究が行われ、研究課題①に関する概念モデル（図 結-1 再掲）が導出された。 

 

 

続く第 4 章では、この概念モデルを検証するために、同一の上場企業グループに

属する事業会社の中から、組織の衰退という観点から対照的な 2 社、すなわち、長

期間に亘る組織の衰退から脱却できずにいる X 社と経営陣のリーダーシップによっ

て組織の衰退からの脱却に成功しつつある Y 社を採り上げ、質問紙調査による計量

的実証研究が行われた。その結果、調査時点において X 社においては概念モデルの

衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動していること及びそれによって X 社の組織の

衰退が生じていることが検証され、当該概念モデルが一定の妥当性を有することが示

唆された。 

第 5 章においては、研究課題②を検討する観点から文化心理学のフレームワーク

を援用した計量的実証研究が行われた。第 4 章の X 社及び Y 社が属する企業グルー

プ全 6 社を対象とした質問紙調査が実施され、日本企業の組織成員は、組織の衰退

に陥っている、いないにかかわらず、文化的に内向き行動を選好し、実際にそういっ

た行動をとる傾向にあることが示唆された。内向き行動は、概念モデルの衰退惹起サ

１ 事業環境変化への感度
の低下

２ 意思決定の経済合理性
の阻害

３ 事業構造改革の躊躇

組織の衰退

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル 事
業
環
境
変
化

図結-1（再掲）
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イクル中で「①経営幹部による意思決定プロセス」及び「②ミドルによる社内調整プ

ロセス」の構成する組織成員の行動であるため、第 5 章の研究によって日本企業組

織においては文化的要因によってこの両点が誘起され、衰退惹起サイクルが駆動しや

すい文化的な傾向が一般的に内在する可能性が示唆された（図結-2）。 

 

 

 

以上により、本論文の研究課題とした 2 点については、下記の結論が示唆された

ということができよう。 

 

① 衰退を認識しながらそこから脱却できない日本企業には、図結-1 のような業種

横断的に類似するメカニズムが存在する。 

② 上記メカニズムには、図結-2 のように日本の文化的要因が影響を及ぼしてお

り、日本企業には衰退惹起サイクルが駆動しやすい文化的な傾向・「癖」が存

在する。 

 

 

 

１ 事業環境変化への感度の
低下

２ 意思決定の経済合理性の
阻害

３ 事業構造改革の躊躇

組織の衰退

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル
事
業
環
境
変
化

図結-2

文
化
的
要
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3. 本論文の理論的意義 

  

次に、本論文の理論的意義を明らかにするために、先行研究との関係を整理して

おきたい。 

 

3.1. 組織の衰退に関する研究群  

 本論文は、組織の衰退に関する先行研究が必ずしも十分に説明することができなか

った、組織成員が組織の衰退を認識しながらそこから脱却できないメカニズムを、先

行研究の知見をダイナミックな観点で再構成し、個々の組織成員を見れば、善意かつ

適応的に行動していながらも、意図せざる結果（沼上, 2000）として組織が衰退する

自己維持的なメカニズムとして解明した点に理論的意義を見出すことができる。  

また、組織の衰退に関する先行研究では十分に焦点が当てられてこなかったミド

ルを分析対象に含めた点も、特に日本企業の組織の衰退の研究に対して理論的な貢献

となり得るものである。 

 

3.2. 個体群生態学アプローチ 

本論文の分析は、個体群生態学アプローチが主張する構造的慣性に関しても理論

的な貢献を成し得るものと考えられる。 

既述のとおり、個体群生態学アプローチは、構造的慣性が生じる組織内要因とし

て、①埋没コスト、②意思決定者が入手しうる情報の制約、③組織内の政治的制約、

④歴史的経緯から生じる規範的制約の４点を挙げている。本論文が明らかにした概念

モデルは、整理の仕方こそ一致しないが、上記４点の内容を含んでいる。①埋没コス

トは事業構造改革に対して社内から反対が表明される理由の一つであり、また、②意

思決定者が入手しうる情報の制約は、組織成員の環境変化への感度が下がること及び

ミドルによる社内調整によって全会一致による合意が可能な議案しか経営会議等に上

程されないことに呼応すると考えられる。③組織内の政治的制約は、社内政治力が強

い経営幹部が行う予定調和的な意思決定プロセスの制約と類似しており、最後の④歴

史的経緯から生じる規範的制約は、経営幹部の意思決定プロセスの背後に存在する対

立回避と社内秩序遵守の規範による制約と考えられる。 

 この意味で、本論文は、日本の不振企業という限定されたサンプルを対象としては

いるものの、個体群生態学アプローチが主張する構造的慣性について、上記 4 点の
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組織内要因を内包しながらそれが生成される組織内メカニズムの一つのパターンを明

らかにしており、この点が理論的な貢献と考えられる。 

 また、Hannan & Freeman（1977）は、分析対象とする個体群（population）

を、「環境への脆弱性において同質性を有するもの」70と定義し、個体群の捉え方は

研究のテーマ毎に変化すべきものとしている。本論文が導出した概念モデルは、事業

環境変化に脆弱で淘汰されやすい個体群を業種横断的な見地から同定したものと見る

ことができよう。 

 

3.3. 組織の＜重さ＞研究 

組織の＜重さ＞研究と本論文の内容には類似した点が少なくない。衰退惹起サイ

クルの各要素には、組織の＜重さ＞を構成する要素と類似したものが含まれている。 

 しかしながら、本論文が明らかにした衰退惹起サイクルが自己維持的に駆動し続け

る点は、不振企業においては、組織の＜重さ＞の各構成要素が相互に強化しあいなが

ら＜重さ＞自体が自律的に拡大再生産されるメカニズムが駆動している可能性を示唆

するものである。この点で、本論文は同研究に新たな視点を提供するものと考えられ

る。 

 

3.4. 経営学における文化的要因分析の新たなアプローチ 

 上記先行研究に対する理論的貢献に加えて、本論文は日本企業組織における文化的

要因の影響を新たな視点から分析するとともに、文化心理学と経営学の協働の可能性

を示した点にも理論的意義を見出すことができる。日本的経営論以降、経営学におけ

る文化的要因の検討は、組織文化などの個々の企業を分析単位としたものに限定さ

れ、日本文化といった国単位の文化については、言葉を選ばずに言えばある種の「胡

散臭さ」を伴ったものとみなされ、研究の対象として採り上げられることは少なくな

っていた。 

文化心理学は、日本的経営論に対して向けられた①実践的示唆の欠如、②ステレ

オタイプ的傾向の強さと実証データの欠如、③日本の特殊性への偏重と一般理論への

志向の欠如といった批判のうち、②及び③に答えうる実証性とグローバル性を兼ね備

えている。また、①については、第 5 章で試みたように説明変数に経営的要因を加

                                                 
70 Hannan & Freeman(1977), pp934 
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えるなどの研究設計上の工夫で十分に対応可能である。経営学が文化心理学と協働す

ることにより、文化的な要因を再度経営学としての研究対象にすることが可能となる

と考えられる。文化心理学の研究対象は、当初の東アジア及び北米に留まらず他地域

へ拡大している。日本企業のグローバル化が進展する中、両学術分野が協働すること

により、日本企業が他文化圏の人や社会と共存していくための多くの示唆が提供され

ると考えられる。 

 

4. 本論文の実践的意義 

 

本論文が導出した衰退メカニズムの衰退惹起サイクルは、経営実務の観点から極

めて重要な 4 つの特徴を有している。その特徴とは、①日本の文化的要因がその生

成・駆動を促進する方向に作用する可能性があること（第 5 章）、②業界トップクラ

スの企業にもその構成要素の一部が存在すること（第 3 章）、③衰退惹起サイクルが

一度駆動するとそれを内部から止めることは困難であると考えられること（第 3

章）、④事業環境変化が生じるまで問題として顕在化しないと考えられること（第 3

章）、の 4 点である。この 4 点から導出される本論文の実践的な意義を論じてみた

い。 

 

4.1. 日本企業への警鐘 

 第一に、本論文が明らかにした諸点は日本企業への警鐘となるものである。第 5

章において、日本企業に広く衰退惹起サイクルが駆動しやすいモーメンタムが文化的

に内在している可能性が示され、第 3 章では業界トップクラスの企業にすら衰退惹

起サイクルの構成要素の一部が存在することが明らかにされた。また、衰退惹起サイ

クルは事業環境が変化するまでは問題として顕在化せず、逆に事業環境が一定の状況

下では組織の効率を高める効果をも持ちうる性質を有することも示された。 

このため、日本企業においては、経営者が認識しないうちに衰退惹起サイクルが

駆動してしまい、事業環境が変化し実際に適応不全が生じるまでそのサイクルが駆動

していることにすら気付かないリスクが内在することが示唆される。衰退惹起サイク

ルにおいて組織成員は善意でありかつ適応的に行動しているため、一度駆動してしま

うとそれを内部から止めることは難しい。経営者自身も善意で衰退惹起サイクルに参

画してしまうためである。 
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この点は、日本企業組織が有する文化的な弱点ともいえよう。本論文は、日本企

業全体に対して警鐘を鳴らすとともに、日本企業の経営者に対して、自らの参画も含

め自社に衰退惹起サイクルが駆動していないかを検証することの重要性を強く示唆す

るものである。本論文の第一の実践的意義はこの点にあると考える。 

 

4.2. 衰退惹起サイクルの防止策 

 それでは、衰退惹起サイクルの駆動をいかに防止すればよいのであろうか。第 3

章の好調企業の分析がヒントを提供してくれる。好調企業には、①事実に基づく正論

を尊重する規範の存在、②人事部門の強い牽制機能、③PDCA の実践と責任体制の

明確化といった破綻企業には見られない特徴が見られた。好調企業は、破綻企業と一

部類似する特徴の上に、この 3 点をしっかりと「上書き」することによって衰退惹

起サイクルの駆動を防止していると考えられる。経営者が認識しないうちに衰退惹起

サイクルが駆動してしまうことを回避するためには、経営者はこの 3 点をしっかり

自組織にインストールされているかを絶えずチェックすることが必要となろう。第 3

章でも述べたように、②、③は、企業では人事管理組織及び経営管理組織が担当する

ものである。近年のダウンサイジングの影響を受けてこれらの部署は縮小される傾向

が見られるが、本論文はこれらの組織の機能と役割を再定義することの重要性を示唆

するものである。また、①については、経営者自らが率先垂範して導入し、維持して

いくことが重要となろう。 

 また、第 5 章の分析において組織成員の内向き行動を低減させる方向に影響を及

ぼすことが示された経営施策も防止策として有効となろう。ビジョン・戦略の理解や

自業務の役割の理解といった点は経営陣の社内コミュニケーションの重要性を示唆す

るものである。また、会社を背負う意識が内向き行動を低減させる一方で情緒的コミ

ットメントが逆に増大させる影響を及ぼしていることも示唆に富む。鈴木(2007)が指

摘するようにキャリアの見通しを良くする工夫をするなど、会社を背負う意識の醸成

を図り、情緒的コミットメントとのバランスをとる工夫が必要となろう。また抜擢人

事など、「ウチ」を揺さぶる人事施策の必要性については、上記「人事部門の強い牽

制」とも通じる部分が存在する。上述した第 3 章の好調企業の事例は衰退惹起サイ

クルの駆動を組織の仕組みとして防止する性格が強い一方で、第 5 章の示唆する施

策は組織成員一人ひとりの内向き行動そのものに働きかける性格を有し、相乗効果を

持ちうるものと考えられる。 
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 こうした衰退惹起サイクルの駆動を防止するためのインプリケーションを提供した

ことが、本論文の第二の実践的意義である。 

 

4.3 実務専門家の指摘の体系化・理論化 

 本論文は、企業再生に関わる実務専門家の多くが指摘してきた内向きな風土や経営

者のリテラシー不足といった破綻企業の特徴を、学術的な方法論によって体系化・理

論化した。これが第三の実践的意義である。本論文は、破綻企業に中に入りその再生

を担うターンアラウンドマネージャーや破綻企業のスポンサーとなって企業再生を企

図する投資家に対して、破綻企業の組織を分析する際の理論的視座を提供すると考え

られる。 

 

5. 本論文の限界と今後の研究課題 

 

 最後に、本論文の限界と今後の研究課題について言及する。本論文の結論の外的妥

当性については、一定の留保が必要である。本論文は第 3 章の比較事例研究におい

て、複数業種の事例を対象とし、各事例を相対化できる視点を持った方々へインタビ

ューを行うことにより、外的妥当性の問題を低減する工夫は行ったものの、事例研究

の限界を超えるものではない。また、第 4 章、第 5 章の計量的実証研究について

は、サンプル企業数が少数に限られていることに加え、質問項目としてオリジナルな

ものを多く採用している。第 5 章における文化的要因の分析においては、文化心理

学の知見を援用しているとはいえ、分析対象は日本企業に留まっている。 

今後、本論文の結論の外的妥当性を向上させるために、他国企業を対象とする研

究も含めた研究の蓄積が必要であることは言を俟たない。 
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補章 

オーナー系企業の衰退メカニズム 

 

1. はじめに 

 

本論文では、非オーナー系企業を対象として衰退メカニズムの研究を行った。こ

の補章では、第 3 章の調査対象に含まれていたオーナー系企業71に見られる衰退メカ

ニズムを論ずることとしたい。オーナー企業には非オーナー企業とは異なった衰退メ

カニズムが駆動していることが明らかにされる。 

以下、次節において研究方法を示した上で、第 3 節において事例の研究を行い、

非オーナー系企業と対比した形でオーナー系企業の衰退メカニズムを提示する。ま

た、第４節においてはオーナー系企業が破綻に向かうプロセスの中で金融機関の関与

が増大した事例に焦点を当て、金融機関がオーナー系企業に与えた影響について分析

を行う。 

 

2. 研究方法 

 

2.1. 研究設計 

 研究設計については、第 3 章に既述のとおりである。研究対象は、株式会社産業

再生機構等の公的な企業再生支援組織（以下 再生機構等）が実際に支援対象とした

オーナー系企業 3 社（以下 不振企業）72及び対照的に好業績を収める企業 1 社73

（以下 好調企業）である。不振企業 3 社の企業規模は、大手企業 1 社、中堅企業

（売上高 100~500 億円規模）2 社となっており、いずれも異なる業種に属してい

                                                 
71 第 3 章で記述のとおり、創業オーナー又はその一族が破綻時又はその近年まで実

質的な経営を担っていた企業を指す。株式の持分比率が過半を超えていることを必ず

しも意味しない。 
72 第 3 章にて既述のとおり、企業名の秘匿が研究対象とする条件となっているた

め、業種･売上高･社員数等は記載せず、公的支援組織についてもその支援先が公開さ

れているため、特定しない。 
73 不振企業と同じ理由で業種･売上高･社員数等を記載しない。 
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る。好調企業は大手企業であり、不振企業 3 社のいずれとも異なる業種に属してい

る。不振企業が再生機構等に支援を要請するに至った理由は必ずしも同一ではないが

74、経済合理性を欠く過大投資及び事業構造改革（コア事業への経営資源の集中、不

採算事業の撤退、高コスト構造の是正）の遅れや不十分さという点においてほぼ共通

している。 

 なお、不振企業 3 社（E 社、F 社及び G 社）間には、ガバナンスの形態に若干の

差異が存在する。 

 大手企業である E 社においては、創業者自身がオーナーとして近年まで経営に携

わっていたが、業績不振に陥り非創業家の人間に経営がバトンタッチされ、その後破

綻に至っている。したがって、破綻時点における E 社はオーナー系企業ではないも

のの、破綻原因の大半がオーナーが現役時の意思決定に起因していることに加え、非

創業家の人間が経営に携わった期間が短く、組織に創業者の影響が色濃く残っている

ことから、オーナー系として研究対象とした。一方、中堅企業である F 社及び G 社

については、創業者自身は引退し、破綻時には別の創業家出身者がオーナーとして経

営を担っていた。なお、好調企業 S 社においては、創業者自身が現在も経営を担っ

ている。 

 

2.2. データ収集源、研究プロセス 

 データ収集源は、第 3 章に既述のとおり、①半構造化インタビュー、②再生機構

等の発表資料、③その他の公知の諸資料（有価証券報告書、新聞記事など）であり、

表 補-1 にその概要を、各企業のプロファイルとともに示している（第 3 章の表 3-1

からオーナー系企業部分を抜粋したものである。） 

 

                                                 
74 破綻に至った理由は、再生機構等により公にされている。 



120 

 

 

 

 第 3 章における非オーナー系企業に関する調査と同じく、半構造化インタビュー

は、①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセス、③ミド

ルの出世条件及び経営幹部登用プロセス及び④経営幹部の資質、それぞれの特徴を中

心に聴取した。インタビュー対象者数及びインタビュー時間は、不振企業については

18 名に計 23.5 時間、好調企業については 4 名に計 5 時間となっている。 

再生機構等発表資料、公知の資料の取扱いについても非オーナー系企業と同様、

前者については破綻事由の確認、後者については経営幹部のプロファイルの確認を主

たる目的として参照した。 

研究プロセスについても、同様に事例研究からの理論構築プロセス（Eisenhardt, 

1989）に準拠した。インタビューは全て録音の上文字に起こし、質的データの分析

法（佐藤, 2002; 2008）に則り定性的コーディングを実施し、分析の焦点である①経

営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセス、③ミドルの出世

条件及び経営幹部登用プロセス、及び④経営幹部の資質、それぞれの観点から事例と

コードのマトリックスを作成し、メカニズムの概念モデルを検討した。 

 

3. 事例及び分析 

  

以下では、まずオーナー系不振企業 3 社に共通する特徴を、第 3 章で導出した非

オーナー系企業の衰退メカニズムの概念モデル（図 補-1 再掲）に呼応する形で抽出

人数 時間 人数 時間 人数 時間 人数 時間 人数 時間
不振企業 E社 大手企業 オーナー系 7 9 2 3 2 2 1 1 12 15

F社 中堅企業 オーナー系 3 4 0 0 0 0 0 0 3 4
G社 中堅企業 オーナー系 3 4.5 0 0 0 0 0 0 3 4.5

好調企業 S社 大手企業 オーナー系 2 3 2 2 0 0 4 5
合計 13 17.5 4 6 4 4 1 1 22 28.5

不振企業 E社 大手企業 オーナー系 ○ ○ ○ ○
F社 中堅企業 オーナー系 ○ - ○ －
G社 中堅企業 オーナー系 ○ - ○ －

好調企業 S社 大手企業 オーナー系 － ○ － －
注）「機構等資料」：再生機構等の発表資料、「有報」：有価証券報告書、「記事」：新聞記事（日経テレコン）
　　「その他」：再生関係者の著作に当該企業に関する記述が存在するもの。

不振／
好調

企業プロファイル
機構等
資料

公知の資料

企業名 規模
オーナー系／
非オーナー系

有報 記事 その他

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ 合計

NA

表　補-1　企業プロファイル及びデータ収集源

不振／
好調

企業プロファイル インタビュー対象者数・インタビュー時間

企業名 規模
オーナー系／
非オーナー系

機構等派遣者 OB 転入者



121 

 

し、両者の差異を確認することとしたい。その上で、オーナー系好調企業との比較を

行う。 

 

 

3.1. 不振企業の特徴 

3.1.1. 経営幹部による意思決定プロセス：オーナーへの権限の一極集中 

 不振企業における経営幹部による意思決定プロセスは、オーナーに極端に権限が集

中している点に特徴がある。E 社の OB 等75は、創業者がオーナーとして現役であっ

た時の様子を下記のように述べている。 

 

 ＊「会議は、意思決定というよりは、彼の意思を聞く、彼に報告する会議だっ

た。」 

 ＊「会議は、オーナーの意向をまず聞くスタイルだった。オーナーとの個別のミー

ティングで内容が決まり、そこで決まったことを形式的に稟議にあげていた。

そもそもオーナーが戦略をすべて決めていた。（組織は）それについて行くとい

う体質だった。」 

                                                 
75 発言者の特定を防ぐため、OB 及びプロパー役社員を併せて本章では「OB 等」と

表記し一体として扱う。 

１ 事業環境変化への感度
の低下

２ 意思決定の経済合理性
の阻害

３ 事業構造改革の躊躇

組織の衰退

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・幹部の意向忖度・社内

調整力、派閥等への所
属、

「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

④経営幹部の資質

・社内政治力の強さ

・低い経営リテシー・
実務能力

①経営幹部による意思決定プロセス
予定調和的色彩の強さ

②ミドルによる社内調整プロセス
事前調整の重視と妥協色の強さ

自己維持的
に駆動

衰退惹起サイクル 事
業
環
境
変
化

図補-1（再掲）
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＊「意思決定に関して、オーナーは強烈だった。答えは決まっていて、それに対

して自分たちが疑問を持つことは全く無かった。」 

 

 F 社、G 社についても、「ほとんどトップが決めて、『ハイ』という感じ。議論とい

う感じは無い」（F 社機構等派遣者76）、「会議の出席者は、オーナーの顔色をうかが

って何も言わない」、「オーナーが自分で判断し、マイクロマネジメントを行う。」（G

社機構等派遣者）と同様である。 

 再生機構等の企業再生の事例においては、経営幹部は退任することが原則となって

いるため77、F 社及び G 社においては再生機構等の関与に伴いオーナーが退任し、既

にオーナーが退任していた E 社においても経営陣の交代が行われている。 

オーナーが抜けた後の経営幹部は、機構等派遣者の目に「皆で議論して物事を決

めることに慣れていない」（E 社機構等派遣者）、「決める力が無い、自ら決めようと

する意思がない、決めるほかないのに決めることができない」（F 社機構等派遣者）、

「自らの意見を言わない、会議の場で発言しない」（G 社機構等派遣者）と自ら意思

決定することに不慣れであると映っている。オーナー一人に意思決定権限が集中して

いたことを裏付けるコメントである。 

 

 非オーナー系不振企業に見られた相互不可侵原則やその背景にある部分最適志向

は、オーナー系企業にも同様に見られている。「部門毎の部分最適が強かった」、「領

分を侵さないという感じがあった」（E 社機構等派遣者）、「事業は縦割り。他人の事

に口を差し挟まない」、「横串を刺す人もいなかった」（F 社機構等派遣者）、「他部門

のことは知ろうともしない」（G 社機構等派遣者）と機構等派遣者のコメントは類似

している。 

しかしながら、目に見える現象は非オーナー系企業と類似しているものの、その

現象が生じる理由には差異があるようだ。非オーナー系不振企業において相互不可侵

原則が存在したのは、経営幹部間において対立を回避する誘因が働いていたことは第

3 章で示したとおりであるが、オーナー系企業においては、特に意思決定権限がオー

                                                 
76 発言者の特定を防ぐため、本章においては転入者も含めて「機構等派遣者」とい

う言葉を用いる。 
77 オーナーの退任のタイミングについては、必ずしも再生機構等の支援開始と同時

ということはない。このため、機構等派遣者がオーナーの社内での振舞いを一定期間

観察する機会が存在することが多い。 
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ナー一人に集中していることが大きく影響していると考えられる。すなわち、全体最

適を考えるのはオーナー一人で良く、他の幹部陣は「取締役といえども彼のスタッ

フ」（F 社機構等派遣者）に過ぎない。彼らに期待されているのは、自らが担当する

部門の情報をオーナーに提供した上で意思決定を仰ぎ、それを忠実に実行することで

ある。オーナーがこうした役割を期待していることは、オーナー系不振企業において

部門間の人事異動はほとんど行われていないことにも現れている。大半の幹部は、一

つの部門の「たたき上げ」であり「他部門を経験していないので意見を言えない」

（E 社 OB 等）こととなる。役割として期待されておらず、また知識も持ち合わせて

いないことがオーナー系不振企業に相互不可侵原則が存在する理由であると考えられ

る。 

オーナー退任後の各社について、機構等派遣者からは部門間連携の悪さが共通に

指摘されている。E 社機構等派遣者は、部門間コミュニケーションがそれまでゼロに

近かったことに配慮し自らがイニシアティブを発揮して行った部門間連携が社内で

「こんなことは初めて見た。革命的だ」と評されたと回想している。 

 

 いわゆる PDCA サイクルについても、非オーナー系企業と同様にしっかり回って

いない。しかしながら、この理由も異なっていると考えられる。非オーナー系不振企

業においては、第 3 章で既述のとおり犯人探しを行わず対立を回避し、予定調和的

な意思決定を行うことが主たる誘因となっていたが、オーナー系不振企業において

は、そもそも PDCA サイクルは、意思決定の全権を握る「オーナーの頭の中だけで

回って」（E 社 OB 等）おり、それで必要かつ十分であるためと考えられる。成功失

敗の判断もオーナー個人が行っており、少なくともオーナー個人の中では仕事が完結

していると考えられる。このため組織に PDCA サイクルが根付いておらず、オーナ

ー退任後の経営陣にそのサイクルを回す意思やノウハウが欠如してしまうこととな

る。機構等派遣者の関連するコメントを示す。 

 

＊「PDCA は得意ではなかった。会議での宿題もフォローするとやっていないこと

が結構あった。」（E 社機構等派遣者） 

＊「PDCA は、機構が入るまでなかった。」（F 社機構等派遣者） 

＊「PDCA はなかったし、投資に対する成功･失敗の判断をはっきりとしていた感じ

ではなかった。」（G 社機構等派遣者） 
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3.1.2. ミドルによる社内調整プロセス：＜錦の御旗＞による事後調整 

非オーナー系企業に見られた事前調整は、オーナー系企業ではほとんど行われて

いない。意思決定権限がオーナー一人に集約されておりその必要がないためと考えら

れる。部門間調整は、主としてオーナーの意思決定を実行に移す段階で必要となるた

め、オーナー系企業の社内調整は事後調整が中心となる。その際「『オーナーがこう

いっている』、ということで社内調整は終わってしまう」（E 社 OB 等）、「オーナーが

言っているということが調整メカニズムとして機能していた」（G 社機構等派遣者）

とのコメントが示すとおり、オーナーの意向がいわば＜錦の御旗＞として機能してい

るようだ。 

したがって、組織としての調整メカニズムは必要とされず、これがオーナー退任

後に、部門間調整に多大な時間を要する課題となって顕在化する。E 社 OB 等は「オ

ーナーから○○さん（非創業家出身の経営者）に代わって社内調整がスローダウンし

た。部門間調整に時間がかかるようになった。」と回想し、E 社機構等派遣者は「部

門間調整は、トップの方針があればさっとまとまるが、『君たちできめてごらん』と

いうとまとまらない」、G 社機構等派遣者は「（調整メカニズムの役割を）機構の人

間が担っていた。やっていなかったらスタックしていたと思う。調整のメカニズムが

組織にビルトインされていなかった」とコメントしている。 

この＜錦の御旗＞を活用する社内調整プロセスは、E 社機構等派遣者が「『○○さ

んが言ったのでこれで行く。』ということが多かった。きっと昔はオーナーの名前だ

ったのだろう」とコメントしているとおり、オーナー退任後にも組織成員に根付いた

慣行として継続していたことが窺える。 

 

3.1.3. ミドルの出世条件及び経営幹部登用プロセス：オーナーへの忠実さと実務能

力及びオーナーとの相性 

 オーナーに意思決定権限が集中している中で、ミドルにはオーナーの意向を実行に

移す力、実務能力が求められることになる。「オーナーの言うとおりに仕上げる人」

（E 社機構等派遣者）、「（偉くなれるかは）オーナーの意向に沿うかどうか。」（F 社

機構等派遣者）、「偉くなるタイプは、オーナーの言われたことをしっかりやる人」

（G 社機構等派遣者）とインタビューのコメントは類似している。「オーナーに対し

て意見をいう人は出て行った。オーナーに意見を言うのは偉い人にはご法度」（E 社
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OB 等）とオーナーへの忠実性も当然必要となる。ミドルは、部門間異動がほとんど

行われない中で自分の担当分野における実務能力を磨いていくこととなるが、最終的

に経営幹部に登用されるか否かは、オーナーの一存にかかっている。そのため、オー

ナーから気に入られることが極めて重要な条件となる。この点についてはそれぞれの

オーナーの選好が強く反映するために、求められる特性は一様ではない。 

「オーナーの車を毎日磨き続けて偉くなった人がいた。オーナーがそれをさせる面が

あった」（F 社機構等派遣者）という事例がある一方で、創業オーナーが近年まで指

揮を執った E 社においては、「出世するのは、成果を出す人。ベンチャー企業の経営

者みたいなタイプ。特定の分野でドンドン成果を出してのし上がっていくタイプ」

（E 社 OB 等）というようにオーナー自身と類似した行動特性を持った人間が重用さ

れていたようだ。 

 

3.1.4. オーナーを除く経営幹部の資質：実務能力偏重 

 上記出世条件をクリアしオーナーによって経営幹部に登用された組織成員は、実務

能力は有するものの経営陣としてのリテラシーには乏しい特徴を有することとなる。 

担当分野のたたき上げのため当該分野の実務能力には秀でており、日々のオペレ

ーションを行うことにはなんら問題はない。その一方で、意思決定権限がオーナーに

集中しているため、戦略的な思考や経営問題を考えることは自らの仕事と捉えておら

ず、あくまでもオーナーの意向を素早く執行に移すための現場の長としての役割を担

うことに注力している。 

オーナーからすれば、自らが指名した経営幹部は形式上はともかく実態上は、あ

くまでも自らの意思を具現化するための機能でしかなく、一緒に経営問題を考えるチ

ームでもなければ、ましてや自らに牽制をかけるべき経営陣の一員との認識は存在し

ないと思われる。 

 このため、機構等派遣者など外部者の目には、オーナー退任後の経営陣としては極

めて物足りなく映っており、そのリテラシーや戦略的な思考に関するコメントの内容

は厳しいものばかりである。 

 

＊「皆オーナーのイエスマン。戦略は考えられない。・・・単純目標に対して勢い

があるときはいいが、自分たちで考える必要があると困ってしまう。リテラシ

ーは低い。戦略論を語れない。」（E 社再生機構等派遣者） 
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＊「経営リテラシーは低い。自部門のことばかり考えている。取締役といえども

オーナーのスタッフにすぎない。」（F 社再生機構等派遣者） 

＊「オペレーションはまわせていた。日々の意思決定レベルはできていたが、経

営は無理。戦略的思考が苦手だった。」（G 社再生機構等派遣者） 

 

 リーダーシップ特性は、F 社、G 社については人間関係志向性に偏重しているとの

指摘が多かった一方で、E 社については成果志向性が強い幹部が存在したとの指摘も

多く、一様ではない。F 社、G 社についてはオーナーが 2 代目となっている一方で、

E 社については創業オーナーが近年まで現役であったことが影響している可能性があ

る。 

また、E 社の経営幹部については、機構等派遣者が「変な同居感」と表現するユニ

ークな特徴が指摘されている。すなわち、同社においては本社スタッフ系の幹部に

は、数字を活用した論理的議論が得意な人材が多く登用されている一方で、事業ライ

ンの幹部には論理的ではないものの勢いがある「肉食系」（E 社機構等派遣者）の人

材が多く登用されていたというものである。E 社は、創業者であるオーナーの退任

後、創業家以外の人間が一時期経営を担ったが、オーナー退任の前後から金融機関の

関与が拡大しており、それが影響を及ぼしている可能性がある。この点については、

後ほど節を改めて論じることとしたい。 

 

 以上、オーナー系不振企業に見られた特徴をまとめて見たい。①経営幹部による意

思決定プロセスについては、意思決定権限がオーナーに一極集中し、②ミドルによる

社内調整プロセスは、オーナーの意思決定を実行に移す段階、すなわち事後調整が中

心となり、「オーナーが言っている」との＜錦の御旗＞によって瞬時に調整が行われ

る。こうしたプロセスの特徴を反映し、③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス

においては、オーナーに忠実でその意向を体現するための実務能力を備えることが重

要な条件となり、幹部への登用はオーナーが自らと相性が良い者をオーナーが一存で

選任するプロセスとなっている。④経営幹部の資質については、このプロセスを反映

し、実務能力はあるものの戦略的思考は苦手で経営リテラシーは低くならざるをえ

ず、結果、オーナーの意思決定に影響を及ぼすことは困難となり、①経営幹部による

意思決定プロセス及び②ミドルによる社内調整プロセスの特徴が維持されることとな

る。このように①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによる社内調整プロセ
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ス、③ミドルの出世条件･経営幹部登用プロセス、④経営幹部の資質、それぞれの特

徴は、①＆②⇒③⇒④⇒①＆②、とサイクルを構成していると考えられる。 

 このサイクルが駆動している限り、オーナー系不振企業の命運は、オーナーの意思

決定に依存することとなる。不振企業が事業環境の変化に適応できず、これらの企業

が残念ながら破綻に追い込まれたのは、ひとえにオーナーの意思決定の過誤に帰属さ

れるべきものと考えられる。このサイクルが動いている限り社内にその過誤を補正す

るメカニズムは存在し得ない。なお、不振企業 3 社ともに、インタビュー対象者か

らは社員の愛社精神･帰属意識の高さが指摘されている。オーナーの意向に忠実に従

い、その意向の実現に向けて努力した社員の姿が浮き彫りにされる。以上のオーナー

系企業で駆動しているメカニズムを図補-2 に示す。 

 

 

3.2. 非オーナー系不振企業との比較 

次に、このオーナー系企業の組織衰退メカニズムを、第３章で導出した非オーナ

ー系企業の組織衰退メカニズム（図補-1）と比較してみたい（表 補-1）。 

 

③ミドルの出世条件・
経営幹部登用プロセス

・オーナーへの忠実性と
実務能力

・オーナーの一存

オーナーとの相性の重要
性

④経営幹部の資質

・実務能力偏重

・低い経営リテシー

①経営幹部による意思決定プロセス
意思決定権限のオーナー一極集中

②ミドルによる社内調整プロセス
「錦の御旗」による事後調整

衰退惹起サイクル

事
業
環
境
変
化

図補-2

オ
ー
ナ
ー
の
意
思
決
定
の

過
誤

組
織
の
衰
退
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第 3 章で示したとおり、非オーナー系企業の組織衰退メカニズムにおいては、ひ

とたび衰退惹起サイクルが駆動してしまうと、企業が大きくハンドルを切ることが困

難になる。企業の事業環境への感度が低下することに加え、特に社内に摩擦が生じる

事業構造改革への取組みが「組織的に」躊躇される。非オーナー企業の衰退惹起サイ

クルは特定の個人に起因して駆動するものではなく、経営幹部とミドルが広く参画し

て駆動し続ける性質を有する。この意味で、このサイクルは「組織的に」駆動してい

るのである。したがって、仮に経営陣の一部がその存在に気づきそれを停止させよう

としても、「組織的に」駆動している以上、それは容易ではない。 

 これに対し、オーナー系企業における衰退惹起サイクルにおいては、その主動力と

なっているのがオーナー一個人である点に大きな特徴がある。企業が事業環境変化に

適応できるかどうかは、オーナー個人の意思決定にかかっていることは既述のとおり

であり、事業環境変化が生じると必ず適応不全、すなわち組織の衰退が生じるとは限

らない。オーナー自身が事業環境変化を察知し、適切な意思決定を行うことによって

適応できるケースも多いと考えられる。衰退惹起サイクルが駆動していることが必ず

しも環境変化への適応不全を生じさせるわけではない点が非オーナー系企業との最大

の相違点であるといえよう78。 

 このため、オーナー系の企業再生は、この点に関する限り非オーナー系と比較して

難易度が低いことが示唆される。機構等派遣者のコメントにも、「この人がリーダー

だと思った人についていく習性がある」（E 社機構等派遣者）、「オーナーに仕えてい

                                                 
78 この意味で、オーナー企業については「衰退惹起サイクル」という名称が必ずし

も適当ではないと考えられるが、非オーナー企業との比較をわかりやすくするため

に、この名称のまま使用する。 

非オーナー系不振企業 オーナー系不振企業

①経営幹部による意思決定プロセス 予定調和的色彩の強さ 意思決定権限のオーナー一極集中

②ミドルによる社内調整プロセス 事前調整の重視、妥協色の強さ ＜錦の御旗＞による事後調整

③ミドルの出世条件・
　経営幹部登用プロセス

・幹部意向の忖度と社内調整力、派閥等
への所属、「出過ぎない、気が利く」

・恣意性・政治性の強さ

・オーナーへの忠実性と実務能力

・オーナーの一存：オーナーとの相性の
重要性

④経営幹部の資質
強い社内政治力、低い経営リテラシー・
実務能力

実務能力偏重、低い経営リテラシー

表　補-1
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たので、新しいリーダーにも順応した」（G 社機構等派遣者）と、組織成員が新たな

リーダーの指揮命令に従う様子が窺える。 

 

3.3. 好調企業との比較 

 次に、好調企業との比較を行ってみたい。上記不振企業の特徴にそって好調企業関

係者に実施したインタビューから、その差異を確認する。 

3.3.1. 経営幹部による意思決定プロセス 

 好調企業においても不振企業同様に、意思決定の権限はオーナーに一極集中してい

る。「物事はオーナーが全部決める。役付き役員ですら、自分の所掌内のことも決め

られない」、「○○会（会議名称）は、意思決定会議との立てつけになっているが実質

上はオーナーだけが意思決定を行う」、「S 社は軍団。オーナーという神が存在する。

オーナーと我々という構図。会議は彼の独演会に過ぎない。」（S 社 OB 等79）と、権

限規程は存在するものの実質上は全てオーナーの判断を仰ぐ形になっている。 

会議で提案される議案についても、「説明者以外の役員が自ら意見を述べることは

ない。オーナーがどう思うかと意見を聞くものの、最終的にはオーナーが決め

る。・・・提案途中に『こんなのありえない』と言われて終わってしまうことも多

い。約半分がそう。」と、担当役員とオーナーの一対一の関係で議論が行われてお

り、役員間で議論が行われることは少ないようだ。「オーナーからは全部見えている

が、下の連中は横のことはわからない」と、不振企業と同様に役員間の相互不可侵が

成立している。 

また、PDCA については、現場のオペレーションレベルでは極めて精緻に行われ

ているが、「会社の方針の PDCA はない」というように経営レベルについてはオーナ

ー個人の頭の中のみで PDCA が行われているようであり、この点でも不振企業と類

似している。 

  

3.3.2. ミドルによる社内調整プロセス 

ミドルによる社内調整プロセスについても、不振企業と類似している。「部門間調

整メカニズムは、『オーナーが言っている』ということがキー。他の人が言っても調

整できない。全てにおいてオーナーにお伺いを立てるので、彼のお墨付きがないと真

                                                 
79 好調企業のインタビュー対象者は全員 S 社 OB 等であるため、これ以降の好調企

業に関する発言の引用においては発言者に関する記述を行わない。 
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剣にならない。部門間の利害対立は起きない。小競り合いはあるが。それが理由で仕

事は止まらない」と＜錦の御旗＞による事後調整が中心となっており、「オーナーが

退任すると空中分解すると思う」と OB 等が心配するようにオーナー個人に強く依存

した調整プロセスとなっている。 

 

3.3.3. ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス 

 ミドルの出世条件は、特定の分野における実務能力を有することが重要との指摘が

多い。「オーナーが持っていないものを持っているかどうか、彼の周りの 30 人は、

彼が持っていないものを持っている人ばかり」、「仕事ができる人。一芸をもっている

人」、「オーナーの感じているニーズにマッチするかどうかだけ」とのコメントが示す

とおり、オーナーが必要とする実務機能を担う人材が重用されている。「自分にない

力をものすごく目立つように持っている人が一時的にブームになる。法律に困ってい

ると外から弁護士を連れてくる。役員どうぞとすぐ上がる」ようだ。その一方で、

「ジェネラリストは嫌い」、「ミニ○○（オーナー名）はダメ」であり、「彼の経営の

中でパーツとして貢献している人」が優遇される。意思決定権限がオーナー一人に集

中していることを反映している。 

 こうした特定分野の実務能力を有する者の中から経営幹部が選抜されることとなる

が、「役員になるか、役付き役員なるかのプロセスはブラックボックス。オーナーが

決めている」と、選抜はオーナーの一存をもってなされている。結果としてオーナー

との相性の良し悪しが重要な要素となる。 

 このように、出世条件が実務能力の有無に偏重していること及び経営幹部登用がオ

ーナーの一存で決まっている点も不振企業の特徴と類似している。オーナーとの相性

の具体的内容については、「実績とチャレンジする人。変化を厭わない、あたらしい

事業に手を上げるような人。オーナーとの相性があるし、それが強い。そもそもそう

いう志向でないと彼と波長は合わない」とコメントされており、不振企業 E 社につ

いてのインタビューコメント「出世するのは、成果を出す人。ベンチャー企業の経営

者みたいなタイプ。特定の分野でドンドン成果を出してのし上がっていくタイプ」

（E 社 OB 等）と類似している点が興味深い。両社とも創業者自身がオーナーとして

企業を率いており、自身と類似した行動特性を有する人間を評価していることが窺え

る。 
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3.3.4. 経営幹部の資質 

 こうして幹部に登用された好調企業の組織成員は、そもそも経営リテラシーを求め

られていない人材が大半であり、その能力は実務能力に偏重することとなり、この点

においても不振企業と類似した特徴を有することとなる。S 社のオーナーには自分だ

けに経営に関する判断が集中することに関する問題意識が存在し、役付き役員の中

に、「複数の部門を跨いだり、一つ自分の仕事をやりながら海外の子会社の役員など

を兼務する人」を意識的に作り出しているようではある。しかしながら、現状大半の

幹部人材は特定分野の執行実務のプロであることに加え、役員陣は「仲が悪く」、「お

互い敵であり、仲良く飲んだことがほとんどない」というようにドライな実務専門家

集団としての様相を呈するようだ。オーナーが自らに牽制をかけるべき経営陣の一員

との認識が存在しない点でも共通している。リーダーシップ特性は、「成果志向。多

少上司としてパーソナリティーが苛烈な人がいても、成果を出す人が尊ばれてい

た」、「リーダーシップは完全にパフォーマンス志向」と、成果志向性に偏重してお

り、人間関係志向性に関するコメントはほとんど見られなかった。この点も不振企業

E 社と類似しており、創業オーナーの影響が考えられる。 

 

 以上、好調企業 S 社の特徴をまとめてみる。意思決定はオーナー個人に権限が一

極集中し、社内調整はオーナーの意向を＜錦の御旗＞として事後的に調整されるプロ

セスとなっている。ミドルの出世条件としては、特定分野における実務能力が重視さ

れ、経営幹部登用はオーナーの一存で決定されている。結果として経営幹部は高い実

務能力を有するものの経営リテラシーは必要とされないこともあり高くはないよう

だ。 

 興味深いことに、好調企業 S 社の特徴は不振企業 3 社の特徴とほぼ一致してい

る。特に、創業オーナーが近年まで指揮をとっていた E 社とは、オーナーの幹部に

対する選好や結果としての幹部のリーダーシップ特性を含めて極めて良く似ている。 

このことは、オーナー系企業においては、その業績の良し悪しにかかわらず、オ

ーナー個人の意思決定に企業の命運が懸かる点で同じメカニズムが駆動していること

を示唆するものである。好調企業はオーナーが事業環境に適応した意思決定を行って

きたために好業績を維持している一方で、不振企業は事業環境が変化した際にオーナ

ーの意思決定がマッチせずに適応不全が生じたということとなり、両者の差異はこの

一点に集約されることとなる。 
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 非オーナー系企業における不振企業と好調企業の間には、第 3 章に既述のとおり

①正論を尊重する規範の存在、②人事部門の強い牽制機能、③PDCA の実践と責任

体制の明確化といった、組織全体を貫く大きな差異が存在したが、オーナー系企業に

おける両者の間には組織構造的な差異は存在しない。この点は、仮に好調企業であっ

てもひとたびオーナーが事業環境にマッチしない意思決定を行うと、それを社内で牽

制することは難しく、不振企業と同じ道を歩む危険性が存在することを示唆するもの

である。 

 

4. 金融機関の関与による企業の変化：E 社のケース 

  

既述のとおり、不振企業 E 社においては近年まで経営を担った創業オーナーが退

任し、非創業家の人間に経営がバトンタッチされた後に破綻に至っている。また破綻

にいたる過程で金融機関の関与が増大するプロセスが存在した。具体的には、業績が

悪化し始めると E 社に融資を行っている大手銀行各行が実務者を管理系の各部門に

出向させ管理業務への監督指導を強化するようになり80、その後破綻数年前からは企

画や管理業務を管掌する取締役ポストに出向者が就き意思決定権限自体を担うように

なっていく81。 

本節では、E 社関係者へのインタビューを通じて浮かび上がった、金融機関の関与

の増大がオーナー企業の組織に与えた影響について分析することとしたい。 

 本節の分析は、金融機関の関与が増大するプロセスを自ら社内で体験した OB 等の

インタビュー内容及び機構等派遣者がプロパー役社員から聴取した内容や実際に社内

で観察した内容が情報源となる。対象は E 社 1 社のため外的妥当性には大きな限界

があるものの、極めてユニークなサンプルであり学術的な価値は高いと考えられる。

以下、これまでの分析と同様に、①経営幹部による意思決定プロセス、②ミドルによ

る社内調整プロセス、③ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス、④経営幹部の資

質のそれぞれが、金融機関の関与の増大によって如何に変化したかを分析してみた

い。 

                                                 
80 OB 等へのインタビューから、実務者の出向は E 社の業績が悪化し出してから数

年以内に始まっていることが確認されているが、企業名を秘匿するために詳細は記述

しない。 
81 OB 等へのインタビュー及び E 社の有価証券報告書の情報に基づくが、企業名を

秘匿するために詳細は記述しない。 
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4.1. 経営幹部による意思決定プロセス 

 銀行の影響力の拡大により、オーナーの退任を契機として銀行流（非オーナー系）

の意思決定プロセスが導入されることとなる。具体的には、①合議制の導入、②

PDCA サイクルの導入の 2 点である。 

 E 社プロパーの経営幹部は、それまでトップが出した方向性に従うことに慣れ親し

んできたため、合議制には不慣れであり、その導入によって意思決定に要する時間が

大幅に増大する結果が生じた。「トップが出す大きな方向性がなくなってしまった。

それまで方向性を与えられていたため、自分たちで方向性を決めることは難しかっ

た」（E 社 OB 等）、「それまでは会議自体で討議する風潮がなかった。（合議制では）

決定者がいないので余計時間がかかった。」（E 社 OB 等）と当時の経験者は述べてい

る。 

 一方、PDCA サイクルは本来組織学習のための重要な経営手法であり、資金の効

率的な活用に資するものであるものの、E 社においては業績が芳しくない状況下で初

めて導入されたことが、E 社組織内にリスク回避志向を急速に拡大させる結果を生じ

させたようだ。 

 

＊「営業からすると『何でこんなに悪いのだ』と突っ込まれ、それを説明するという

ことになっていった。・・・減点を減らすモチベーションが営業にでてきてしまっ

た。それまでは、営業は向こう傷があった方がよいという価値観だった。本社向

けの資料や言い訳作りの資料が増えていった」（E 社 OB 等） 

＊「上司に怒られないようにすることが優先され、能動的に何かを取りに行くという

行動をとらなくなった。多くの会議はリスクヘッジする人の集合体になっていっ

た。」（E 社 OB 等） 

＊「営業主体ではなく管理が主体の会社に変わりつつあった。・・・これが減点、こ

れが減点となり、失敗しないように失敗しないようにという感じになった」（E 社

OB 等） 

＊「銀行的な意思決定メカニズムとなり、サラリーマン化が促進された。ここは事業

会社か？という感じになっていった。」（E 社 OB 等） 

＊「管理系に人材がシフトして行った。本社がドンドン肥大化した。銀行が来てから

管理系が増えた。」（E 社 OB 等） 
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4.2. ミドルによる社内調整プロセス 

一方、社内調整については、会議が合議制に変化するに伴い、それまでの事後調

整から事前調整へ移行することとなる。オーナーの退任によって「オーナーが言って

いる」との＜錦の御旗＞が使えなくなり、また、そもそも事前調整メカニズムが社内

に存在しなかったため、そのプロセスは時間を要するものとなる。 

 

＊「銀行がきてから、根回しが終わって決まったことしか会議に上がらなくなっ

た」（E 社 OB 等） 

 ＊「オーナーが退任して、○○さん（非創業家の社長名）に代わって社内調整がス

ローダウンした。部門間調整に時間がかかるようになった。銀行が関与して拍車

がかかった。」（E 社 OB 等） 

 

 破綻後に E 社内に入った機構等派遣者の目には、「稟議をはじめ、社内を通す仕事

が多かった」、「取締役会の根回しはかなり来た。○社ほどではないが。」と映ってお

り、上記 OB 等のコメントと整合的である。なお、後者のコメントの「○社」とは、

再生機構等の支援を受け本論文の研究対象となっている非オーナー系企業の 1 社を

指している。「○社ほどではない」とは、事前調整への移行後間もないことが影響し

ていると推察される。 

 

4.3. ミドルの出世条件・経営幹部登用プロセス 

 E 社に派遣された機構等派遣者は、「出世する人の特徴がずっと同じではなく、そ

の時々の状況によってパフォーマンスを発揮する人が変わってきたと（社内で）言わ

れていた。当初はオーナーの意向を体現して意思表示を行う人。その後銀行管理にな

ると、銀行の求める数字をきちんと出しつつ意見をいえる人。」とコメントしてお

り、出世条件が銀行の関与によって変化していることが窺える。幹部登用プロセスに

ついても、企画･管理系の役員ポストには銀行からの出向者が就任することに加え、

その他のポストについても銀行の意向が強く反映されるようになる。 

 こうした出世条件の変化は、下記の OB 等のコメントが示すような「人材の流出」

という形で E 社の人的資源が一部毀損する事態を生じさせた可能性がある。 
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＊「オーナーが現役の時は、彼の OK さえ取れれば出来るので、いろんな事にチャ

レンジできた。新しいことにドンドン取り組む活力があった。そういう人は体感

で仕事をするので説明が下手。銀行に説明できない。銀行の影響が大きくなる中

で窮屈に感じたのだろう、ドンドン外へ出て行った。E 社が元々持っていた財産が

そがれたことは否めない。言葉できちっと説明できる人が重用され、E 社として強

かった部分から形が変わっていった。結果としてリスクを取らなくなる。100 本振

って 3 本当たる商売から、『100 本当てろ』、に変わった。・・・残った人材は、指

示されたことに基づいて、指示された範疇のことはやるけれども、指示されてい

ないことまで、領域を広げてリスクを取りに行く人は少なくなった。」（E 社 OB

等） 

＊「オーナーが現役の頃は、オーナーの了解は必要だったけれども現場にベンチャー

スピリッツがあった。無謀なことをリスクを考えずにやる人が一杯いて、確かに

リスクだけれどもリターンもたまにある。でもこれらは合理的に説明できないか

ら、こうした人はいなくなった。その代わりリスクを取らない人が増えてしまっ

た。」（E 社 OB 等） 

＊「いろいろと制約がかかるので、人材が飛び出していった。銀行の関与が増えて以

降、ドンドン出て行った。・・・自信がある人、力がある人から出て行った。E 社

の気風がなくなったから。」（E 社 OB 等） 

 

4.4. 経営幹部の資質 

 このように、銀行の関与の拡大に伴い出世条件が変容したこと及びそれに伴い人材

が流出したことにより、破綻時の E 社の経営幹部は、機構等派遣者が「変な同居

感」と表現する特徴を有することになる。すなわち、銀行の影響によって変容した後

の出世条件によって幹部になった人材と変容前の条件によって幹部になった人材が混

在する状態である。複数の機構等派遣者のコメントは類似している。 

 

＊「フロント（営業）は、目立つ人、論理的というよりは勢いがある人、肉食系の

人。バリバリ仕事をしていた。御輿に乗るような人は多くなかった。バック（本

社スタッフ）は、ステークホルダーへのコミュニケーション能力、バランス感覚

がありいわゆる官吏のような人たち。銀行への説明能力がある人。変に同居して

いる感じだった。」（E 社機構等派遣者） 
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＊「確かに同居していた。肉食系の人も多かったが、全体の 3 割ぐらい。・・・多く

は、資料作りがうまいいわゆる『優秀な人たち』になってしまっていた。」（E 社機

構等派遣者） 

＊「猛者的なところが少なくなり、優秀な人たちが残った印象。うまくまとまってい

る人が偉くなる傾向にあった。」（E 社機構等派遣者） 

＊「経営会議にでてくる資料は素晴らしかった。縦横がしっかりあっていた。一方、

○○事業部にくるとそういう資料は出てこない。『いやいやこれは阿吽の呼吸でこ

こまで値段を下げられる』、『感覚的にここまでいける』という感じだった。」（E 社

機構等派遣者） 

 

 以上、オーナー系企業 E 社に対する金融機関の影響をまとめると、①経営幹部に

よる意思決定プロセス及び②ミドルによる社内プロセスには非オーナー系の特徴が移

植され、③ミドルの出世条件･経営幹部登用プロセスについては、対銀行説明力の高

さが重視されるようになり、その結果として④経営幹部の資質は、従来の出世条件に

よって登用された人材と銀行の選好によって登用された人材が混在する形になったよ

うだ。 

 

5. 小括 

  

この補章では、本論文を補完する形でオーナー系企業の 衰退メカニズムの分析を

行った。オーナー系不振企業においては、オーナー一人に意思決定権限が集中してお

り、経営幹部もオーナーの意思決定を実行に移すための機能として位置づけられてい

るのが特徴であった。換言すれば、オーナー系不振企業は、オーナーの意思決定を迅

速に実行するために最適化された組織になっているといえよう。破綻の原因は、オー

ナー個人の意思決定の過誤に帰属されるべきものであり、組織内にそれを牽制するメ

カニズムが存在せず、ブレーキをかける人物もそもそも存在しなかったと思われる。

オーナー系企業の衰退メカニズムは、本論文が主たる分析対象とした非オーナー系企

業の衰退メカニズムとは、大きく異なるものであることが明らかとなった。 

 一方、本章が取り上げた好調企業においても、不振企業と類似した特徴が存在する

ことは興味深い発見であった。不振企業も一時は優良な企業であったことを考えると

好調企業もオーナーの意思決定如何によっては、不振企業と同様の道を歩む危険性を
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内包していることが示唆される。 

 また、不振企業における金融機関の影響の分析からは、銀行によってオーナー企業

の衰退惹起サイクルの各構成要素に質的な変化がもたらされたことが示唆された。意

思決定や社内調整プロセスには非オーナー系企業の特徴が移植され、ミドルの出世条

件･経営幹部登用プロセスにおいては銀行への数値による説明能力が重視され、それ

らが得意な人材が登用されると同時に、OB 等からみた「力がある人材」、機構等派

遣者からみた「肉食系の人材」の流出を招いたことが明らかにされた。これらが事業

活動に如何なる影響を与えたかを本章の情報だけで明らかにすることは困難である

が、当該企業の経営管理能力が向上する一方で、その営業力にはマイナスの影響が生

じた可能性が存在すると考えられる。 
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